
感
謝

医療情報誌「HOPE Vision」を愛読くださりありがとうございます。

2021年2月18日刊行のVOL.35をもって紙媒体でのお届けを休止することにいたしました。

2004年の創刊来、「HOPE Vision」は、医療・介護施設の経営層や現場の方々に、

施設経営やICT化の方針検討のヒントを提供することを目的として、16年間にわたり情報提供してまいりました。

永く愛読される情報誌をめざし、

これまで多くのお客様に可愛がっていただき、多くのお客様に取材協力をいただきました。

本当にありがとうございました。

今後は、デジタルネットワーク社会に相応しい情報提供のあり方を見据え、

時代の変化に対応しながら、これからも良質なヘルスケア情報を提供してまいります。

新しいHOPE Visionに期待していただくための最終号となりました。

皆様に感謝申し上げます。

2021年2月18日発行［ホープビジョン］

再録
HOPE Visionで振り返る医療ICT化の道程

Back to the Beginning 〜 そして未来への展望
座談会：電子カルテ導入のあの頃とこれからの期待〜 2000年頃を振り返りながら 
対　談：地域医療ネットワーク普及に向けた奮闘とより良い社会の実現に向けての抱負 
座談会：富士通社員が語るヘルスケアDXのこれから
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これまでの歩み
そして未来へ
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※�現在、弊社HP上に公開されている過去の「HOPE Vision」バックナンバーから一部記事を
再録しております。

※�本誌の内容は、富士通ホームページ内の“ヘルスケアソリューション” 
�（URL  https://www.fujitsu.com/jp/solutions/industry/healthcare/）に、PDF
データで掲載いたします。

医療情報誌「HOPE Vision」は、紙媒体でのご提供は本号が最後となります。今後も「HOPE 
Vision」として、ヘルスケアソリューションの最新情報、お客様の導入事例など提供してまいります
ので、引き続きご愛顧賜りたく、何卒よろしくお願い申し上げます。
※再録記事の施設名や所属・肩書きは掲載当時のものです。
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Ⅰ　電子カルテシステムの夜明け
HOPE Visionが創刊した2000年代初めの、電子カルテ導入事例を 
中心に医療ICT化の初期の雰囲気を振り返りました。
再　録：�創刊にあたり/進化する電子カルテシステムへの期待/ 

屋島総合病院/京都府立与謝の海病院
座談会：�電子カルテ導入のあの頃とこれからの期待 

〜2000年頃を振り返りながら

Ⅱ　�電子カルテが推し進めた 
医療のデジタル化
電子カルテシステムは、医療現場のさまざまな業務をICT化しました。 
部門システムや中小規模施設へ広がった事例を取り上げました。
再　録：�浜の町病院/向陽メディカルクリニック/山田記念病院

Ⅲ　デジタルネットワークの拡大
医療情報の電子化は、施設の枠を超え地域医療連携へと発展しました。
HumanBridgeの活用事例を中心にその進展を取り上げました。
再　録：�あじさいネット/川根本町いやしの里診療所/ 

国立長寿医療研究センター
対　談：�地域医療ネットワーク普及に向けた奮闘と 

より良い社会の実現に向けての抱負

Ⅳ　�ヘルスケアの 
デジタルトランスフォーメーションの未来
電子カルテから始まった医療のICT化が実現した、ヘルスケア領域のデジタル
トランスフォーメーションを俯瞰します。
再　録：�葛飾赤十字産院/順天堂大学医学部附属練馬病院/昭和大学
座談会：富士通社員が語るヘルスケアDXのこれから



再 録 　※施設名や所属・肩書きは掲載当時のものです。

「HOPE VISION 創刊にあたり」
長屋亙勇（富士通株式会社 経営執行役常務） ··········································································································  2
HOPE Visionの創刊号に掲載された当時の医療事業部門のトップだった長屋氏による創刊の挨拶です。

「進化する電子カルテシステムへの期待」
河北博文 氏（河北総合病院 理事長、「利用の達人」代表世話人）··········································································  3
富士通の電子カルテシステムのノンカスタマイズ・成長型の構築を支えたのが、電子カルテユーザー会である「利用の達人」です。 
創刊号に寄せられた、ユーザー会の提唱者であり初代代表世話人である河北先生のコメントです。

「システムを有効に活用して患者さんと向き合った看護を実践」
屋島総合病院 ·····························································································································································  4
屋島総合病院は、2004年に「HOPE EGMAIN-FX」を導入し、それまでの紙カルテの運用からオーダリング、電子カルテまで 
一気に電子化を進めました。看護部を中心にした構築の経過のレポートです。

「電子カルテシステムの導入によりスタッフの意識改革にも成果」
京都府立与謝の海病院 ··············································································································································  6
京都府立与謝の海病院（現在は京都府立医科大学附属北部医療センター）も「HOPE EGMAIN-FX」によって、 
当時としては非常に短期間での導入を実現し、ワンストップソリューションとしての初期の成功事例となりました。 

Back to the Beginning　そして未来への展望

座談会「電子カルテ導入のあの頃とこれからの期待 
〜2000年頃を振り返りながら」·········································································································· 9
1999年に島根県立中央病院で日本で初めての総合病院での電子カルテシステムが稼働し、そのノウハウをもとに全国での 
電子カルテ導入が始まりました。初期の電子カルテ導入の苦労を当時の開発・導入にかかわった皆様に語っていただきました。

電子カルテシステムの夜明け

Ⅰ

富士通の電子カルテシステムへの取り組みは、1990年代の島根県立中央病院などの先進施設で
の共同開発から始まりました。1999年の「診療録等の電子媒体による保存について」の通知、
2001年の「保健医療分野の情報化にむけてのグランドデザイン」によって環境が整備され、医療
機関への電子カルテ導入が一気に加速しました。HOPE Vision創刊の2004年は、カスタマイズ
型の「HOPE EGMAIN-EX」から、パッケージ型でノンカスタマイズによる導入を可能にした

「HOPE EGMAIN-FX」が登場し、先進病院から市中の臨床病院へと拡大するところでした。
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現場の医療スタッフと富士通のSEが手探りで進めた
電子カルテの構築が病院のワークフローを変えた

そして未来への展望
Back to the Beginning

1999 年、日本初の電子カルテシステムが島根県立中央病院で稼働を開始しました。PC やインターネットの普及がよ
うやく始まろうとする時代。手探りの中の電子カルテシステムの開発では、医療現場のスタッフや SE による試行錯誤
が繰り返され、それがパッケージ型システムへの展開と、その後の電子カルテシステムの普及へとつながりました。
HOPE Vision が創刊する直前、2000 年代初頭に電子カルテ導入のプロジェクトに SE としてかかわった富士通のメン
バーと、病院のシステム委員会のメンバーとして導入に携わった医師、看護師に、当時を振り返っていただきました。

出席者 佐能　　孝 氏　医療法人ブランドル医会 ハーヴィスクリニック 院長

村川　和義 氏　むらかわクリニック 院長

香西ひろみ 氏　高松市在宅医療支援センター、看護師

宮川　　武　富士通 CEO室 シニアディレクター

坂西　　裕�　富士通 公共サービスシステム事業本部 シニアマネージャー

西田　雅則　富士通 ヘルスケアソリューション事業本部 シニアマネージャー

司　会 小松　清美　富士通 パートナー ・ プロモーション戦略推進統括部プロモーション推進部 部長

「電子カルテ導入のあの頃とこれからの期待 〜2000 年頃を振り返りながら」
オンライン・ディスカッション

日本初の電子カルテシステム開発への挑戦

小松：日本で最初の電子カルテは、1999 年 8 月に島根
県立中央病院で稼働を開始しました＊ 1。宮川さんと西田
さんは最初から開発メンバーとして参加しましたが、日
本にまだないシステムを作るというのはどうでしたか。
宮川：1996 年にプロジェクトが始まった時には、カルテ

の電子保存が法的に規定されていない状況＊ 2 で作ること

が大変でした。加えて、プロジェクトが始まった 1996 年

ごろのインターネット普及率は3〜4％で、Eメールを使っ

たことがない先生もたくさんいました＊ 3。2 年半の間にプ

ロトタイプを 3 つ作り、3 つ目をベースに最終型を作りま

したが、今でいうアジャイル開発を行っていた印象です。

西田：プロジェクト参加以前から、オーダリングシステ

ムで看護支援の開発は行っていましたが、電子カルテに

実装するリアルタイムでの実施入力や患者認証など、医

療安全にかかわる部分についてはすべて手探り状態でし

た。院内の帳票類を集めたところ 4000 枚ほどあり、そ

の分類も非常に大変で、看護ワーキンググループ（WG）

は 50 回以上行いました。

宮川：当時、多いときで 200 人ほどの SE が集まりまし

たが、8 割は医療系をまったく知らないため一から学ぶ

必要がありました＊ 4。逆に言えば、既成概念にとらわれ

ずに取り組めたと思います。

西田：お客様と打ち合わせをしながら、新しいものを一

緒に作り込んでいくというのは、大変ながらもやりがい

があり、とても楽しかったですね。

医療現場と SE の丁々発止のやり取りから 
生まれたパッケージ型という思想

小松：島根県立中央病院で開発された電子カルテがカス
タマイズ型の「HOPE EGMAIN-EX」＊ 5 となり、全国へ
と広がっていきました。鳥取市立病院では 2003 年に電
子カルテが稼働しましたが、佐能先生は電子カルテにど
のような期待を持ちましたか。
佐能：鳥取市立病院で稼働していたオーダリングシステ

ムのリプレイスを担当することになったのですが、調べ

たところ電子カルテというものがあるとわかり、島根県

立中央病院や成育医療センター（当時）に見学に行きま

した。電子カルテではカルテ検索ができると知り、大変

な思いをしていた症例データを集める“カルテ引き”が

楽になることがすごいと思いましたね。電子カルテを使

えば業務改革や経営の効率化、コストダウンもできるだ

ろうと期待しましたし、手書きで読めないようなカルテ

が、看護師が読めるようになるだけでもありがたいと思

いました。ぜひ導入したいと思ったのですが、費用のハー

ドルが高く、数年かけて予算を組みました。

坂西：鳥取市立病院には、静岡がんセンターで稼働して

いた HOPE EGMAIN-EX の素材を持ち込んで開発して

いきました。私自身、電子カルテ開発は初めてだったた

め、カルテの機能についてもそれが正し

いのかわからない中、先生から指摘され

ると先生の方が正しいと思い、すべてに

応えようとしていました。カスタマイズ

佐能「自分たちの病院専用でなくていいので、
どこの病院でも共通に使えて安価な電子カルテ
が欲しかった」
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出席者

で新生児のデータを入れられないなど、自分たちの病院

用に一から作った部分が多くありました。システム開発

のため全国各地から SE が集められていて、富士通には、

これでは大変だからパッケージがある方がいいと話して

いました。私達としては、自院専用のものが欲しいので

はなく、Word や Excel のような誰でも使えて安いもの

があるといいと思っていました。

坂西：佐能先生に、カスタマイズではなく中小病院で使

える電子カルテが欲しいと言われたことで、パッケージ

型を開発するという目標ができました。

西田：鳥取市立病院での経験から、カスタマイズをしな

い標準製品を一つだけ作ることで品質を上げて、毎年の

レベルアップで改良していくという方法をとるようにな

り、SEの意識とやり方も大きく変わったように感じます。

アナログな医療現場の電子化で苦労した経験
が電子カルテの成長へとつながった

小松：屋島総合病院には、2004 年にパッケージ型の
HOPE EGMAIN-FX が導入されました。
電子カルテ導入の背景と、稼働までの準
備についてお聞かせください。
村川：屋島総合病院にはオーダリングシ

項目は 300 近くに上ったので、佐能先生を中心とした委

員会メンバーに整理してもらわなければ実装できなかっ

たと思います。

佐能：私達も電子カルテをわかっていなかったので、“あ

あしたい、こうしたい”というのが出てくるのですが、

宮川さんには「“病院として”それでいいのか」という

ことを言われて「そのとおりだな」と思ったものです。

確かに現場の要望をすべて聞き入れていたら収集がつか

なくなるので、運用で妥協してもらうなど院内調整をし

て、ときには無理やり押し通すこともあり大変でした。

宮川：佐能先生には「現場の先生の話は聞くだけにして、

言われた通りにやらないでくれ」と何度も叱られました

が、お客様にこんなふうに言ってもらえるのかと、私の

中で病院システム開発への考え方が 180°変わりました。

きちんと動くものを作るだけでなく、しっかり運用でき

るところまで責任を持たなければならないと強く意識し

ました。

小松：こうして開発された鳥取市立病院の電子カルテが、
パッケージ型（成長型）の「HOPE EGMAIN-FX」＊ 5 のベー
スとなりました。
佐能：私は産婦人科だったのですが、鳥取市立病院の電

子カルテはがんセンターのシステムが基となっているの

西田「鳥取市立病院の経験が、標準パッケージ
をレベルアップすることで品質を上げる方向
に舵を切るきっかけになりました」

小松　清美司　会

当時は、電子カルテの操作教育や拡販デモを担当。
現在は、パートナー・プロモーション戦略推進統括部 
プロモーション推進部部長としてユーザー会やプロモー
ションでさまざま奮闘中。

岡山大学病院、広島市民病院、尾道市民病院、鳥取市立
病院などに勤務後、 岡山東中央病院などで訪問診療に従
事し、2017年ブランドル医会ハーヴィスクリニック（岡山
県玉野市）を開設。 現在、ブランドル医会理事長、 ハー
ヴィスクリニック院長。 鳥取市立病院では、システム委
員会の責任者として電子カルテシステムの導入に尽力。

佐能　　孝 氏

1993年屋島総合病院に小児科医として入職。 2003年
に多職種による電子カルテシステム導入を担当する情報シ
ステム室の室長となる。 2004年から医療情報部長、 そ
の後、 病院長補佐として勤務。 2016年に主に小児の発
達の診療を行う、むらかわクリニック（香川県高松市）を開
院。 NPO法人子育て ・ 発達支援ネットワークはぐくみ
副理事長。

村川　和義 氏

鳥取市立病院稼働時は、（株）富士通鳥取システムエンジニ
アリング医療システム部で、 電子カルテ導入リーダーとし
て初めての電子カルテ導入プロジェクトに携わる。 現在は、
富士通公共サービスシステム事業本部シニアマネージャー。

坂西　　裕

島根県立中央病院の稼動時は、（株）富士通鳥取システム
エンジニアリング医療システム部で看護支援システム業務
リーダーを務める。 鳥取市立病院稼動時には、 同医療
ソリューション事業部電子カルテソリューション開発部に
所属し、看護支援システムパッケージ開発元としてプロジェ
クトを支援。 現在は、富士通ヘルスケアソリューション事
業本部シニアマネージャー。

西田　雅則

屋島総合病院では、情報システム室（当時）のメンバーと
して2004年の電子カルテシステム導入に尽力。その後、
東京ベイ・浦安市川医療センター、訪問ナースステーショ
ン光華に勤務。 現在は、高松市在宅医療支援センターで
高松市在宅医療コーディネーターを務める。

香西ひろみ 氏

島根県立中央病院の電子カルテシステム稼働時 （1999年）
は、関西営業本部システム統括部医療システム部に所属、
プロジェクトリーダーとして構築に携わる。 鳥取市立病
院システム稼働時（2003年）には、 ヘルスケアソリュー
ション事業本部医療システム事業部第三システム部でプロ
ジェクト責任者として構築を担当。 現在は、 CEO室シ
ニアディレクター。

宮川　　武
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ともなかった人が使っているのを見たと

きには思わず泣いてしまいました。

村川：運用を検討するときには理想的な

ことを考えていて、医師には「こう入力

すると、こんなふうに動きます」と説明するのですが、

いざリハーサルになると動かないこともあり、毎回変更

点がたくさん出てきました。本稼働でもリハーサルより

もずっと多い外来患者さんを処理しきれず、急遽運用を

変更したこともありました。

香西：紙カルテでは、カルテ内に書き込まずにメモを 

貼ってカルテの一部とするような運用もありましたが、

リハーサルでメモ添付していたものを入力するところが

ないと気づいて、慌ててテンプレートを作成したりもし

ました。

佐能：リハーサル台本は何本も作りましたし、リハーサ

ル後の反省とフィードバックも大変でした。私達もリ

ハーサルの前の晩まで病院に泊まり込んで必死にやって

いましたが、パッケージを導入した病院を見に行くと、

SE さんも当日朝に病院に来て、スムーズにリハーサル

ができるようになっているのを見て、すごく進化したな

と思います。

坂西：当時はリハーサルも本稼働も SE 総出で泊まり込

んで対応しましたし、緊張感と動いたときの安堵感は相

当なものでした。現在は電子カルテも成熟して SE の経

験値も上がり、導入時や稼働後のサポートでも、お客様

から聞かれたことに対して解決策やほかのユーザーの事

例をスムーズに提示できるようになっています。しかし

一方で、お客様が本当に求めていることを見逃している

かもしれないとの危惧もあります。本当の悩みまで深く

掘り下げて、どうすれば改善できるか、真摯な気持ちで

お客様と向き合うことを、SE は忘れてはならないと感

じています。

医療現場に不可欠となった電子カルテに
求められるのは、次のステージへの飛躍

小松：電子カルテ導入を振り返って、あらためていかが
でしたか。
村川：電子カルテが稼働してから印刷することも多いと

気づいたのですが、出力紙の処分のためにシュレッダー

を導入するようになるなど、個人情報保護への意識の高

まりにもつながったと思います。病院内ではパッケージ

型への理解が不十分なところもあり、稼働後にも院内の

調整は必要でしたが、導入 1 年後に職員と患者さんにア

ステムもなかったのですが、電子カルテ導入に補助金が

ついた＊ 6 ため、トップダウンで導入が決まりました。準

備委員長として他院を見学したときの印象は、ワープロ

を使ったこともない先生が多い病院に電子カルテを入れ

るのはとても大変そうだということでした。補助金には

期限があって時間がなかったので、情報システム室を立

ち上げて看護部や事務部門などから専任で入ってもらう

とともに、紙カルテから電子カルテへの移行では意識改

革が重要なので、WG には各部門から中堅でやる気があ

り、周囲を説得し納得させられるメンバーを集めました。

香西：電子カルテの運用では医師が要となるので、まず

は先生たちに導入を納得してもらう必要があるため、情

報システム室で PC 教室を開き、Word や Excel で PC

に慣れてもらうところから始めました。私達自身も電子

カルテのイメージがまるでつかなかったので、早くから

情報システム室にデモ機を設置してもらい、電子カルテ

とは何かを理解することから始めました。

小松：看護業務も初めて電子化したわけですが、導入で
はどんな工夫をしましたか。
西田：看護師の皆さんも電子化のイメージがつかないの

で、まずは電子カルテを実際に見てもらい、共通認識を

持ってもらいました。打ち合わせを重ねる中で、病棟に

よって異なっていた運用や、看護計画や記録の形式、用

語を統一できるというメリットがあることを感じてもら

えたと思います。

香西：紙カルテのときにも記録委員会で記録の見直しや

監査をしますが、各部署の要望に応じた結果、外科と内

科で用語が違うといったこともありました。電子カルテ

導入は標準化できるチャンスだったので、看護部長の下、

みんなでまとまってやっていくという雰囲気を醸成して

もらい、部内に委員会も作って標準化を推し進めました。

稼働後は記録の標準化ができ、セット化することで新人

からベテランまで同じように記録できるようになったの

で、本当に導入して良かったと思っています。ただ、情

報システム室に配属された当初は、パッケージを入れた

ら何もしなくていいと思っていたのですが、マスタ作成

が本当に大変で。年末年始もなく処置マスタを作ったこ

とは忘れられませんね。

小松：初期の頃は、リハーサルも本稼働も今よりずっと
緊張感があったのではないかと思います。
宮川：最初の島根県立中央病院では、リ

ハーサルを 8 回以上やりましたね。初め

て動いた電子カルテを、PC に触ったこ

香西「電子カルテ導入で標準化が進み、 
それまであいまいだった運用や病院の 
古い体質を一新することができました」

村川「リハーサルでも本稼働でも、想定外の
出来事が多発して急遽運用を変更するなど大
変な緊張感でした」

オンライン・ディスカッションそして未来への展望Back to the Beginning オンライン・ディスカッションそして未来への展望Back to the Beginning
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＊1　�島根県立中央病院は、1992年に最初の電子カルテ構想
書を策定、1996年から富士通との共同開発に着手しまし
た。そして、新病院に移転し新規オープンした1999年 
8 月に電子カルテシステムとして「統合情報システム

（SHIMANE-IIMS）」の稼働がスタートしました。
＊2　�医療情報の電子保存は、1994年に「エックス線写真等

の光磁気ディスク等への保存について」の通知が端緒にな
りました。続いて、1999年に「診療録等の電子媒体によ
る保存について」〔厚生省（当時）による通知〕が出され、
画像だけでなく各種の診療録など、法令に保存義務が規
定された文書等に記録された情報の電子媒体による保存
が認められました。その条件として、いわゆる電子保存の
三原則（真正性、見読性、保存性）が示されました。さらに、
2001年には政府のe-Japan戦略の中で、IT戦略本部に
よる「保健医療分野の情報化にむけてのグランドデザイン」
が策定され、“2006年度までに400床以上の病院で6割
以上、全診療所の6割以上に普及”など、具体的な数値
目標が示され、電子カルテシステムの導入を後押ししました。

＊3　�パ ー ソ ナ ル コ ン ピ ュー タ（P C）は、1 9 9 5 年 の
Windows95の発売で普及が進みましたが、1997年の世
帯におけるPCの保有率は28.8％でした。また、日本の

インターネット利用は、1993年に商用サービスがスター
ト、1997年当時のインターネット世帯普及率6.4％でし
た（総務省「平成12年通信利用動向調査」による）。

＊4　�富士通の医療分野の取り組みは、1970年代から医事会
計や臨床検査の部門システムからスタートし、オーダリン
グシステムへ発展、それが電子カルテシステムの開発につ
ながりました。1990年代後半から電子カルテシステム開
発に着手、1999年の島根県立中央病院の第1号ユーザー
の稼働につながりました。

＊5　�2000年に発売された「HOPE EGMAIN-EX」は、大規
模病院向けの電子カルテシステムで、医療機関ごとの規模
や運用に合わせてカスタマイズして導入するシステムでした。
これを基に中規模病院などより多くの医療機関への導入
拡大をめざして開発されたのが、「HOPE EGMAIN-FX」で、
2003年に発売されました。その後、2008年に後継であ
る「HOPE EGMAIN-GX」の提供を開始しています。

＊6　�医療の情報化については、e-Japan戦略に則り、電子カ
ルテ普及と導入支援のために2001年度から2年間で約
300億円の補正予算が組まれました。これによって地域
の基幹病院を中心に導入が促進されました。

おいて医療と介護の連携は必須です。富

士通も地域医療連携ネットワークには積

極的に取り組んでいますが、医療と介護

のよりシームレスな連携に期待していま

す。電子カルテが導入された当初、医師や看護師には「医

事のための入力をさせられている」という不満がずいぶ

んありました。今では DPC の導入もあって、その意識

は変わってきているとは思いますが、電子カルテの入力

が医療従事者の思考の流れを妨げずに行えて、患者さん

のために行う業務がそのまま記録されるような発想でシ

ステムを開発してほしいと願っています。

宮川：電子カルテの立ち上げでは、それまでの紙カルテ

の運用をまるごと変えたディスラプト（破壊による変革）

があり、そのときに作ったシステムと運用が今でもベー

スとなっています。そして私達は、自らが作ってきたシ

ステムを前提に運用の提案をしているわけです。しかし、

当時と比べてさまざまな技術が発展し、医療も病院も高

度化していることを思えば、これがベストとは言い切れ

ないと感じています。今の運用やシステムにとらわれる

ことなく、もう一度考え直したその先に、いまよりも圧

倒的に効率的で品質が高く、患者さんの満足度を高めら

れるような電子カルテの未来があると思います。■

ンケートを取ったところ、いずれも「入れて良かった」

という評価が圧倒的に多かったですね。

香西：病院の古い体質を一新することができました。紙

カルテのときには権限委譲もおざなりになっているとこ

ろもありましたが、電子カルテ導入を機に医師がすべき

ところを明確にして、本来の役割に戻せたことは良かっ

たと思います。医師と言い合いになることもありました

が、私が退職する際、ある先生に「お世話になったね、

ありがとう」と言っていただけてホッとしました。

西田：同じツールを使い、標準化されていることで、看

護では他部署への応援をしやすくなったと聞きます。情

報をきちんと取れることでインシデントが減少し、医療

安全につながっていると言ってもらえるのは嬉しいです

ね。また、部門連携の点では、以前は富士通の電子カル

テは一般病棟向きと言われていましたが、ICU などとの

シームレスな連携も可能になっています。まだ課題はあ

りますが、さまざまな診療科の医師が出入りするような

GICU などでは、システムが統一されているメリットを

感じていただいているようです。

小松：初期と比べて電子カルテはだいぶ成熟しています
が、将来を見据えたときに、どのような
課題と期待がありますか。
佐能：私は現在、訪問診療に携わってい

ますが、高齢化がますます進展する中に

宮川「電子カルテは紙カルテの運用をディス
ラプト（変革）しましたが、今度はデジタル
を前提にした新たな変革が必要です」

坂西「電子カルテは成熟しましたが、DX が
進む中でお客様の本当のニーズは何か、 
もう一度掘り下げて考える時期にきています」

オンライン・ディスカッションそして未来への展望Back to the Beginning
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「スマートデバイスを用いた患者認証と入力機能で医療安全と業務効率を向上」
国家公務員共済組合連合会 浜の町病院···················································································································14
電子カルテシステム「HOPE EGMAIN-GX」と同時に導入したPDAを用いたスマートデバイスソリューションの導入事例です。

「透析治療の質の向上に電子カルテシステムを中心とした IT を活用」
医療法人社団青池メディカルオフィス 向陽メディカルクリニック··········································································16
透析医療を中心に展開する向陽メディカルクリニックに導入された診療所向けの電子カルテシステム「HOPE EGMAIN-CX」の導入事例です。

「救急から慢性期まで東京・下町の医療を支えるケアミックス型病院で 
 電子カルテを構築」
医療法人財団正明会 山田記念病院···························································································································19
東京都墨田区でケアミックス型病院を展開する施設での中規模施設向けの電子カルテシステム「HOPE EGMAIN-LX」の導入事例です。

20Vol.
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電子カルテが推し進めた 
医療のデジタル化

Ⅱ

電子カルテシステムによる医療現場のデジタル化は、診療録の電子化や業務効率化だけでなく、
医療安全の仕組み、看護や栄養管理など部門システムへの拡大、スマートフォンやタブレットの
採用など、ICTを活用した安全・安心の医療や患者サービス向上のサポートへと拡大していきま
した。また、電子カルテシステムは、大規模施設だけでなく中規模施設や診療所へも導入が広がり、
ケアミックス型や地域包括ケアシステムなど医療体制が変化する中で、病院に求められる機能に
合わせた導入も進みました。
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看護におけるスマートデバイス活用事例

看護支援のための
スマートデバイス
ソリューションを導入

　浜の町病院は、1951 年に開設され

た聖福病院付属浜の町診療所が、翌

年に浜の町病院として独立。以来、“病

める人の身になって心のこもった最

良の医療を目指します”を理念とし、

地域の急性期医療を担う 468 床の 

中核病院として、役割を果たしてき

ました。同院看護部では“心により

そう看護”を主題に、患者さん中心

の全人的看護、看護の質の向上、そ

して安全で安心できる環境づくりへ

の努力が、理念として掲げられてい

ます。

　同院は、旧病院の老朽化により新

築移転を計画し、2013 年 10 月に新

病院での診療を開始しました。同時

に HOPE EGMAIN-GX を導入して、

従来の紙カルテから電子カルテへと

移行し、検査画像のフィルムレス化

も実現しています。

　さらに、看護部では、理念にもあ

る安全・安心の環境づくりと、看護

業務の効率化の 2 点を主な目的とし

て、HOPE PocketChart 看 護 オ プ

ションを導入し、2014 年 1 月から

運用を開始しました。

確実な 3 点認証により
医療安全を担保
　旧病院ではオーダリングシステム

が稼働していましたが、カルテは紙

で運用されていました。看護業務に

おいて 3 点認証は、患者さんに名乗っ

てもらったり、ベッドのネームプレー

トチェックなどによる患者確認、ま

た、輸液などは目視や指さし確認で

チェックを行い、実施者

は手書きでサインをする

といった方法で行われて

いました。

　一方新病院では、HOPE 

PocketChart 看 護 オ プ

ションを導入することに

より、一連の確認作業を

より確実に実施できるよ

うにしました。平野礼子

看護部長は、「注射や点滴のオーダ

一覧が確認でき、実施では対象患者

さんの確認、患者さんと薬剤の一致

確認が、端末のカメラ機能を使って

患者さんのリストバンドや薬剤の

バーコードの読み取りで実施できる

ようになり、医療安全に寄与する効果

が期待できます」と話します。

　仮に薬剤と患者さんの間に不一致

があれば、端末に「×」印が表示され、

実施者にエラーを知らせます。同院

では、この認証システムと、従来から

の人による認証のダブルチェックを行

うことで、薬剤投与などの安全性が

向上できるものと期待されています。

注射実施などの機能で 
看護業務を円滑に実施
　HOPE PocketChart 看護オプショ

ンを導入するに至った背景には、新

病院となって病棟体制が変更された

ことに加え、電子カルテ化による看

護業務の流れの変化がありました。

　新病院では病棟の再編が行われ、

病棟当たりの病床数が増加し、混合

病棟もあることから、病棟への医師

の出入りが増えました。加えて、電

子カルテ化により、看護業務でも電

子カルテ端末を使用するようになり、

必然的に看護部で希望するパソコン

国家公務員共済組合連合会浜の町病院は、2013年10月に新病院
へと新築移転し、同時に電子カルテシステムHOPE EGMAIN-GX
を稼働させました。さらに、2014年1月にスマートデバイスソリュー
ションHOPE PocketChart 看護オプションが稼働し、病棟を中心
に患者認証や実施記録に活用することで、医療安全の向上と看護
業務の効率化が図られています。

スマートデバイスを用いた患者認証と
入力機能で医療安全と業務効率を向上

国家公務員共済組合連合会 浜の町病院

●病院データ●
〒 810-8539
福岡県福岡市中央区 
長浜 3-3-1
TEL 092-721-0831
FAX 092-714-3262
URL http://www.hamanomachi.jp

撮影：石井紀久 氏

東野　康弘 
情報企画課長

平野　礼子 看護部長
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台数は旧病院より多くなりました。

しかし、看護部が求めるだけの台数

を病棟に配置することは難しく、 

そ こ で 提 案 さ れ た の が HOPE 

PocketChart 看護オプションでした。

東野康弘情報企画課長は、「いくつ

かの検討課題がありましたが、事務

部門としては、採用した最大の理由

は端末が低コストであることでし

た」と述べます。

　移転後は注射や点滴の際には、電

子カルテ端末をカートに載せてベッ

ドサイドへ行き、実施記録入力を行

う業務の流れとなりましたが、端末

の台数に限りがあるため、使用でき

ない場合は、従来通り視認や指さし

による認証での点滴の切り替えや、

事後入力となる場面もありました。

　平野看護部長は、「例えば医師が

ノートパソコンを使っているときで

も、HOPE PocketChart 看 護 オ プ

ションの小さな端末を持っていきさ

えすれば、ノートパソコンが空くま

で待つ必要もなく、すぐに注射を実

施することができます。開始後 1 か

月の使用状況を見ると、注射実施の

割合が約 70％を占めており、利便性

が高いのだと思います」と述べます。

　HOPE PocketChart 看護オプショ

ンには、「オーダ一覧」や「注射実施」

「輸血実施」「経過表入力」などの機

能があります。患者一覧から対象者

を選択し、リストバンドのバーコー

ドを読み取ることで、認証や実施記

録を行え、登録されたデータは、自

動的に電子カルテに反映されます。

時間ごとの測定が必要なバイタルに

ついても、経過表入力の機能を使え

ば遅滞なく測定・入力が行えるなど、

携帯性の高いスマートデバイスは、

看護業務において十分に利便性が発

揮されています。

携帯性の高い端末が夜間の
看護業務に威力を発揮
　主眼であった安全性の向上と業務

の効率化のほかに大きなメリットと

して挙げられたのが、夜間使用の利

便性です。

　看護部では、当初から小さい端末

が夜間のベッドサイドで有用ではな

いかとの期待がありました。HOPE 

PocketChart 看護オプションは、iOS

（6.0.1 以上）および Android（4.0 以上）

をサポートしていますが、院内利用に

限った導入であったため、通信機能 

が Wi-Fi のみで、画面サイズが 4 イ

ンチの iOS 端末 iPod touch が選択

されました。平野看護部長は、「画

面の大きなタブレット端末の方が入

力はしやすいですが、それではノー

トパソコンとあまり変わりません。

夜間にノートパソコンを乗せたカー

トや、大きなタブレット端末を持っ

て病室に入れば、眠っている患者さ

んを起こしてしまいます。システム

による 3 点認証で医療安全を向上さ

せることと、患者さんにできるだけ

静かな環境を提供することを可能に

する端末として、最終的に選んだの

がこの小さい端末でした」と、理由

を説明します。

　端末は、外来の中央処置室と化学

療法室への配置と、夜勤の看護師が

携帯することを想定し、41 台が導入

されました。病棟では昼夜問わず使

用されており、現場からは小型なら

ではの機動力の高さが評価されてい

ます。

運用方法を工夫し
さらなる活用を図る
　スマートデバイスは、持ち運びが

容易な反面、紛失や置き忘れなどの

リスクが伴います。同院では、その

リスクに備えて、5 分間操作がなけ

れば端末の画面ロック機能が働き、

さらに 5 分経過すれば ID とパスワー

ドの再入力が要求される設定としま

した。さらに、2 交代制のシフトチェ

ンジ時に端末の所在確認が義務付け

られており、所在不明の端末があれ

ば所定のアルゴリズムによって紛失

の確認を行い、紛失が確定すればそ

の端末からのアクセスを拒否する運

用が決められているなど、セキュリ

ティ対策が整えられました。

　今後の活用についてスタッフから

は、ミキシング時の確認機能や、カ

メラ機能を活用しての褥
じよくそう

瘡や発疹の

写真記録機能の追加など、実際に

使っていることで見えてくる要望が

出てきています。東野課長は、「現

場から出始めている具体的な要望は

富士通へフィードバックしていて、

開発に生かしてもらっているようで

す。今後の機能追加や院内での使用

状況を見て、将来的には拡張なども

検討していきたいと思います」と述

べます。

　同院では、実際に使用するスタッ

フが、“どうすればより医療の安全

性が高まり、業務負担を軽減できる

か”という視点を持って、HOPE 

PocketChart 看護オプションの活用

に取り組んでいます。その取り組み

がシステムにも反映され、多くの看

護現場で利用が広がることが期待さ

れます。■

手のひらサイズの端末はポケットにも収納でき、夜間の病棟で使用しても患者さん
の睡眠を妨げにくい。

Vol.20
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看護におけるスマートデバイス活用事例

看護支援のための
スマートデバイス
ソリューションを導入

　浜の町病院は、1951 年に開設され

た聖福病院付属浜の町診療所が、翌

年に浜の町病院として独立。以来、“病

める人の身になって心のこもった最

良の医療を目指します”を理念とし、

地域の急性期医療を担う 468 床の 

中核病院として、役割を果たしてき

ました。同院看護部では“心により

そう看護”を主題に、患者さん中心

の全人的看護、看護の質の向上、そ

して安全で安心できる環境づくりへ

の努力が、理念として掲げられてい

ます。

　同院は、旧病院の老朽化により新

築移転を計画し、2013 年 10 月に新

病院での診療を開始しました。同時

に HOPE EGMAIN-GX を導入して、

従来の紙カルテから電子カルテへと

移行し、検査画像のフィルムレス化

も実現しています。

　さらに、看護部では、理念にもあ

る安全・安心の環境づくりと、看護

業務の効率化の 2 点を主な目的とし

て、HOPE PocketChart 看 護 オ プ

ションを導入し、2014 年 1 月から

運用を開始しました。

確実な 3 点認証により
医療安全を担保
　旧病院ではオーダリングシステム

が稼働していましたが、カルテは紙

で運用されていました。看護業務に

おいて 3 点認証は、患者さんに名乗っ

てもらったり、ベッドのネームプレー

トチェックなどによる患者確認、ま

た、輸液などは目視や指さし確認で

チェックを行い、実施者

は手書きでサインをする

といった方法で行われて

いました。

　一方新病院では、HOPE 

PocketChart 看 護 オ プ

ションを導入することに

より、一連の確認作業を

より確実に実施できるよ

うにしました。平野礼子

看護部長は、「注射や点滴のオーダ

一覧が確認でき、実施では対象患者

さんの確認、患者さんと薬剤の一致

確認が、端末のカメラ機能を使って

患者さんのリストバンドや薬剤の

バーコードの読み取りで実施できる

ようになり、医療安全に寄与する効果

が期待できます」と話します。

　仮に薬剤と患者さんの間に不一致

があれば、端末に「×」印が表示され、

実施者にエラーを知らせます。同院

では、この認証システムと、従来から

の人による認証のダブルチェックを行

うことで、薬剤投与などの安全性が

向上できるものと期待されています。

注射実施などの機能で 
看護業務を円滑に実施
　HOPE PocketChart 看護オプショ

ンを導入するに至った背景には、新

病院となって病棟体制が変更された

ことに加え、電子カルテ化による看

護業務の流れの変化がありました。

　新病院では病棟の再編が行われ、

病棟当たりの病床数が増加し、混合

病棟もあることから、病棟への医師

の出入りが増えました。加えて、電

子カルテ化により、看護業務でも電

子カルテ端末を使用するようになり、

必然的に看護部で希望するパソコン

国家公務員共済組合連合会浜の町病院は、2013年10月に新病院
へと新築移転し、同時に電子カルテシステムHOPE EGMAIN-GX
を稼働させました。さらに、2014年1月にスマートデバイスソリュー
ションHOPE PocketChart 看護オプションが稼働し、病棟を中心
に患者認証や実施記録に活用することで、医療安全の向上と看護
業務の効率化が図られています。

スマートデバイスを用いた患者認証と
入力機能で医療安全と業務効率を向上

国家公務員共済組合連合会 浜の町病院

●病院データ●
〒 810-8539
福岡県福岡市中央区 
長浜 3-3-1
TEL 092-721-0831
FAX 092-714-3262
URL http://www.hamanomachi.jp

撮影：石井紀久 氏

東野　康弘 
情報企画課長

平野　礼子 看護部長
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台数は旧病院より多くなりました。

しかし、看護部が求めるだけの台数

を病棟に配置することは難しく、 

そ こ で 提 案 さ れ た の が HOPE 

PocketChart 看護オプションでした。

東野康弘情報企画課長は、「いくつ

かの検討課題がありましたが、事務

部門としては、採用した最大の理由

は端末が低コストであることでし

た」と述べます。

　移転後は注射や点滴の際には、電

子カルテ端末をカートに載せてベッ

ドサイドへ行き、実施記録入力を行

う業務の流れとなりましたが、端末

の台数に限りがあるため、使用でき

ない場合は、従来通り視認や指さし

による認証での点滴の切り替えや、

事後入力となる場面もありました。

　平野看護部長は、「例えば医師が

ノートパソコンを使っているときで

も、HOPE PocketChart 看 護 オ プ

ションの小さな端末を持っていきさ

えすれば、ノートパソコンが空くま

で待つ必要もなく、すぐに注射を実

施することができます。開始後 1 か

月の使用状況を見ると、注射実施の

割合が約 70％を占めており、利便性

が高いのだと思います」と述べます。

　HOPE PocketChart 看護オプショ

ンには、「オーダ一覧」や「注射実施」

「輸血実施」「経過表入力」などの機

能があります。患者一覧から対象者

を選択し、リストバンドのバーコー

ドを読み取ることで、認証や実施記

録を行え、登録されたデータは、自

動的に電子カルテに反映されます。

時間ごとの測定が必要なバイタルに

ついても、経過表入力の機能を使え

ば遅滞なく測定・入力が行えるなど、

携帯性の高いスマートデバイスは、

看護業務において十分に利便性が発

揮されています。

携帯性の高い端末が夜間の
看護業務に威力を発揮
　主眼であった安全性の向上と業務

の効率化のほかに大きなメリットと

して挙げられたのが、夜間使用の利

便性です。

　看護部では、当初から小さい端末

が夜間のベッドサイドで有用ではな

いかとの期待がありました。HOPE 

PocketChart 看護オプションは、iOS

（6.0.1 以上）および Android（4.0 以上）

をサポートしていますが、院内利用に

限った導入であったため、通信機能 

が Wi-Fi のみで、画面サイズが 4 イ

ンチの iOS 端末 iPod touch が選択

されました。平野看護部長は、「画

面の大きなタブレット端末の方が入

力はしやすいですが、それではノー

トパソコンとあまり変わりません。

夜間にノートパソコンを乗せたカー

トや、大きなタブレット端末を持っ

て病室に入れば、眠っている患者さ

んを起こしてしまいます。システム

による 3 点認証で医療安全を向上さ

せることと、患者さんにできるだけ

静かな環境を提供することを可能に

する端末として、最終的に選んだの

がこの小さい端末でした」と、理由

を説明します。

　端末は、外来の中央処置室と化学

療法室への配置と、夜勤の看護師が

携帯することを想定し、41 台が導入

されました。病棟では昼夜問わず使

用されており、現場からは小型なら

ではの機動力の高さが評価されてい

ます。

運用方法を工夫し
さらなる活用を図る
　スマートデバイスは、持ち運びが

容易な反面、紛失や置き忘れなどの

リスクが伴います。同院では、その

リスクに備えて、5 分間操作がなけ

れば端末の画面ロック機能が働き、

さらに 5 分経過すれば ID とパスワー

ドの再入力が要求される設定としま

した。さらに、2 交代制のシフトチェ

ンジ時に端末の所在確認が義務付け

られており、所在不明の端末があれ

ば所定のアルゴリズムによって紛失

の確認を行い、紛失が確定すればそ

の端末からのアクセスを拒否する運

用が決められているなど、セキュリ

ティ対策が整えられました。

　今後の活用についてスタッフから

は、ミキシング時の確認機能や、カ

メラ機能を活用しての褥
じよくそう

瘡や発疹の

写真記録機能の追加など、実際に

使っていることで見えてくる要望が

出てきています。東野課長は、「現

場から出始めている具体的な要望は

富士通へフィードバックしていて、

開発に生かしてもらっているようで

す。今後の機能追加や院内での使用

状況を見て、将来的には拡張なども

検討していきたいと思います」と述

べます。

　同院では、実際に使用するスタッ

フが、“どうすればより医療の安全

性が高まり、業務負担を軽減できる

か”という視点を持って、HOPE 

PocketChart 看護オプションの活用

に取り組んでいます。その取り組み

がシステムにも反映され、多くの看

護現場で利用が広がることが期待さ

れます。■

手のひらサイズの端末はポケットにも収納でき、夜間の病棟で使用しても患者さん
の睡眠を妨げにくい。
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HOPEユーザーに学ぶ
導入から運用までの実際

透析治療の質の向上に
電子カルテシステムを
中心とした ITを活用
システム間の連携や検査センターとの 
オンライン接続により業務の効率化に成功

❷医療法人社団
青池メディカルオフィス 向陽メディカルクリニック

電子カルテシステム「HOPE/EGMAIN-CX」

医療法人社団 青池メディカルオフィス
向陽メディカルクリニック
〒 950-0121
新潟県新潟市江南区亀田向陽 3-9-25
TEL�025-385-8686
FAX�025-385-8687
URL�http://park16.wakwak.com/~koyo/

新潟県新潟市のほぼ中央に位置する江南区は、2007年�
4月に新潟市が政令指定都市へと移行すると同時に誕生
しました。約7万人が生活する江南区のJR亀田駅の近
くに､人工透析を中心に、内科、循環器科の診療も行う
向陽メディカルクリニックがあります。開院と同時に富士

通の電子カルテシステムHOPE/EGMAIN-CX〔m-KARTE
（注1）：三菱化学メディエンス株式会社〕をはじめとして、
透析部門システムやPACSを導入。システム間の連携を
重視した環境を構築したことで、IT化のメリットを最大
限に引き出し、業務の効率化を実現しています。

個人用透析装置により
各自に合った透析液を提供

　向陽メディカルクリニックは、複

数の病院で内科、腎臓内科、循環器

科の臨床経験を積んできた青池郁夫

院長が、質の高い透析治療の提供を

めざして2007年3月に開院しました。

同クリニックは、1 階に透析室、2 階

に受付や診察室、処置室などを配置。

透析室は、待合室および透析エリアが

男女別となっているほか、女性更衣

室にはパウダールームが完備される

など、患者さんにとって快適な環境

への配慮が随所に見られます。

　さらに、青池院長は、同じ種類の

透析液を複数の患者さんに供給する、

多人数用供給装置を用いた人工透析

治療が主流の中、患者さんの病態に

合わせた組成の透析液による治療を

行えるように、全台個人用透析装置

を導入しています。

透析部門システムと連携する
HOPE/EGMAIN-CXを導入

　開院に当たりクリニックの IT 化を

必須と考えていた青池院長は、2004年

ごろから、導入システムや機器の選

定を開始しました。始めに、クリニッ

クの業務の中心を担う透析装置と透

析部門システムを選定。電子カルテ

システムについては、透析部門シス

テムとの連携を重視した選定を行い

ました。その理由を青池院長は、「過

去に勤務していた病院のシステム選

定時に複数の病院に見学に行きまし

たが、部門システムと電子カルテシ

ステムの連携がうまくできておらず、

かえって仕事が増えたという話をよ

く聞いていました。そのため、シス

テム間のスムーズな連携を実現する

ことを採用する上での大前提としま

した。システムへの投資は決して安

いものではないので、費用対効果を

十分に考えて、導入によるメリット

を明確にしておくことが重要だと考

えました」と説明しています。

　 選 定 で は、 富 士 通 の 電 子 カ ル 

テシステム HOPE/EGMAIN-CX

ほか、数社のシステムが候補に挙が

りましたが、比較するまでに至らな

かったと青池院長は次のように述べ

ています。

　「透析部門システムとの連携と運用

の実績で群を抜いていたのがHOPE/青池　郁夫 院長

青池院長の診察の様子。診察室にスキャナ
を設置して、紹介状や心電図の波形データ
などを PACS に取り込んでいます。電子カ
ルテシステムとの連携により必要なデータ
をすぐに PACS ビューアに表示できます。
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EGMAIN-CX でした。他システムと

カスタマイズをしなくても連携が確

実にできるということは、将来バー

ジョンアップが図られたときにも、新

たに連携費用などが発生する心配も

なく、安心して使い続けていけます」

　業務の効率化を実現できるシステ

ムだという印象を持った青池院長は、

デモンストレーションで操作性も確

認し、HOPE/EGMAIN-CX の導入を

決定。操作指導に関しては、開院準

備期間中に数日にわたり、青池院長

と事務スタッフを対象に行われまし

たが、スタッフがパソコンの操作に

慣れていたこともあり、問題なく操

作を習得できました。

　このほか、画像を管理、配信する

ための PACS についても、電子カル

テシステムとの連携を重視して決定。

特別な導入作業を必要とせず、開院

時からシステム間のスムーズな連携

を実現しました。

受付から会計まで
患者データをスムーズに運用

　向陽メディカルクリニックでは、 

HOPE/EGMAIN-CX の端末を診察室

と透析室に 1 台ずつ設置。診察室に

は電子カルテシステムの端末の隣に、

PACS のビューアを設置しました。

HOPE/EGMAIN-CX の画面から患者

さんを呼び出して、X 線装置や超音

波装置の画像を参照します。

　外来には、1 日に平均約 20 名の患

者さんが訪れます。初診の患者さん

が来院すると、受付で問診票を記入

してもらい、事務スタッフが医療事

務システム HOPE/SX-J に属性を入

力します。透析患者さんの場合、受

付で入力された属性データは、透析

部門システムから取り込むことが 

できます。また、診察後、HOPE/

EGMAIN-CX に入力した検査や処方

のオーダ内容は、実施後に HOPE/

SX-J に送信され、会計が自動で行わ

れます。

　透析治療には現在 55 名程度の患者

さんが、週 3 回通院しています。患

者さんは透析室に入ると、体重計の

脇にあるカードリーダーで認証を行

い、その日の除水量を決めるために

体重を測定します。体重のデータは

予定されている透析装置に送信され

ます。スタッフにより血圧や脈拍の

測定などが行われた後、透析治療が

開始されます。

　透析終了後に、血圧、脈拍、透析

条件、使用薬剤、連絡事項などの透

析治療に関する情報は Web サーバに

送信され、電子カルテシステムの端

末で閲覧できます。また、透析部門

システムに入力された透析の記録、

実施情報、会計情報などは HOPE/

EGMAIN-CX に送信することにより

透析室での治療にかかわらず、患者

さんの情報を電子カルテシステムで

閲覧することが可能です。

　透析治療の会計の情報は電子カル

テシステムから一般の診療データと

合わせて HOPE/SX-J に送信すると、

透析治療で包括支払いの対象となる

ものでも、個別に算定してしまうこ

とがあり ､ 会計の業務が複雑になり

ます。そのため、透析治療だけの会

計については、透析部門システムか

ら HOPE/SX-J にも直接データを送

信する仕様にして、一般の会計と区

別できるようになっています。

オンラインの外注検査オーダで
伝票書きが不要に

　m-KARTEでは、HOPE/EGMAIN- 

CX と m-TEST（注 1）の連携により、

オンラインで三菱化学メディエンス

株式会社の外注検査センターへ検査

のオーダ送信をしたり、結果の受信

をすることができます。データ授受

端末から、m-TEST の「検査依頼情

報出力」画面で送信ボタンをクリッ

クするだけで、外注検査を依頼でき、

結果は「検査一覧」画面で受信ボ 

タンをクリックすると、HOPE/

EGMAIN-CX に取り込まれます。ま

た、透析の患者さんは、血液検査な

どの定期検査が必要なため、同クリ

ニックでは数十人分の検査オーダの

発注をその都度 HOPE/EGMAIN-CX

で入力しなくて済むように、透析部

門システムから検査のオーダと結果

の送受信をオンラインで行えるよう

にしました。患者さんの年間の透析

検査スケジュールを透析部門システ

透析室でのシステム運用の様子。右が HOPE/EGMAIN- 
CX，左が透析部門システムの端末です。患者さんの診
療情報全体を把握するために、透析室にも電子カルテ
システムが必要だと青池院長は話しています。

透析室。個人用透析装置（右）を現在は 26 台設置しています。透析液を調整
する希釈液には、 RO 装置により精製した純度と清浄度の高い水を使用。患者
さんごとに透析液を調整して人工透析を行います。
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HOPEユーザーに学ぶ
導入から運用までの実際

透析治療の質の向上に
電子カルテシステムを
中心とした ITを活用
システム間の連携や検査センターとの 
オンライン接続により業務の効率化に成功

❷医療法人社団
青池メディカルオフィス 向陽メディカルクリニック

電子カルテシステム「HOPE/EGMAIN-CX」

医療法人社団 青池メディカルオフィス
向陽メディカルクリニック
〒 950-0121
新潟県新潟市江南区亀田向陽 3-9-25
TEL�025-385-8686
FAX�025-385-8687
URL�http://park16.wakwak.com/~koyo/

新潟県新潟市のほぼ中央に位置する江南区は、2007年�
4月に新潟市が政令指定都市へと移行すると同時に誕生
しました。約7万人が生活する江南区のJR亀田駅の近
くに､人工透析を中心に、内科、循環器科の診療も行う
向陽メディカルクリニックがあります。開院と同時に富士

通の電子カルテシステムHOPE/EGMAIN-CX〔m-KARTE
（注1）：三菱化学メディエンス株式会社〕をはじめとして、
透析部門システムやPACSを導入。システム間の連携を
重視した環境を構築したことで、IT化のメリットを最大
限に引き出し、業務の効率化を実現しています。

個人用透析装置により
各自に合った透析液を提供

　向陽メディカルクリニックは、複

数の病院で内科、腎臓内科、循環器

科の臨床経験を積んできた青池郁夫

院長が、質の高い透析治療の提供を

めざして2007年3月に開院しました。

同クリニックは、1 階に透析室、2 階

に受付や診察室、処置室などを配置。

透析室は、待合室および透析エリアが

男女別となっているほか、女性更衣

室にはパウダールームが完備される

など、患者さんにとって快適な環境

への配慮が随所に見られます。

　さらに、青池院長は、同じ種類の

透析液を複数の患者さんに供給する、

多人数用供給装置を用いた人工透析

治療が主流の中、患者さんの病態に

合わせた組成の透析液による治療を

行えるように、全台個人用透析装置

を導入しています。

透析部門システムと連携する
HOPE/EGMAIN-CXを導入

　開院に当たりクリニックの IT 化を

必須と考えていた青池院長は、2004年

ごろから、導入システムや機器の選

定を開始しました。始めに、クリニッ

クの業務の中心を担う透析装置と透

析部門システムを選定。電子カルテ

システムについては、透析部門シス

テムとの連携を重視した選定を行い

ました。その理由を青池院長は、「過

去に勤務していた病院のシステム選

定時に複数の病院に見学に行きまし

たが、部門システムと電子カルテシ

ステムの連携がうまくできておらず、

かえって仕事が増えたという話をよ

く聞いていました。そのため、シス

テム間のスムーズな連携を実現する

ことを採用する上での大前提としま

した。システムへの投資は決して安

いものではないので、費用対効果を

十分に考えて、導入によるメリット

を明確にしておくことが重要だと考

えました」と説明しています。

　 選 定 で は、 富 士 通 の 電 子 カ ル 

テシステム HOPE/EGMAIN-CX

ほか、数社のシステムが候補に挙が

りましたが、比較するまでに至らな

かったと青池院長は次のように述べ

ています。

　「透析部門システムとの連携と運用

の実績で群を抜いていたのがHOPE/青池　郁夫 院長

青池院長の診察の様子。診察室にスキャナ
を設置して、紹介状や心電図の波形データ
などを PACS に取り込んでいます。電子カ
ルテシステムとの連携により必要なデータ
をすぐに PACS ビューアに表示できます。
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EGMAIN-CX でした。他システムと

カスタマイズをしなくても連携が確

実にできるということは、将来バー

ジョンアップが図られたときにも、新

たに連携費用などが発生する心配も

なく、安心して使い続けていけます」

　業務の効率化を実現できるシステ

ムだという印象を持った青池院長は、

デモンストレーションで操作性も確

認し、HOPE/EGMAIN-CX の導入を

決定。操作指導に関しては、開院準

備期間中に数日にわたり、青池院長

と事務スタッフを対象に行われまし

たが、スタッフがパソコンの操作に

慣れていたこともあり、問題なく操

作を習得できました。

　このほか、画像を管理、配信する

ための PACS についても、電子カル

テシステムとの連携を重視して決定。

特別な導入作業を必要とせず、開院

時からシステム間のスムーズな連携

を実現しました。

受付から会計まで
患者データをスムーズに運用

　向陽メディカルクリニックでは、 

HOPE/EGMAIN-CX の端末を診察室

と透析室に 1 台ずつ設置。診察室に

は電子カルテシステムの端末の隣に、

PACS のビューアを設置しました。

HOPE/EGMAIN-CX の画面から患者

さんを呼び出して、X 線装置や超音

波装置の画像を参照します。

　外来には、1 日に平均約 20 名の患

者さんが訪れます。初診の患者さん

が来院すると、受付で問診票を記入

してもらい、事務スタッフが医療事

務システム HOPE/SX-J に属性を入

力します。透析患者さんの場合、受

付で入力された属性データは、透析

部門システムから取り込むことが 

できます。また、診察後、HOPE/

EGMAIN-CX に入力した検査や処方

のオーダ内容は、実施後に HOPE/

SX-J に送信され、会計が自動で行わ

れます。

　透析治療には現在 55 名程度の患者

さんが、週 3 回通院しています。患

者さんは透析室に入ると、体重計の

脇にあるカードリーダーで認証を行

い、その日の除水量を決めるために

体重を測定します。体重のデータは

予定されている透析装置に送信され

ます。スタッフにより血圧や脈拍の

測定などが行われた後、透析治療が

開始されます。

　透析終了後に、血圧、脈拍、透析

条件、使用薬剤、連絡事項などの透

析治療に関する情報は Web サーバに

送信され、電子カルテシステムの端

末で閲覧できます。また、透析部門

システムに入力された透析の記録、

実施情報、会計情報などは HOPE/

EGMAIN-CX に送信することにより

透析室での治療にかかわらず、患者

さんの情報を電子カルテシステムで

閲覧することが可能です。

　透析治療の会計の情報は電子カル

テシステムから一般の診療データと

合わせて HOPE/SX-J に送信すると、

透析治療で包括支払いの対象となる

ものでも、個別に算定してしまうこ

とがあり ､ 会計の業務が複雑になり

ます。そのため、透析治療だけの会

計については、透析部門システムか

ら HOPE/SX-J にも直接データを送

信する仕様にして、一般の会計と区

別できるようになっています。

オンラインの外注検査オーダで
伝票書きが不要に

　m-KARTEでは、HOPE/EGMAIN- 

CX と m-TEST（注 1）の連携により、

オンラインで三菱化学メディエンス

株式会社の外注検査センターへ検査

のオーダ送信をしたり、結果の受信

をすることができます。データ授受

端末から、m-TEST の「検査依頼情

報出力」画面で送信ボタンをクリッ

クするだけで、外注検査を依頼でき、

結果は「検査一覧」画面で受信ボ 

タンをクリックすると、HOPE/

EGMAIN-CX に取り込まれます。ま

た、透析の患者さんは、血液検査な

どの定期検査が必要なため、同クリ

ニックでは数十人分の検査オーダの

発注をその都度 HOPE/EGMAIN-CX

で入力しなくて済むように、透析部

門システムから検査のオーダと結果

の送受信をオンラインで行えるよう

にしました。患者さんの年間の透析

検査スケジュールを透析部門システ

透析室でのシステム運用の様子。右が HOPE/EGMAIN- 
CX，左が透析部門システムの端末です。患者さんの診
療情報全体を把握するために、透析室にも電子カルテ
システムが必要だと青池院長は話しています。

透析室。個人用透析装置（右）を現在は 26 台設置しています。透析液を調整
する希釈液には、 RO 装置により精製した純度と清浄度の高い水を使用。患者
さんごとに透析液を調整して人工透析を行います。
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医療法人社団�青池メディカルオフィス�向陽メディカルクリニック

ムに入力すると、検査オーダが自動

で出力されるようになっています。

　青池院長はこうした外注検査セン

ターとの連携により、「検査の伝票書

きの作業が必要なく、業務の省力化

が図られています」と話しています。

さ ら に 青 池 院 長 は、 検 査 結 果 が 

HOPE/EGMAIN-CX からのオーダは

もちろん、透析部門システムからの

オーダに関しても HOPE/EGMAIN-

CX に取り込まれるため、検査結果

の管理も容易に行えると評価してい

ます。

システム間の連携により
入力作業の省力化を実現

　また青池院長は、電子カルテシス

テムの大きなメリットとして、情報

の把握や検索のしやすさを挙げ、次

のように説明しています。

　「検査の結果を時系列で確認できる

ため，患者さんの経過がとても把握

しやすいです。処方の履歴も簡単に

見られるので過去に処方した薬を探

したいときなどにも便利です。一定

の情報が蓄積されてきたことで、デー

タの管理と活用が容易にできるメ

リットを強く実感しています」

　このほか、診療全体で入力作業の

省力化も実現できています。青池院

長は、「各システムの連携が十分に図

られたことで、同じ情報をほかのシ

ステムで入力し直す必要がありませ

ん。受付スタッフが会計時に処方や

オーダ内容を確認しながら入力する

作業が軽減され、スタッフの負担や

ミスの削減につながっています」と

述べています。PACS については、

ビューアで画像を見せながら説明で

きるので，患者さんが疾患の状態を

把握しやすいとのメリットを挙げて

います。

システムを活用して質の高い
透析治療の提供を続ける

　HOPE/EGMAIN-CX を中心に ､ 各

システムの連携が十分に図られた向

陽メディカルクリニックでは、業務の

効率化を実現しました。IT を活用し

て質の高い診療の提供を行う青池院

長は、今後の課題として ､ 地域医療連

携を挙げ、次のように述べています。

　「透析治療を長く行っていくと、ど

うしてもさまざまな合併症を併発す

ることがあります。そのような場合、

患者さんが病院に入院することも考

えられるため、大量かつ詳細な透析

の条件や処方の情報、画像データを

容易にやり取りできるような連携を

図っていくことが理想です」

　青池院長は最後に ､「透析治療の

質にこだわってきました。これから

も高い質を維持し続けて診療を行っ

ていきます」と決意を語りました。

透析治療は患者さんが一生続けてい

くものです。IT 導入によって、安全

かつ質の高い透析治療を提供する同

クリニックは、地域にとって欠かせ

ない存在となっています。■

注 1：�m-KARTE は、富士通の電子カルテ
システム HOPE/EGMAIN-CX と医
療事務システムHOPE/SX-J、三菱
化学メディエンスの検査支援システ
ム m-TEST をセットにして ､ 三菱
化学メディエンス株式会社から提供
されている製品の総称。

〔向陽メディカルクリニックでのHOPE/
EGMAIN-CX（m-KARTE）の導入につい
ては、三菱化学メディエンス株式会社様
〈http://www.medience.co.jp/index.�
html〉のご協力をいただきました。また、
透析部門システムとの連携については東
レ・メディカル株式会社様〈http://www.
toray-medical.com/〉（MiracleDIMCS21）
のご協力をいただきました〕

受付での HOPE/SX-J の運用の様子。
端末は 2 台設置されています。オーダ
の入力漏れを会計時に見つけられるよ
うに、オーダ内容をチェックする欄を問
診票に設けています。

前列左から、中村美栄子看護師長、青池郁夫院
長。中列左から ､ 村山美幸看護リーダー ､ 阿部
恵理子臨床工学技士 ､ 渡辺真梨子助手 ､ 佐藤裕
子看護師。後列左から ､ 工藤由美子助手 ､ 五十
嵐真理子看護師 ､ 大矢宝恵看護師。

中継器 
透析システム
サーバ

RO装置 

体重計 カードリーダー 

Webサーバ 

個人用　　
透析装置 

外注検査　三菱化学メディエンス株式会社 

電子カルテサーバ
HOPE/EGMAIN-CX

透析室
電子カルテクライアント 

カルテ専用 

【電子カルテシステム m-KARTE】 

医事/カルテ兼用 医事/カルテ兼用 

医事会計システム
HOPE/SX-J

PACSサーバ 

診察室
電子カルテクライアント 

透析定期検査端末 

患者基本属性
情報 

透析実施情報
透析会計情報
透析実施記録 

外注検査システム
ｍ-TEST

外来検査オーダ 

検査結果 
X線
超音波
スキャナ 

【PACS】 

透析検査オーダ

検査結果 

（透析実施記録格納用） 

透析システム
クライアント

カルテ専用 

【透析部門システム
　MiracleDIMCS21】 

向陽メディカルクリニックの HOPE/EGMAIN-CX システム構成図
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HOPEユーザーに学ぶ
導入から運用までの実際病 院 編Ⅱ

ビリの重要性を考慮しスタッフの充

実を図ってきました。常に地域の

ニーズを考えた病院づくりが必要と

考えています。

医事会計システムのリプレース
を機に、電子カルテを導入

Q：電子カルテ導入のきっかけは何
でしたか。

中村氏：2004年に新病院の建築に伴
い、オーダリングシステムとして

HOPE/Dr’note を 導 入 し ま し た。

2007年にはPACSによるフィルムレ

ス化を図るなど、ICT化を進めてき

ました。次のステップとしては電子

カルテ化ですが、当初は医事会計シ

ステムがリプレースの時期を迎えて

いたため、段階的な導入を考えてい

ました。しかし、新たにグレードアッ

プされた電子カルテシステムができ

るということで、医事会計システム

と電子カルテならびに看護支援シス

テムをまとめて導入する計画を立

て、2011年 6月より取り組みました。

56 床、一般病棟（障害者施設等）

42 床、療養病棟 42 床です。東京の

区東部（墨田区・江東区・江戸川区）

にあり、基幹病院と位置づけられる

都立墨東病院や同愛記念病院に囲ま

れる環境にあります。その中で当院

は 140 床規模の地域病院として、急

性期にも慢性期にも対応できるよう

体制を整えてきました。高齢化に伴

う骨折患者も増加傾向にあり、リハ

救急からリハビリテーション
まで、一貫した医療を提供

Q：�貴院の特徴と、地域での役割を
教えてください。

中村氏：当院は、移転前には急性期
医療を中心としていましたが、これ

からの時代のニーズを考えた結果、

ケアミックス型の病院を選択しまし

た。現在の病棟構成は、急性期病棟

ICT 化のねらいと導入の経緯
140 床のケアミックス型で、HOPE/EGMAIN-LX
を導入して一気に電子カルテ化を実現

救急から慢性期まで東京・下町
の医療を支えるケアミックス型
病院で電子カルテを構築
大規模病院でのノウハウを生かしたLXで、
高機能で使いやすいシステムを短期間で導入

医療法人財団正明会 山田記念病院
電子カルテシステム「HOPE/EGMAIN-LX」

医療法人財団正明会 山田記念病院
〒 130-0011
東京都墨田区石原 2-20-1
TEL 03-3624-1151
FAX 03-3624-1156
URL http://yamada-kinenhp.jp

東京の下町、墨田区で開院した山田記念病院は、2004 年に同じ町内に新築移転し、
病床数 140床のケアミックス型病院へと生まれ変わりました。急性期に特化して
いた旧病院の特徴を残しつつ、高齢者の慢性期からリハビリテーションまで一貫
した医療を実践しています。同院では、2011 年に、富士通がHOPE/EGMAIN-
GX で培った技術を基本として中堅規模病院向けに新たに開発した HOPE/
EGMAIN-LXを導入しました。短期間でのスムーズな導入を実現し、医療の質の
向上、情報共有に大きな効果を上げています。

interview
中村　能史 院長

西尾　正和 事務長

溝渕 佳代子 看護部長

中村　能史 院長 西尾　正和 事務長 溝渕 佳代子 看護部長

42 床、療養病棟42 床※です。東京の

※現在は地域包括ケア病棟

Vol.16
2012年5月刊
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病 院 編Ⅱ

システム選定と導入準備
導入過程をオープンにして，スタッフの
不安を解決してスムーズな導入を達成

豊富な導入実績をベースにし
た富士通製品の信頼感を選択

Q：機種の選定はどのように行われ
たのでしょうか。

中村氏：選定に当たっては、医師をは

じめ各スタッフが使いやすい機種であ

ることが第一の条件です。また。経営

的には費用がリーズナブルでメンテナ

ンスが容易であることも重要です。

西尾氏：常勤医師や主な非常勤医師

に各大学病院や派遣先病院などでの

評価を確認しました。業界のシェア

も含めた評価は富士通が 1 番高かっ

たですね。富士通を含めた複数の会

社にデモをお願いしました。結果と

して電子カルテの内容、看護支援シ

ステム、リハビリテーションシステ

ムなどを含めた統合的な構築と運用

が行えるシステムとして、HOPE/

EGMAIN-LX を採用しました。

Q：導入準備は、どのように進めら
れたのでしょうか。

西尾氏：パートナーを組む富士通や

パートナー会社であるエヌコムの

方々のアドバイスをいただきながら、

院内の推進母体として「電子カルテ構

築委員会」を設置しました。その下に

部署ごとのワーキンググループ（WG）

を置き、実務経験を重視したスタッ

フを配置しました。電子カルテ導入の

キーになるのは、やはり医師の賛同が

得られるかどうかです。所見の記述や

オーダ入力など作業が増加する医師

への気配りが必要です。当委員会と

WG での審議事項を一覧表に整理し

て、常に現在の進捗状況を明らかに

することで、各スタッフの疑問や不安

を先回りして解決してきました。それ

は現在も継続して行っていますが、

そのような方法がスムーズな導入に

つながったと考えています。また、構

築の過程で電子カルテ化できない患

者さんの承諾書などの書類が多くあ

りました。内容を分類し、必要により

スキャンして電子カルテ内に取り込

むなどの対応を講じています。

溝渕氏：当院では、看護支援システ

ムの導入は初めてであり、当初は不

安でしたが、「なぜ電子カルテを導入

するのか」などの必要性について、

構築委員会での説明を聞き理解を深

めていきました。各部署の看護ス

タッフには、毎日、朝礼などを通じ

て構築委員会や WG での進捗状況を

話しました。方向性が常に明示され

ていたことや問題点が出れば、その

都度対応したことなどが、混乱もな

くスムーズな導入につながったと考

えています。本番稼働から 1 週間ぐ

らいで病棟、外来などの各部署の

リーダー看護師が「部屋持ちさん編」

や「リーダーさん編」といった電子

カルテのマニュアルを独自にまとめ

てくれたり、課題を話し合って疑問

が出れば「申し送りノート」を使っ

て周知するなど、導入後の進め方も

うまくいっています。

稼働直前のミニリハーサルで、
スタッフの習熟度がアップ

Q：リハーサルはどのように行われ
ましたか。

西尾氏：2011 年 6 月のスタート時 

に、エヌコムの方からのアドバイス

であらかじめ本番予定日やリハーサ

ル日を決めて構築にかかりました。

1 回目のリハーサルでは多少の混乱

がありましたが、専任医師の全員が

参加しました。リハーサルによって、

個人の習熟度に開きがあることなど

が判明し、院内で検討した結果、 

3 週間の稼働延長を決めました。こ

の 3 週間をどう使うかがポイントで

したが、部署ごとのミニリハーサル

を繰り返し行うことで、スタッフの

電子カルテに取り組む姿勢が変わ

り、習熟度も急激に上がりました。

また、オペレーションに不安のある

スタッフをピックアップして再履修

を実施したことも効果がありまし

た。当院では、大がかりな全体リハー

サルを行うより、ミニリハーサルを

繰り返し行うことで理解が深まった

と考えています。

診察室ⓐ、外来処置室ⓑ、病棟ⓒ、リハビリテーション室ⓓでの運用風景
富士通が大規模病院向けのシステムで培ってきたノウハウを結集して、中堅規模病院
向けに開発された HOPE/EGMAIN-LX が活用されています。診療・看護・オーダリ
ング機能を統合して、チーム医療の推進、情報共有に効果を上げています。

●ⓐ ●ⓑ

●ⓒ ●ⓓ
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医療法人財団正明会 山田記念病院

導入メリットと今後の展望
ペーパーレス化によるコスト削減と
情報共有による医療の質の向上を実感

しか見ませんでしたが、今では他職

種のスタッフに見られることを意識

するようになり、看護の質も向上し

ています。空床管理では空き状況や

予約状況などもリアルタイムで誰で

もが把握でき、入院手続きもスムー

ズに行えるようになっています。

Q：今後の展望についてお聞かせく
ださい。

溝渕氏：看護部は、電子カルテの恩
恵を最も受けている部署です。これ

からもさらにシステムを有機的に活

用していきたいと考えています。な

かなか難しい課題ですが、例えば「看

護目標」などについて患者さんと一

緒に画面を見ながら情報を共有し、

看護計画にフィードバックしていく

ような検討も進めていきたいと考え

ています。

中村氏：当院では、第 1世代の電子
カルテシステムであり、未分化な部

分が残っています。DICOM＊に対応

していない画像診断機器などもあり、

これらを徐々に置き換えていくこと

が必要です。これから第 2世代に向

けた取り組みとして、ダイレクトに

共有データを蓄積できるシステムを

拡充していきたいと考えています。

常に現場のニーズを考えながら、さ

らに使いやすい電子カルテシステム

をめざして、富士通やエヌコムの方々

とのより良いパートナーシップを

図っていきたいと考えています。■

（山田記念病院の HOPE/EGMAIN-LX の導
入については，株式会社エヌコム様〈http://
ncom.jp/〉のご協力をいただきました）

初代院長の山田正明氏が軍医として乗り組んだ
日本海軍駆逐艦「初霜」の錨。同院のシンボル
として病院玄関脇に飾られています。

ペーパーレス化と請求漏れの
抑止で業務とコストを削減

Q：HOPE/EGMAIN-LXの導入に
よるメリットはいかがですか。

中村氏：患者さんの情報を各診療科
やコメディカルのスタッフ間で共有

できることは大変良いと思います。

また、当初考えていたよりスムーズ

に導入でき、稼働後も大きなトラブ

ルはありません。

西尾氏：事務レベルでは、新たな紙
カルテが発生せずペーパーレスに

なったことが大きなメリットですね。

また、本番後、参考として 3か月間

はカルテ搬送を行っていましたが、

現在は、カルテ搬送がなくなり医事

会計課スタッフの業務量が軽減しま

した。医療収入面からは当初、他病

院の例から不慣れによるオーダの減

少から収入が下がることを予測して

いましたが、むしろ収入は増加しま

した。退院時請求では、これまで伝

票を集めて集計していましたが、医

事会計システムと電子カルテシステ

ムの画面を開き、オーダ内容や当日

に食事が出たかどうかなどを確認し

ながら作業ができます。請求漏れも

容易にチェックできますので作業効

率もアップしました。

情報の共有によるチーム医療
で看護の質が向上

Q：看護部ではどのような効果が出
ていますか。

溝渕氏：看護部では、以前より外来
や急性期、回復期、慢性期の各病棟

などでの業務統一を行い、看護師が

どの部署に勤務しても戸惑わずに看

護に当たれるよう業務の標準化を進

めてきました。今回の電子カルテが

混乱なく導入できたのは、その点も

大きな要因と考えています。紙カル

テの場合、栄養科や薬剤科スタッフ

がどのように指導したのか、リハビ

リは今どのような状況なのかなど、

直接問い合わせて情報を集めなけれ

ばなりませんでしたが、今回電子カ

ルテを導入したことで、画面を開け

ば全員で情報を共有でき、チーム医

療が実現できるようになりました。

これまで看護計画はほとんど看護師

電子カルテシステム
HOPE/EGMAIN-LX 

医事部門 

手術部門 

輸血部門 

栄養部門 

HOPE/EGMAIN-LX 
（手術）統合部門システム

HOPE/EGMAIN-LX 
（輸血）統合部門システム

HOPE/EGMAIN-LX 
モニタ実施

医事会計システム
HOPE/SX-R

臨床検査部門 

放射線部門 

リハビリ 

病棟 

薬局 

HOPE/EGMAIN-LX 
生体検査オプション

生理検査部門 
HOPE/EGMAIN-LX 
生体検査オプション

■リハビリシステム 

■臨床検査システム  

■ナースコールシステム 

■薬剤情報システム  

■画像ファイリングシステム 
■診療部門

□電子カルテツール 
　□基本オーダ 
　・処方オーダ 
　・検体検査オーダ 
　・移動・食事オーダ 
　・予約オーダ 
　・病名オーダ 
　□専用オーダツール 
　・放射線 
　・注射 
　・リハビリ 
　・生理 
　・内視鏡 
　・指導料 
　・処置 
　・手術 
　・輸血 
　□会計オーダツール 
　□書状管理
■看護・病棟部門

□ワークシート 
　□経過表 
　□看護支援ツール 
　・看護計画 
　・看護診断 

依頼情報 
実施情報 

WEB連携 

依頼情報 

結果情報 

会計連携 
患者情報 

依頼情報 
実施情報 

依頼情報 
実施情報 

依頼情報 

実施情報 

■栄養システム 

依頼情報 
実施情報 

依頼情報 
実施情報 

■診察券発行機 

山田記念病院の HOPE/EGMAIN-LX システム構成図

＊ Digital Imaging and COmmunication in Medicine の略。医用画像機器間の通信プロトコルを定義した標準規格。
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病 院 編Ⅱ

システム選定と導入準備
導入過程をオープンにして，スタッフの
不安を解決してスムーズな導入を達成

豊富な導入実績をベースにし
た富士通製品の信頼感を選択

Q：機種の選定はどのように行われ
たのでしょうか。

中村氏：選定に当たっては、医師をは

じめ各スタッフが使いやすい機種であ

ることが第一の条件です。また。経営

的には費用がリーズナブルでメンテナ

ンスが容易であることも重要です。

西尾氏：常勤医師や主な非常勤医師

に各大学病院や派遣先病院などでの

評価を確認しました。業界のシェア

も含めた評価は富士通が 1 番高かっ

たですね。富士通を含めた複数の会

社にデモをお願いしました。結果と

して電子カルテの内容、看護支援シ

ステム、リハビリテーションシステ

ムなどを含めた統合的な構築と運用

が行えるシステムとして、HOPE/

EGMAIN-LX を採用しました。

Q：導入準備は、どのように進めら
れたのでしょうか。

西尾氏：パートナーを組む富士通や

パートナー会社であるエヌコムの

方々のアドバイスをいただきながら、

院内の推進母体として「電子カルテ構

築委員会」を設置しました。その下に

部署ごとのワーキンググループ（WG）

を置き、実務経験を重視したスタッ

フを配置しました。電子カルテ導入の

キーになるのは、やはり医師の賛同が

得られるかどうかです。所見の記述や

オーダ入力など作業が増加する医師

への気配りが必要です。当委員会と

WG での審議事項を一覧表に整理し

て、常に現在の進捗状況を明らかに

することで、各スタッフの疑問や不安

を先回りして解決してきました。それ

は現在も継続して行っていますが、

そのような方法がスムーズな導入に

つながったと考えています。また、構

築の過程で電子カルテ化できない患

者さんの承諾書などの書類が多くあ

りました。内容を分類し、必要により

スキャンして電子カルテ内に取り込

むなどの対応を講じています。

溝渕氏：当院では、看護支援システ

ムの導入は初めてであり、当初は不

安でしたが、「なぜ電子カルテを導入

するのか」などの必要性について、

構築委員会での説明を聞き理解を深

めていきました。各部署の看護ス

タッフには、毎日、朝礼などを通じ

て構築委員会や WG での進捗状況を

話しました。方向性が常に明示され

ていたことや問題点が出れば、その

都度対応したことなどが、混乱もな

くスムーズな導入につながったと考

えています。本番稼働から 1 週間ぐ

らいで病棟、外来などの各部署の

リーダー看護師が「部屋持ちさん編」

や「リーダーさん編」といった電子

カルテのマニュアルを独自にまとめ

てくれたり、課題を話し合って疑問

が出れば「申し送りノート」を使っ

て周知するなど、導入後の進め方も

うまくいっています。

稼働直前のミニリハーサルで、
スタッフの習熟度がアップ

Q：リハーサルはどのように行われ
ましたか。

西尾氏：2011 年 6 月のスタート時 

に、エヌコムの方からのアドバイス

であらかじめ本番予定日やリハーサ

ル日を決めて構築にかかりました。

1 回目のリハーサルでは多少の混乱

がありましたが、専任医師の全員が

参加しました。リハーサルによって、

個人の習熟度に開きがあることなど

が判明し、院内で検討した結果、 

3 週間の稼働延長を決めました。こ

の 3 週間をどう使うかがポイントで

したが、部署ごとのミニリハーサル

を繰り返し行うことで、スタッフの

電子カルテに取り組む姿勢が変わ

り、習熟度も急激に上がりました。

また、オペレーションに不安のある

スタッフをピックアップして再履修

を実施したことも効果がありまし

た。当院では、大がかりな全体リハー

サルを行うより、ミニリハーサルを

繰り返し行うことで理解が深まった

と考えています。

診察室ⓐ、外来処置室ⓑ、病棟ⓒ、リハビリテーション室ⓓでの運用風景
富士通が大規模病院向けのシステムで培ってきたノウハウを結集して、中堅規模病院
向けに開発された HOPE/EGMAIN-LX が活用されています。診療・看護・オーダリ
ング機能を統合して、チーム医療の推進、情報共有に効果を上げています。

●ⓐ ●ⓑ

●ⓒ ●ⓓ
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導入メリットと今後の展望
ペーパーレス化によるコスト削減と
情報共有による医療の質の向上を実感

しか見ませんでしたが、今では他職

種のスタッフに見られることを意識

するようになり、看護の質も向上し

ています。空床管理では空き状況や

予約状況などもリアルタイムで誰で

もが把握でき、入院手続きもスムー

ズに行えるようになっています。

Q：今後の展望についてお聞かせく
ださい。

溝渕氏：看護部は、電子カルテの恩
恵を最も受けている部署です。これ

からもさらにシステムを有機的に活

用していきたいと考えています。な

かなか難しい課題ですが、例えば「看

護目標」などについて患者さんと一

緒に画面を見ながら情報を共有し、

看護計画にフィードバックしていく

ような検討も進めていきたいと考え

ています。

中村氏：当院では、第 1世代の電子
カルテシステムであり、未分化な部

分が残っています。DICOM＊に対応

していない画像診断機器などもあり、

これらを徐々に置き換えていくこと

が必要です。これから第 2世代に向

けた取り組みとして、ダイレクトに

共有データを蓄積できるシステムを

拡充していきたいと考えています。

常に現場のニーズを考えながら、さ

らに使いやすい電子カルテシステム

をめざして、富士通やエヌコムの方々

とのより良いパートナーシップを

図っていきたいと考えています。■

（山田記念病院の HOPE/EGMAIN-LX の導
入については，株式会社エヌコム様〈http://
ncom.jp/〉のご協力をいただきました）

初代院長の山田正明氏が軍医として乗り組んだ
日本海軍駆逐艦「初霜」の錨。同院のシンボル
として病院玄関脇に飾られています。

ペーパーレス化と請求漏れの
抑止で業務とコストを削減

Q：HOPE/EGMAIN-LXの導入に
よるメリットはいかがですか。

中村氏：患者さんの情報を各診療科
やコメディカルのスタッフ間で共有

できることは大変良いと思います。

また、当初考えていたよりスムーズ

に導入でき、稼働後も大きなトラブ

ルはありません。

西尾氏：事務レベルでは、新たな紙
カルテが発生せずペーパーレスに

なったことが大きなメリットですね。

また、本番後、参考として 3か月間

はカルテ搬送を行っていましたが、

現在は、カルテ搬送がなくなり医事

会計課スタッフの業務量が軽減しま

した。医療収入面からは当初、他病

院の例から不慣れによるオーダの減

少から収入が下がることを予測して

いましたが、むしろ収入は増加しま

した。退院時請求では、これまで伝

票を集めて集計していましたが、医

事会計システムと電子カルテシステ

ムの画面を開き、オーダ内容や当日

に食事が出たかどうかなどを確認し

ながら作業ができます。請求漏れも

容易にチェックできますので作業効

率もアップしました。

情報の共有によるチーム医療
で看護の質が向上

Q：看護部ではどのような効果が出
ていますか。

溝渕氏：看護部では、以前より外来
や急性期、回復期、慢性期の各病棟

などでの業務統一を行い、看護師が

どの部署に勤務しても戸惑わずに看

護に当たれるよう業務の標準化を進

めてきました。今回の電子カルテが

混乱なく導入できたのは、その点も

大きな要因と考えています。紙カル

テの場合、栄養科や薬剤科スタッフ

がどのように指導したのか、リハビ

リは今どのような状況なのかなど、

直接問い合わせて情報を集めなけれ

ばなりませんでしたが、今回電子カ

ルテを導入したことで、画面を開け

ば全員で情報を共有でき、チーム医

療が実現できるようになりました。

これまで看護計画はほとんど看護師

電子カルテシステム
HOPE/EGMAIN-LX 

医事部門 

手術部門 

輸血部門 

栄養部門 

HOPE/EGMAIN-LX 
（手術）統合部門システム

HOPE/EGMAIN-LX 
（輸血）統合部門システム

HOPE/EGMAIN-LX 
モニタ実施

医事会計システム
HOPE/SX-R

臨床検査部門 

放射線部門 

リハビリ 

病棟 

薬局 

HOPE/EGMAIN-LX 
生体検査オプション

生理検査部門 
HOPE/EGMAIN-LX 
生体検査オプション

■リハビリシステム 

■臨床検査システム  

■ナースコールシステム 

■薬剤情報システム  

■画像ファイリングシステム 
■診療部門

□電子カルテツール 
　□基本オーダ 
　・処方オーダ 
　・検体検査オーダ 
　・移動・食事オーダ 
　・予約オーダ 
　・病名オーダ 
　□専用オーダツール 
　・放射線 
　・注射 
　・リハビリ 
　・生理 
　・内視鏡 
　・指導料 
　・処置 
　・手術 
　・輸血 
　□会計オーダツール 
　□書状管理
■看護・病棟部門

□ワークシート 
　□経過表 
　□看護支援ツール 
　・看護計画 
　・看護診断 

依頼情報 
実施情報 

WEB連携 

依頼情報 

結果情報 

会計連携 
患者情報 

依頼情報 
実施情報 

依頼情報 
実施情報 

依頼情報 

実施情報 

■栄養システム 

依頼情報 
実施情報 

依頼情報 
実施情報 

■診察券発行機 

山田記念病院の HOPE/EGMAIN-LX システム構成図

＊ Digital Imaging and COmmunication in Medicine の略。医用画像機器間の通信プロトコルを定義した標準規格。
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予防医療の発展へ。より高度な治療へ。
富士通の情報基盤が健康長寿の実現に貢献します。

（受付時間　 土・日・祝日・年末年始を除く）
https://www.fujitsu.com/jp/solutions/industry/healthcare/products/humanbridge/



再 録 　※施設名や所属・肩書きは掲載当時のものです。

座談会：あじさいネットワークのキーパーソンが語る 
「地域医療連携の成功のポイント」····································································································24

長崎県の「あじさいネットワーク」は、基幹病院と地域医師会の密接な連携によって、全国各地で構築された地域医療連携ネットワークの 
理想的なモデルになりました。

「『ふじのくにねっと』による地域医療連携と遠隔診療支援システムが 
過疎地の医療を支援」
川根本町いやしの里診療所·······································································································································28
静岡県の「ふじのくにねっと」は、過疎地域の遠隔診療支援や地域1IDによる多対多の情報共有・参照が可能なネットワークを構築しました。

「HumanBridgeで多施設参加の患者登録システムを構築し 
認知症研究の新たな基盤作りを推進」
国立長寿医療研究センター······································································································································· 30
HumanBridgeは地域連携だけでなく、柔軟でオープンな情報連携によって多施設が参加した臨床研究のサポートを可能にしています。

Back to the Beginning　そして未来への展望

対談「地域医療ネットワーク普及に向けた奮闘と 
より良い社会の実現に向けての抱負」·····························································································32
地域医療連携ネットワークの成功事例として全国のモデルとなったあじさいネットのキーパーソンである木村博典氏（長崎川棚医療センター）
と、富士通のヘルスケアエバンジェリストの岩津聖二が、あじさいネット成功のキーポイントと地域連携の将来像について対談しました。

Ⅲ

デジタルネットワークの拡大
医療情報の電子化は、医療施設内だけでなく、病院と診療所、病院と病院など医療機関同士の
連携へと発展しました。富士通では、2007年に地域医療連携システム「HOPE 地域連携」をリ
リース、2010年には「地域医療ネットワークHumanBridge EHR ソリューション」の提供を開
始しました。HumanBridgeは、医療情報のデジタルネットワークとして、地域の情報共有のみ
ならず、医療資源の不足する過疎地域の支援や救急・災害医療への展開、さらには多施設共同
研究など活用の幅を広げています。

14Vol.

17Vol.

26Vol.

NEW
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医師会と基幹病院の“ヒューマンネットワーク”が 
持続可能でオープンな地域医療連携ネットワークを実現

あじさいネットワークのキーパーソンが語る「地域医療連携の成功のポイント」座 談 会

あじさいネットワーク（以下あじさいネット）は、大村市を中心とした医師会と基幹病院の密接な関係からスタートし
ました。地域医療連携のひとつのモデルとなりつつあるあじさいネットは、どのような経緯で誕生し、発展していっ
たのでしょうか。あじさいネットの創生期から、立ち上げに携わり中心的な役割を果たしてきた4名のキーパーソン
にお集まりいただき、地域医療連携を発展させるためのポイントとノウハウを語っていただきました。

2004年、大村市を中心にスタートしたNPO法人長崎地域医療連携ネットワークシステム協議会（通称：あじ
さいネットワーク）は、現在、長崎県下に拡大し情報提供側施設12病院、参加医療機関142、登録患者数
1万6000人以上と順調に成長を続けています。あじさいネットワークでは、NPO法人による第三者機関の
運営、会費制による自律的で継続可能なサービス体制、組織やベンダーにとらわれないオープンなシステム運
用など、地域医療連携ネットワークのモデルとなる先駆的な取り組みが行われています。今回のFeature1では、
あじさいネットワークの成功の要因を、キーパーソンによる座談会と参加施設の取材を通してお聞きしました。

 開かれた地域医療連携の取り組み
～�長崎・あじさいネットワークはなぜ成功したか～

座 談 会

　あじさいネットワークのキーパーソンが語る 
　「地域医療連携の成功のポイント」❺

あじさいネットワーク参加施設の声

　情報提供病院 / 十善会病院
　診療所（利用側）/ 藤井外科医院❾

地域医療連携のための最新ソリューション

　SaaS 型地域医療ネットワーク
　HumanBridge を販売開始 

園田武治 （ 富士通株式会社ヘルスケアソリューション事業本部医療ソリューション事業部長、あじさいネット創生時の富士通担当 SE）ファシリテータ

中川　昌彦 （ 富士通株式会社ヘルスケアソリューション事業本部医療ソリューション事業部第五ソリューション部部長）
石黒　満久 氏 （ 株式会社 NTT データ保険 ・ 医療ビジネス事業本部戦略企画室市場開発担当課長）
伊藤　龍史 氏 （株式会社エスイーシー情報処理事業本部医療システム事業部長）

オブザーバー

�開かれた地域医療連携の取り組み
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小尾　重厚 氏 （ 大村市医師会会長、 長崎地域医療連携ネットワークシステム協議会会長）

木村　博典 氏 （独立行政法人国立病院機構長崎医療センター　情報管理運営部長）

松本　武浩 氏 （長崎大学大学院医歯薬学総合研究科医療情報学准教授）

柴田　真吾 氏 （社団法人地域医療振興協会市立大村市民病院　医療情報企画部長）

出席者

小尾　重厚 氏 木村　博典 氏 松本　武浩 氏 柴田　真吾 氏
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◎創生期
“囲い込み”ではない地域医療連携のための
オープンでフラットな組織を構築
園田：あじさいネットの発祥の地である大村医師会の小
尾会長から、最初の経緯からお話いただけますか。

小尾氏：あじさいネットは 2004年 10月に稼働しました
が、大村市医師会ではコンピュータの2000年問題をきっ

かけに IT化に取り組み始め、理事会のメーリングリスト

構築などを行いました。厚生労働省の「保健医療分野の

情報化にむけてのグランドデザイン」などで電子カルテ

導入の機運が高まる中で、長崎医療センターの電子カル

テ化の動きがあり、それに合わせて地域医療連携の ITを

使ったネットワーク化を進めたのが最初のきっかけです。

　大村市は人口約 9万人ではありますが、基幹病院とし

て国立の長崎医療センター、自治体の大村市民病院、県

立の長崎県精神医療センターがあり、IT化の以前から医

師会と各医療機関の良好な関係があって、緊密な“ヒュー

マンネットワーク”を築いていました。医師会と大村市

民病院には、“オレンジ封筒”という仕組みがあり、医師

会の会員施設から、この封筒を使って市民病院に患者さ

んを紹介すると、外来で優先して診察してもらえました。

すでに開業医が診ているから、“地域の再診患者”であり、

市民病院では初診扱いはしないという考え方でした。

木村氏：長崎医療センターでは、2004年にオーダリング
システムから電子カルテへ移行しましたが、導入準備の

段階で院内から電子カルテの情報を共有した“地域医療

連携”への対応の要望があがり、また、2003年に地域医

療支援病院の認定を受けたこともあって、医師会に当院

の電子カルテの情報共有の話を持ちかけました。ところ

が、1つの医療機関とのネットワークでは、“囲い込み”

になるという判断から、医師会から地域全体のネットワー

クを構築して、医療の質を上げることをコンセプトにし

ましょうという提案があり、2003年に大村市で「地域医

療 IT化検討委員会」が発足したのがスタートです。

柴田氏：大村市民病院は赤字の自治体病院だったことも
あって、2000 年当時には病院の IT化は手つかずの状態

でした。それがかえって地域連携を前提とした話を進め

やすくした側面もあり、大村市の自

治体病院として長崎医療センターと医

師会の連携に取り残されるのは大変な

ことになると考えて、“あじさいネット

には参加するべきだ”と院内を説得

して、私が自治体病院の担当者とし

て参加することになりました。

●  IT をスパイスにした病診連携
の活性化がポイント

園田：2001年度の経済産業省の実証

事業など、これまで全国でITを利用した地域医療連携ネッ

トワーク構築の取り組みが展開されましたが、どこも苦

労しています。その中で、あじさいネットが成功してい

る理由は何ですか。

松本氏：あじさいネットの基本の考え方は、IT導入が目
的ではなく病診連携をよりスムーズに進めることでした。

地域での紹介、逆紹介をより活発化することが目的で、

ITはあくまで調味料として使うというコンセプトでし

た。地域医療ネットワークがうまく機能しないのは、地

域全体で連携するという発想よりも、医師会や 1つの医

療機関の都合による、“囲い込み”が前提になっていたこ

とだと思います。われわれは、第三者機関の協議会を設

立して医師会の情報担当理事と 2つの病院が、同じテー

ブルについてオープンな議論を進めました。スタート時

点からこの有料サービスに30もの施設が参加しているの

ですが、これは、事前に地域ネットワークの役割やメリッ

トについて説明会や広報を行って啓蒙活動を地道に行っ

てきたからです。また、参加候補施設に対しては、運用

開始の前後にニーズ調査（アンケート）を行いました。

情報をオープンにして、こういう情報を提供できますが、

参加しませんかという問いかけをして、多くの医療機関

が参加しやすい状況をつくっていきました。

◎基盤づくり
第三者機関の設置、全例同意、会費制など
事業の継続が可能な体制を採用
園田：具体的なコンセプトや制度づくりはどのように進
められたのでしょうか？

● HIV 診療支援ネット（A-net）を参考に
松本氏：われわれも初めての取り組みでしたので、手さ
ぐりでしたが、その時に参考にしたのが厚生省（当時）

のHIV診療支援ネットワークシステム（A-net）でした。

A-net は、HIV患者の診療情報の共有により質の高い診

療を提供しようと構築されたもので、全国のエイズ診療

拠点病院をネットワークでつないでいました。実は、定
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◎創生期
“囲い込み”ではない地域医療連携のための
オープンでフラットな組織を構築
園田：あじさいネットの発祥の地である大村医師会の小
尾会長から、最初の経緯からお話いただけますか。

小尾氏：あじさいネットは 2004年 10月に稼働しました
が、大村市医師会ではコンピュータの2000年問題をきっ

かけに IT化に取り組み始め、理事会のメーリングリスト

構築などを行いました。厚生労働省の「保健医療分野の

情報化にむけてのグランドデザイン」などで電子カルテ

導入の機運が高まる中で、長崎医療センターの電子カル

テ化の動きがあり、それに合わせて地域医療連携の ITを

使ったネットワーク化を進めたのが最初のきっかけです。

　大村市は人口約 9万人ではありますが、基幹病院とし

て国立の長崎医療センター、自治体の大村市民病院、県

立の長崎県精神医療センターがあり、IT化の以前から医

師会と各医療機関の良好な関係があって、緊密な“ヒュー

マンネットワーク”を築いていました。医師会と大村市

民病院には、“オレンジ封筒”という仕組みがあり、医師

会の会員施設から、この封筒を使って市民病院に患者さ

んを紹介すると、外来で優先して診察してもらえました。

すでに開業医が診ているから、“地域の再診患者”であり、

市民病院では初診扱いはしないという考え方でした。

木村氏：長崎医療センターでは、2004年にオーダリング
システムから電子カルテへ移行しましたが、導入準備の

段階で院内から電子カルテの情報を共有した“地域医療

連携”への対応の要望があがり、また、2003年に地域医

療支援病院の認定を受けたこともあって、医師会に当院

の電子カルテの情報共有の話を持ちかけました。ところ

が、1つの医療機関とのネットワークでは、“囲い込み”

になるという判断から、医師会から地域全体のネットワー

クを構築して、医療の質を上げることをコンセプトにし

ましょうという提案があり、2003年に大村市で「地域医

療 IT化検討委員会」が発足したのがスタートです。

柴田氏：大村市民病院は赤字の自治体病院だったことも
あって、2000 年当時には病院の IT化は手つかずの状態

でした。それがかえって地域連携を前提とした話を進め

やすくした側面もあり、大村市の自

治体病院として長崎医療センターと医

師会の連携に取り残されるのは大変な

ことになると考えて、“あじさいネット

には参加するべきだ”と院内を説得

して、私が自治体病院の担当者とし

て参加することになりました。

●  IT をスパイスにした病診連携
の活性化がポイント

園田：2001年度の経済産業省の実証

事業など、これまで全国でITを利用した地域医療連携ネッ

トワーク構築の取り組みが展開されましたが、どこも苦

労しています。その中で、あじさいネットが成功してい

る理由は何ですか。

松本氏：あじさいネットの基本の考え方は、IT導入が目
的ではなく病診連携をよりスムーズに進めることでした。

地域での紹介、逆紹介をより活発化することが目的で、

ITはあくまで調味料として使うというコンセプトでし

た。地域医療ネットワークがうまく機能しないのは、地

域全体で連携するという発想よりも、医師会や 1つの医

療機関の都合による、“囲い込み”が前提になっていたこ

とだと思います。われわれは、第三者機関の協議会を設

立して医師会の情報担当理事と 2つの病院が、同じテー

ブルについてオープンな議論を進めました。スタート時

点からこの有料サービスに30もの施設が参加しているの

ですが、これは、事前に地域ネットワークの役割やメリッ

トについて説明会や広報を行って啓蒙活動を地道に行っ

てきたからです。また、参加候補施設に対しては、運用

開始の前後にニーズ調査（アンケート）を行いました。

情報をオープンにして、こういう情報を提供できますが、

参加しませんかという問いかけをして、多くの医療機関

が参加しやすい状況をつくっていきました。

◎基盤づくり
第三者機関の設置、全例同意、会費制など
事業の継続が可能な体制を採用
園田：具体的なコンセプトや制度づくりはどのように進
められたのでしょうか？

● HIV 診療支援ネット（A-net）を参考に
松本氏：われわれも初めての取り組みでしたので、手さ
ぐりでしたが、その時に参考にしたのが厚生省（当時）

のHIV診療支援ネットワークシステム（A-net）でした。

A-net は、HIV患者の診療情報の共有により質の高い診

療を提供しようと構築されたもので、全国のエイズ診療

拠点病院をネットワークでつないでいました。実は、定

款や協議会という名称、同意書の書式などもA-net を参

考にしました。国が薬害補償の一環として、全国のエイ
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医師会と基幹病院の“ヒューマンネットワーク”が 
持続可能でオープンな地域医療連携ネットワークを実現

あじさいネットワークのキーパーソンが語る「地域医療連携の成功のポイント」座 談 会

あじさいネットワーク（以下あじさいネット）は、大村市を中心とした医師会と基幹病院の密接な関係からスタートし
ました。地域医療連携のひとつのモデルとなりつつあるあじさいネットは、どのような経緯で誕生し、発展していっ
たのでしょうか。あじさいネットの創生期から、立ち上げに携わり中心的な役割を果たしてきた4名のキーパーソン
にお集まりいただき、地域医療連携を発展させるためのポイントとノウハウを語っていただきました。
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さいネットワーク）は、現在、長崎県下に拡大し情報提供側施設12病院、参加医療機関142、登録患者数
1万6000人以上と順調に成長を続けています。あじさいネットワークでは、NPO法人による第三者機関の
運営、会費制による自律的で継続可能なサービス体制、組織やベンダーにとらわれないオープンなシステム運
用など、地域医療連携ネットワークのモデルとなる先駆的な取り組みが行われています。今回のFeature1では、
あじさいネットワークの成功の要因を、キーパーソンによる座談会と参加施設の取材を通してお聞きしました。

 開かれた地域医療連携の取り組み
～�長崎・あじさいネットワークはなぜ成功したか～
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ズ患者に対してセキュアで質の高い医療を提供する目的

で構築された仕組みならば、間違いないだろうと考えた

わけです。現在、あじさいネットで行っている、情報の

共有、提供に関しては全例で同意書を取ること、ハード

ウェアVPNでの構築、参加者に対する運用講習会受講

の義務づけなどは、すべてA-net を参考に取り入れたも

のです。

柴田氏：具体的な情報のハンドリングでは、同意の形成
の考え方、情報提供する側の見解、責任分界を含めた誰

が同意書を取るのかなどで、すべて議論の中で決めてい

きました。あじさいネットは、誰かが決めたルールを使

うのでなく、議論の中で医師会の先生方にも理解してい

ただきながら進めたことが、運用がうまくいった根幹で

はないでしょうか。

●情報、予算を扱う責任組織としてNPO化
園田：土台づくりとして、具体的に組織づくりはどのよ
うに進められたのですか？

柴田氏：連携ネットワークを、特定の医療機関による“囲
い込み”ではなく、地域の医療機関による自律的な活動

として行うために、第三者機関として“協議会”の設立

を提案し最初は任意団体協議会を設立しました。NPO化

したのは、2005年 10月です。NPO化のねらいは、法人

格を持つことで資金的な借り入れの基盤となること、寄

付や行政機関との協業などが可能になることです。やは

り患者情報や、会費など運営費なども取り扱うことにな

りますので、NPOという法人格を持つことで、運用はあ

じさいネットNPOが責任を持っていますという説明責

任を果たすことができます。

●補助金がなくても継続する仕組みをつくる
園田：もうひとつの課題は、コストです。システムの構
築だけではなく、運用、保守を含めた費用の負担をクリ

アにしないと、事業の継続が難しくなります。そのあた

りはどのような方法で解決していったのでしょうか。

柴田氏：最初に与えられた命題が、「補助金なしで継続す
る仕組みをつくれ」ということでした。徹底した議論の

結果、補助金に代わる費用として、参加施設からの会費

で運営する仕組みとしました。参加施設の料金設定は、

初期費用（入会金）5万円、月額使用料 4000円、ウイル

ス対策ライセンス料を年間 3000 円としています。また、

最初に 700万円を借り入れて、設備投資などを行いまし

た。借金までしてやったところはあじさいネットだけで

はないでしょうか。その設備や運用にしても、当初、少

しだけサーバやルータを保有しましたが、協議会の内部

には物を持たないように徹底して維持・保守がいらなく

なるような方向で進めました。

松本氏：あじさいネットには医師会全体で協力すること
を前提にしようということで、医師会単位での入会とい

う“団体料金”をつくったのも、ひとつのアイデアでし

たね。個人では入会金 5万円のところ、医師会単位で参

加すれば一括 200万円で、個々の会員の入会金は取らな

いようにしました。

◎拡大期
大村での成功事例をベースにして長崎市へ
拡大、12基幹病院、142施設に発展
園田：2009 年 4月から、長崎市での運用がスタートして
大村、諫早から全県へと拡大していったわけですが、県

下への展開をどのように進められましたか。

松本氏：あじさいネットは、設立当初からいずれは長崎
県全体に広げることを意識していましたので、ネーミン

グも長崎県全体をイメージした「あじさい」としました。

長崎市医師会は会員数が 500と県下では最大の組織です

が、長崎市の先生方も大村など他地域の動向を見ながら

地域 ITネットワークに大きな興味を持っていたという

バックグラウンドがありました。

　長崎には、あじさいネットと同時期に活動を始めた“長

崎在宅Dr. ネット”という、開業医の連携による在宅医

療の取り組みがあり、あじさいネットの長崎市への展開

にはこのメンバーが中心となりました。この在宅Dr.ネッ

トの取り組みは大村市に波及して、あじさいネットと在

宅Dr. ネットが行き来したかたちになりました。長崎の

在宅Dr. ネットの中心メンバーが、ほどんど長崎市医師

会の情報処理委員会の委員を務めており、モチベーショ

ンが高く積極的に情報を集めて、共通規格で、みんなが

参加できるネットワークにしようということで、実績が

あり評価も高いあじさいネットの採用が決まりました。

園田：長崎市での導入は、実際にはどのように進められ
たのでしょうか。

松本氏：ポイントは、規模の大きい長崎市でどうやって
多くの病院が同じテーブルにつくかでしたが、大村市で

のスタート前とまったく同じ方法で進めました。ただ、

やはり規模が大きいので、大村市では 1年半でできたこ

とが、長崎市では 3年半かかりました。ただこの月日は

必須かと言われれば、進め方次第だと思います。

●地域での統一 IDを発行して利便性を向上
柴田氏：もうひとつは、協議会という第三者機関が ID
を付与する仕組みを提唱したことが、情報提供病院が増

える長崎市への拡大の時に評価されました。各病院のシ

ステムは独立した仕組みのままで、あじさいネットの中

で IDを共通にしました。本来ならば 10 病院があれば

IDとパスワードで 10個ずつ、計 20個必要なところを、

統一 IDを発行してパスワードだけ変えてもらうことで、

11個で済ませることができる仕組みを提供しました。

園田氏：長崎市への拡大がスムーズに進んだ要因はどこ
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でしょうか？

柴田氏：あじさいネットの取り組みが評価されてきたこ
とが大きいですよね。大村市医師会の担当理事の先生方

が、実際の取り組みやメリットを全国で発表されて注目

されてきたというところもあったと思います。

小尾氏：臨床で利用している先生による、メリットを実
感した現場からのメッセージが大きかったのでしょう

ね。実際に、私もあじさいネットを活用して診療の中で

患者さんに説明したり、検査依頼したCT画像を診療所

で参照したりとフルに活用しています。患者さんの評判

もいいですし、診察の空いた時間に自由に使うことがで

きて、これを体験すると、あじさいネットがなくては診

療できないと感じるぐらい非常に便利です。

柴田氏：あじさいネットがなければ、通常の診療ができ
ないと言ってくださる先生方もいますよね。

木村氏：最初は、メンテナンスなどでシステムを停止し
てもほとんどクレームがなかったのですが、今は若干調

子が悪ければ、「診療ができない」とすぐに電話がかかっ

てきます。やはり実際の診療の中で患者さんを前にして

説明をしたり、診断に利用したり、かかりつけ医の実診

療に使われているのですね。

松本氏：実際に、あじさいネットを利用されている診療所
の先生方の中には、あじさいネットで情報提供していない

基幹病院には紹介が少なくなりつつあると言われる方もお

られます。反対に、基幹病院側にとってはネットワークに

参加しないと乗り遅れるという状況になりつつあります。

◎マルチベンダー方式
施設や企業にとらわれない患者中心の医療
連携システムをめざす
園田：あじさいネットのもうひとつの特徴は、マルチベ
ンダー方式です。富士通だけでなく、ID-Link のエスイー

シー、認証システムのNTTデータなど、複数の企業が

参画し、各病院のベンダーの異なるさまざまなシステム

が接続されています。

松本氏：運用開始当初のシステムは、長崎医療センター
の電子カルテをメタフレーム技術を使って、インターネッ

トVPN上で他施設の端末から画面を共有する仕組みで

したので、ベンダーの違いは意識する必要がありません

でした。ところが、複数の病院で共有するためには、画

像ならばDICOM規格などに規格を統一する必要があり

ます。それを地域連携システムで最初に実現したのが

ID-Link でした。また、2009年度の総務省の「ICT経済・

地域活性化基盤確立事業（「ユビキタス特区」事業）」の

中で、あじさいネットをフィールドとした「地域医療連

携ASP・SaaSのための医療分野向けプラットフォーム

事業化に係る実証実験」が採用され、NTTデータや

ASP・SaaS・クラウドコンソーシアム（ASPIC）など

と実証事業でポータルやシングルサインオン（SSO）の

構築を行いました。

● 富士通の“地域連携”は“HumanBridge”へ発展
園田：富士通では地域連携のソリューションについては
HOPEというブランド名をはずして、マルチベンダーを

基本にしたソリューションをめざすということで

「HumanBridge」に名称を変更しました。製品というより

もコンセプトを表すのに近い名称です。また、それぞれ

のベンダーも当然コストを下げる努力はすべきであり、

富士通としてもHumanBridge では標準規格として、SS-

MIX標準化ストレージのHL7などに対応して、他ベン

ダーとのシステム連携にも配慮しています。地域連携は、

今後いろいろな地域で広がっていくと思いますので、そ

こは常に心がけて手がけていきたいと思います。

● 地域の医療機関による自律的な活動と 
誰でもが簡単に使えるシステムの構築がポイント

園田：最後に、地域医療連携ネットワークを推進しよう
という方々にアドバイスをいただけますか。

柴田氏：地域連携を成功させるためには、何を“入れれ
ばいい”のでしょうかと聞かれることがあるのですが、

何を“すればいいか”を考えてくださいということです。

小尾氏：ほとんどの診療データはすでにデジタル化され
ていますので、それを患者さんを中心に情報を共有して、

開業医が無理なく利用でき、医師にも患者さんにも理解

しやすいシステムが構築できれば自然と活用されていく

のではないでしょうか。さらに、ネットワークを利用し

て最新の医療のエビデンスが提供される「どこでもMy

医局」といったような環境が構築されれば、私のような

還暦を越えた医師でも時代に遅れない最新の医療が提供

できるのではないかと思います。年配の医師でも自由に

使えるような IT環境になっていくともっといいのかな

と私は思います。

園田：貴重なご意見をいただきました。これを読んだ方々
の参考になればと思います。ありがとうございました。■

座 談 会

座談会出席者。左よりファシリテータの園田、柴田氏、木村氏、
小尾氏、松本氏
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ズ患者に対してセキュアで質の高い医療を提供する目的

で構築された仕組みならば、間違いないだろうと考えた

わけです。現在、あじさいネットで行っている、情報の

共有、提供に関しては全例で同意書を取ること、ハード

ウェアVPNでの構築、参加者に対する運用講習会受講

の義務づけなどは、すべてA-net を参考に取り入れたも

のです。

柴田氏：具体的な情報のハンドリングでは、同意の形成
の考え方、情報提供する側の見解、責任分界を含めた誰

が同意書を取るのかなどで、すべて議論の中で決めてい

きました。あじさいネットは、誰かが決めたルールを使

うのでなく、議論の中で医師会の先生方にも理解してい

ただきながら進めたことが、運用がうまくいった根幹で

はないでしょうか。

●情報、予算を扱う責任組織としてNPO化
園田：土台づくりとして、具体的に組織づくりはどのよ
うに進められたのですか？

柴田氏：連携ネットワークを、特定の医療機関による“囲
い込み”ではなく、地域の医療機関による自律的な活動

として行うために、第三者機関として“協議会”の設立

を提案し最初は任意団体協議会を設立しました。NPO化

したのは、2005年 10月です。NPO化のねらいは、法人

格を持つことで資金的な借り入れの基盤となること、寄

付や行政機関との協業などが可能になることです。やは

り患者情報や、会費など運営費なども取り扱うことにな

りますので、NPOという法人格を持つことで、運用はあ

じさいネットNPOが責任を持っていますという説明責

任を果たすことができます。

●補助金がなくても継続する仕組みをつくる
園田：もうひとつの課題は、コストです。システムの構
築だけではなく、運用、保守を含めた費用の負担をクリ

アにしないと、事業の継続が難しくなります。そのあた

りはどのような方法で解決していったのでしょうか。

柴田氏：最初に与えられた命題が、「補助金なしで継続す
る仕組みをつくれ」ということでした。徹底した議論の

結果、補助金に代わる費用として、参加施設からの会費

で運営する仕組みとしました。参加施設の料金設定は、

初期費用（入会金）5万円、月額使用料 4000円、ウイル

ス対策ライセンス料を年間 3000 円としています。また、

最初に 700万円を借り入れて、設備投資などを行いまし

た。借金までしてやったところはあじさいネットだけで

はないでしょうか。その設備や運用にしても、当初、少

しだけサーバやルータを保有しましたが、協議会の内部

には物を持たないように徹底して維持・保守がいらなく

なるような方向で進めました。

松本氏：あじさいネットには医師会全体で協力すること
を前提にしようということで、医師会単位での入会とい

う“団体料金”をつくったのも、ひとつのアイデアでし

たね。個人では入会金 5万円のところ、医師会単位で参

加すれば一括 200万円で、個々の会員の入会金は取らな

いようにしました。

◎拡大期
大村での成功事例をベースにして長崎市へ
拡大、12基幹病院、142施設に発展
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大村、諫早から全県へと拡大していったわけですが、県

下への展開をどのように進められましたか。
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県全体に広げることを意識していましたので、ネーミン

グも長崎県全体をイメージした「あじさい」としました。

長崎市医師会は会員数が 500と県下では最大の組織です

が、長崎市の先生方も大村など他地域の動向を見ながら

地域 ITネットワークに大きな興味を持っていたという

バックグラウンドがありました。
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にはこのメンバーが中心となりました。この在宅Dr.ネッ

トの取り組みは大村市に波及して、あじさいネットと在

宅Dr. ネットが行き来したかたちになりました。長崎の

在宅Dr. ネットの中心メンバーが、ほどんど長崎市医師

会の情報処理委員会の委員を務めており、モチベーショ

ンが高く積極的に情報を集めて、共通規格で、みんなが
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参加しないと乗り遅れるという状況になりつつあります。

◎マルチベンダー方式
施設や企業にとらわれない患者中心の医療
連携システムをめざす
園田：あじさいネットのもうひとつの特徴は、マルチベ
ンダー方式です。富士通だけでなく、ID-Link のエスイー

シー、認証システムのNTTデータなど、複数の企業が

参画し、各病院のベンダーの異なるさまざまなシステム

が接続されています。

松本氏：運用開始当初のシステムは、長崎医療センター
の電子カルテをメタフレーム技術を使って、インターネッ

トVPN上で他施設の端末から画面を共有する仕組みで

したので、ベンダーの違いは意識する必要がありません

でした。ところが、複数の病院で共有するためには、画

像ならばDICOM規格などに規格を統一する必要があり

ます。それを地域連携システムで最初に実現したのが

ID-Link でした。また、2009年度の総務省の「ICT経済・

地域活性化基盤確立事業（「ユビキタス特区」事業）」の

中で、あじさいネットをフィールドとした「地域医療連

携ASP・SaaSのための医療分野向けプラットフォーム

事業化に係る実証実験」が採用され、NTTデータや

ASP・SaaS・クラウドコンソーシアム（ASPIC）など

と実証事業でポータルやシングルサインオン（SSO）の

構築を行いました。

● 富士通の“地域連携”は“HumanBridge”へ発展
園田：富士通では地域連携のソリューションについては
HOPEというブランド名をはずして、マルチベンダーを

基本にしたソリューションをめざすということで

「HumanBridge」に名称を変更しました。製品というより

もコンセプトを表すのに近い名称です。また、それぞれ

のベンダーも当然コストを下げる努力はすべきであり、

富士通としてもHumanBridge では標準規格として、SS-

MIX標準化ストレージのHL7などに対応して、他ベン

ダーとのシステム連携にも配慮しています。地域連携は、

今後いろいろな地域で広がっていくと思いますので、そ

こは常に心がけて手がけていきたいと思います。

● 地域の医療機関による自律的な活動と 
誰でもが簡単に使えるシステムの構築がポイント

園田：最後に、地域医療連携ネットワークを推進しよう
という方々にアドバイスをいただけますか。

柴田氏：地域連携を成功させるためには、何を“入れれ
ばいい”のでしょうかと聞かれることがあるのですが、

何を“すればいいか”を考えてくださいということです。

小尾氏：ほとんどの診療データはすでにデジタル化され
ていますので、それを患者さんを中心に情報を共有して、

開業医が無理なく利用でき、医師にも患者さんにも理解

しやすいシステムが構築できれば自然と活用されていく

のではないでしょうか。さらに、ネットワークを利用し

て最新の医療のエビデンスが提供される「どこでもMy

医局」といったような環境が構築されれば、私のような

還暦を越えた医師でも時代に遅れない最新の医療が提供

できるのではないかと思います。年配の医師でも自由に

使えるような IT環境になっていくともっといいのかな

と私は思います。

園田：貴重なご意見をいただきました。これを読んだ方々
の参考になればと思います。ありがとうございました。■

座 談 会
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ズ患者に対してセキュアで質の高い医療を提供する目的

で構築された仕組みならば、間違いないだろうと考えた

わけです。現在、あじさいネットで行っている、情報の

共有、提供に関しては全例で同意書を取ること、ハード

ウェアVPNでの構築、参加者に対する運用講習会受講

の義務づけなどは、すべてA-net を参考に取り入れたも

のです。

柴田氏：具体的な情報のハンドリングでは、同意の形成
の考え方、情報提供する側の見解、責任分界を含めた誰

が同意書を取るのかなどで、すべて議論の中で決めてい

きました。あじさいネットは、誰かが決めたルールを使

うのでなく、議論の中で医師会の先生方にも理解してい

ただきながら進めたことが、運用がうまくいった根幹で

はないでしょうか。

●情報、予算を扱う責任組織としてNPO化
園田：土台づくりとして、具体的に組織づくりはどのよ
うに進められたのですか？

柴田氏：連携ネットワークを、特定の医療機関による“囲
い込み”ではなく、地域の医療機関による自律的な活動

として行うために、第三者機関として“協議会”の設立

を提案し最初は任意団体協議会を設立しました。NPO化

したのは、2005年 10月です。NPO化のねらいは、法人

格を持つことで資金的な借り入れの基盤となること、寄

付や行政機関との協業などが可能になることです。やは

り患者情報や、会費など運営費なども取り扱うことにな

りますので、NPOという法人格を持つことで、運用はあ

じさいネットNPOが責任を持っていますという説明責

任を果たすことができます。

●補助金がなくても継続する仕組みをつくる
園田：もうひとつの課題は、コストです。システムの構
築だけではなく、運用、保守を含めた費用の負担をクリ

アにしないと、事業の継続が難しくなります。そのあた

りはどのような方法で解決していったのでしょうか。

柴田氏：最初に与えられた命題が、「補助金なしで継続す
る仕組みをつくれ」ということでした。徹底した議論の

結果、補助金に代わる費用として、参加施設からの会費

で運営する仕組みとしました。参加施設の料金設定は、

初期費用（入会金）5万円、月額使用料 4000円、ウイル

ス対策ライセンス料を年間 3000 円としています。また、

最初に 700万円を借り入れて、設備投資などを行いまし

た。借金までしてやったところはあじさいネットだけで

はないでしょうか。その設備や運用にしても、当初、少

しだけサーバやルータを保有しましたが、協議会の内部

には物を持たないように徹底して維持・保守がいらなく

なるような方向で進めました。

松本氏：あじさいネットには医師会全体で協力すること
を前提にしようということで、医師会単位での入会とい

う“団体料金”をつくったのも、ひとつのアイデアでし

たね。個人では入会金 5万円のところ、医師会単位で参

加すれば一括 200万円で、個々の会員の入会金は取らな

いようにしました。

◎拡大期
大村での成功事例をベースにして長崎市へ
拡大、12基幹病院、142施設に発展
園田：2009 年 4月から、長崎市での運用がスタートして
大村、諫早から全県へと拡大していったわけですが、県

下への展開をどのように進められましたか。

松本氏：あじさいネットは、設立当初からいずれは長崎
県全体に広げることを意識していましたので、ネーミン

グも長崎県全体をイメージした「あじさい」としました。

長崎市医師会は会員数が 500と県下では最大の組織です

が、長崎市の先生方も大村など他地域の動向を見ながら

地域 ITネットワークに大きな興味を持っていたという

バックグラウンドがありました。

　長崎には、あじさいネットと同時期に活動を始めた“長

崎在宅Dr. ネット”という、開業医の連携による在宅医

療の取り組みがあり、あじさいネットの長崎市への展開

にはこのメンバーが中心となりました。この在宅Dr.ネッ

トの取り組みは大村市に波及して、あじさいネットと在

宅Dr. ネットが行き来したかたちになりました。長崎の

在宅Dr. ネットの中心メンバーが、ほどんど長崎市医師

会の情報処理委員会の委員を務めており、モチベーショ

ンが高く積極的に情報を集めて、共通規格で、みんなが

参加できるネットワークにしようということで、実績が

あり評価も高いあじさいネットの採用が決まりました。

園田：長崎市での導入は、実際にはどのように進められ
たのでしょうか。

松本氏：ポイントは、規模の大きい長崎市でどうやって
多くの病院が同じテーブルにつくかでしたが、大村市で

のスタート前とまったく同じ方法で進めました。ただ、

やはり規模が大きいので、大村市では 1年半でできたこ

とが、長崎市では 3年半かかりました。ただこの月日は

必須かと言われれば、進め方次第だと思います。

●地域での統一 IDを発行して利便性を向上
柴田氏：もうひとつは、協議会という第三者機関が ID
を付与する仕組みを提唱したことが、情報提供病院が増

える長崎市への拡大の時に評価されました。各病院のシ

ステムは独立した仕組みのままで、あじさいネットの中

で IDを共通にしました。本来ならば 10 病院があれば

IDとパスワードで 10個ずつ、計 20個必要なところを、

統一 IDを発行してパスワードだけ変えてもらうことで、

11個で済ませることができる仕組みを提供しました。

園田氏：長崎市への拡大がスムーズに進んだ要因はどこ

「
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ふじのくにねっとと遠隔診療支援で 
専門医による医療を提供

　静岡県榛原郡川根本町は、県の中央部に位置する山間

の町で、人口 8112 人（2012 年 4月現在）で高齢化率は

42％にまで達しています。川根本町には、公設公営のい

やしの里診療所のほか、4つ（公設民営 2、民営 2）の診

療所がありますが、専門医による診療を受けるために

は、電車や車で 2時間の山道を抜けて島田市や静岡市の

基幹病院まで出向かなければなりません。

　いやしの里診療所は、2011年から管理者（院長）が不

在になっており静岡県立総合病院（以下、県総病院）や

島田市民病院などからの派遣で診療を行っていました

が、2011 年 11 月に県総病院の地域医療ネットワークセ

ンターの清水史郎センター長が所長として赴任しまし

た。清水所長は、いやしの里診療所での ICTを利用した

医療支援について次のように述べています。

　「静岡県は医師不足という課題を抱えていますが、そ

れをサポートする仕組みとして立ち上がったのがふじの

くにねっとであり、いやしの里診療所も早くから参画し

て医療連携によるサポートを行ってきました。今回の赴

任にあたって、町役場とも相談して ICTを活用すること

で、町の抱える医療資源不足という課題への支援とより

充実した医療の提供をめざしました」

　その一環として、2012年 4月、ビデオ会議システムに

よるいやしの里診療所と県総病院を結んだ遠隔診療支援

を開始しました。診療所を受診した患者さんを、所長な

らびに看護師の立ち会いのもと、ビデオカメラを通して

県総病院にいる専門医が診察します。画面を通した視診

や問診のほか、高解像度カメラによる患者さんの状態の

把握など映像と音声による双方向のやりとりが可能です

（5ページ囲み参照）。現在、循環器科（週 1回）、整形

外科（月 1回）の遠隔診療支援外来を行っています。開

始から半年で、のべ 125人の患者さんが遠隔診療支援を

受け、大きな成果を挙げています。

連携機能を標準搭載した 
HOPE/EGMAIN-RX を導入

　いやしの里診療所では、2012 年 9月に診療所向け電子

カルテHOPE/EGMAIN-RXが導入されました。HOPE/

EGMAIN-RXは、医事と電子カルテを一体化した無床診

療所向けのシステムですが、富士通の地域医療ネットワー

クであるHumanBridge との病診連携機能が標準搭載され

ています。これによってふじのくにねっとで共有された

患者情報とのシームレスな情報参照や連携先への診療情

報提供書や処方データの共有が可能になりました。

　ふじのくにねっとは、県

内のデータセンターを中心

にHumanBridgeをベースに

したシステムを構築して

おり、多地域、多施設、

多ベンダーに対応しN対

N型の地域医療連携シス

テムとなっています。

HumanBridge では、施設

ごとに異なる患者 IDをひ 清水　史郎 所長

〒 428-0414
静岡県榛原郡川根本町東藤川 864-1
TEL/FAX 0547-59-2102

静岡県立病院機構では、富士通のHumanBridgeをベースにデータセンターとVPN回線によってN対Nの情報共有が可能な
地域医療連携システム 「ふじのくにバーチャル・メガ・ホスピタル （ふじのくにねっと）」 を構築し、2011年4月から運用されています。
2012年10月現在、7病院90余診療所が参加し、全県のネットワーク化に向けて着実に進化を続けています。 連携施設のひ
とつである川根本町いやしの里診療所では、地域連携の機能を標準装備した診療所向け電子カルテシステムHOPE/EGMAIN-
RXを導入し、 ビデオ会議システムによる遠隔診療支援とあわせて過疎地域における質の高い医療の提供に貢献しています。

ヘルスケアの未来につながる最新 ICT ソリューション
進化する医療ネットワーク 

「ふじのくにねっと」による
地域医療連携と
遠隔診療支援システムが
過疎地の医療を支援
HumanBridgeで N 対 N の地域連携を 
進化させる「ふじのくにねっと」

川根本町いやしの里診療所
進化する 
医療ネットワーク
事例 1

ヘルスケアの未来につながる最新 ICTソリューション
進化する医療ネットワーク
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も付けする機能を搭載し、施設では従来

の ID のままでシステム上では地域におい

て 1 患者 1 ID を実現しています。ふじの

くにねっと構築の責任者でもある清水所

長は、地域医療連携システム構築におけ

るポイントを次のように述べています。

　「地域医療連携における最大の課題が、

患者さんの ID が一元化できないことでした。ID を一元

化できれば、SS-MIX などの標準規格によって異なる 

ベンダーのシステムでもひとつのネットワークで共有可

能です。地域をひとつにするネットワークが構築できま

した」

地域1 IDによる医療連携で過疎地域をサポート

　いやしの里診療所は HOPE/EGMAIN-RX の導入に

よって、ふじのくにねっとでの役割がそれまでの参照施

設から開示施設に変わることになります。地理的に関係

の深い市立島田市民病院がふじのくにねっとに参加し、

川根本町内の他の診療所の接続も予定されていることか

ら、今後はいやしの里診療所が地域の連携の中心的な役

割を担っていくことが期待されます。清水所長は、

「HOPE/EGMAIN-RX の導入によって、ふじのくにねっ

ととの連携がよりスムーズになり、電子カルテの情報の

公開も簡単にできるようになりました。N 対 N の連携に

よって、ひとりの患者さんについて、いやしの里診療所

や県総病院などの基幹病院の受診歴や検査データをトー

タルで把握できますので、地域全体で患者さんを診るこ

とが可能になります。こういった環境をベースに、遠隔

診療支援システムなどを組み合わせることで、経験の少

ない若い医師でも安心して診療所で働けるようになるで

しょう。それにより、医療過疎のへき地でも医療が継続

できると考えています」と述べています。

　川根本町では、町独自で管理している番号を基本とし

た 10 桁の“患者 ID”を発行しており、地域 1 IDから一歩

進んだ“医療用マイナンバー”となっています。健診デー

タも同じ ID で管理され、予防から治療までを一元的な

データとして把握することも可能な状態です。ふじのく

にねっとを活用した地域医療連携の取り組みが、ますま

す成長していくことが期待されます。■

県総病院のビデオ会議システム

静岡県立総合病院

島田氏：当初は、診察する医師も患者さんも違和感がありましたが、ビデオカメラの解像度が高いことや、
県総病院側から診療所のカメラを指示することにより遠隔操作が可能で、心電図をカメラの前に広げてオー
バーリードを行ったり、見たい部分をズームアップすることにより鮮明な画像を得ることができ、思ってい
たよりもしっかりと診察することができています。患者さんも診察を重ねるうちに次第に遠隔診療に慣れて
きたようです。また、診察の際の看護師の細やかなサポートは、遠隔診療の質を上げる上で必要不可欠です。
整形外科の遠隔診療支援開始時に時には、診療所の看護師に県総病院にきていただき、基本的な問診の
取り方をについてレクチャーを行いました。
　遠隔診療を行ってみて感じるのは、バイタルサインや血液検査などを行うためのデバイスの重要性です。循環
器の診察では聴診が重要ですが、現在のシステムではできませんので、今後、遠隔医療をサポートするようなデバ
イスが出てくることに期待しています。いやしの里診療所との遠隔診療支援では、診察の際にNT-proBNP濃
度やワーファリンの効果を短時間で判定できるPOCT（point	of	care	testing）装置を常備して、気になる所見
があればその場で検査できる体制をとっています。実際に、遠隔診療支援でPOCTを行い、急性冠症候群によ
り発症した心不全患者を的確に診断し、島田市民病院に救急搬送し救命し得た症例も経験しています。遠隔
診療支援は、移動が困難な高齢の患者さんにとって、利便性が高いだけでなく、自治体病院としても、地域の
医療の質の向上に寄与し、へき地の医師不足を補うことのできる重要なシステムとして定着すると考えています。

循環器内科の専門医として、いやしの里診療所との遠
隔診療支援を行っている静岡県立総合病院の島田俊夫
部長にビデオ会議システムによる診療についておうかが
いしました。

ビデオ会議システムによる遠隔診療支援で 
専門医が過疎地域の医療を補完

臨床医学研究センター　島田　俊夫 部長

いやしの里診療所では、HOPE/EGMAIN-RX
を導入して診察を行っています。

遠隔診療支援の様子。清水所長が立ち会
い、看護師がサポートしてビデオ会議シ
ステムを通じて診察を行います。
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ふじのくにねっとと遠隔診療支援で 
専門医による医療を提供

　静岡県榛原郡川根本町は、県の中央部に位置する山間

の町で、人口 8112 人（2012 年 4月現在）で高齢化率は

42％にまで達しています。川根本町には、公設公営のい

やしの里診療所のほか、4つ（公設民営 2、民営 2）の診

療所がありますが、専門医による診療を受けるために

は、電車や車で 2時間の山道を抜けて島田市や静岡市の

基幹病院まで出向かなければなりません。

　いやしの里診療所は、2011年から管理者（院長）が不

在になっており静岡県立総合病院（以下、県総病院）や

島田市民病院などからの派遣で診療を行っていました

が、2011 年 11 月に県総病院の地域医療ネットワークセ

ンターの清水史郎センター長が所長として赴任しまし

た。清水所長は、いやしの里診療所での ICTを利用した

医療支援について次のように述べています。

　「静岡県は医師不足という課題を抱えていますが、そ

れをサポートする仕組みとして立ち上がったのがふじの

くにねっとであり、いやしの里診療所も早くから参画し

て医療連携によるサポートを行ってきました。今回の赴

任にあたって、町役場とも相談して ICTを活用すること

で、町の抱える医療資源不足という課題への支援とより

充実した医療の提供をめざしました」

　その一環として、2012年 4月、ビデオ会議システムに

よるいやしの里診療所と県総病院を結んだ遠隔診療支援

を開始しました。診療所を受診した患者さんを、所長な

らびに看護師の立ち会いのもと、ビデオカメラを通して

県総病院にいる専門医が診察します。画面を通した視診

や問診のほか、高解像度カメラによる患者さんの状態の

把握など映像と音声による双方向のやりとりが可能です

（5ページ囲み参照）。現在、循環器科（週 1回）、整形

外科（月 1回）の遠隔診療支援外来を行っています。開

始から半年で、のべ 125人の患者さんが遠隔診療支援を

受け、大きな成果を挙げています。

連携機能を標準搭載した 
HOPE/EGMAIN-RX を導入

　いやしの里診療所では、2012 年 9月に診療所向け電子

カルテHOPE/EGMAIN-RXが導入されました。HOPE/

EGMAIN-RXは、医事と電子カルテを一体化した無床診

療所向けのシステムですが、富士通の地域医療ネットワー

クであるHumanBridge との病診連携機能が標準搭載され

ています。これによってふじのくにねっとで共有された

患者情報とのシームレスな情報参照や連携先への診療情

報提供書や処方データの共有が可能になりました。

　ふじのくにねっとは、県

内のデータセンターを中心

にHumanBridgeをベースに

したシステムを構築して

おり、多地域、多施設、

多ベンダーに対応しN対

N型の地域医療連携シス

テムとなっています。

HumanBridge では、施設

ごとに異なる患者 IDをひ 清水　史郎 所長

〒 428-0414
静岡県榛原郡川根本町東藤川 864-1
TEL/FAX 0547-59-2102

静岡県立病院機構では、富士通のHumanBridgeをベースにデータセンターとVPN回線によってN対Nの情報共有が可能な
地域医療連携システム 「ふじのくにバーチャル・メガ・ホスピタル （ふじのくにねっと）」 を構築し、2011年4月から運用されています。
2012年10月現在、7病院90余診療所が参加し、全県のネットワーク化に向けて着実に進化を続けています。 連携施設のひ
とつである川根本町いやしの里診療所では、地域連携の機能を標準装備した診療所向け電子カルテシステムHOPE/EGMAIN-
RXを導入し、 ビデオ会議システムによる遠隔診療支援とあわせて過疎地域における質の高い医療の提供に貢献しています。

ヘルスケアの未来につながる最新 ICT ソリューション
進化する医療ネットワーク 

「ふじのくにねっと」による
地域医療連携と
遠隔診療支援システムが
過疎地の医療を支援
HumanBridgeで N 対 N の地域連携を 
進化させる「ふじのくにねっと」

川根本町いやしの里診療所
進化する 
医療ネットワーク
事例 1
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も付けする機能を搭載し、施設では従来

の ID のままでシステム上では地域におい

て 1 患者 1 ID を実現しています。ふじの

くにねっと構築の責任者でもある清水所

長は、地域医療連携システム構築におけ

るポイントを次のように述べています。

　「地域医療連携における最大の課題が、

患者さんの ID が一元化できないことでした。ID を一元

化できれば、SS-MIX などの標準規格によって異なる 

ベンダーのシステムでもひとつのネットワークで共有可

能です。地域をひとつにするネットワークが構築できま

した」

地域1 IDによる医療連携で過疎地域をサポート

　いやしの里診療所は HOPE/EGMAIN-RX の導入に

よって、ふじのくにねっとでの役割がそれまでの参照施

設から開示施設に変わることになります。地理的に関係

の深い市立島田市民病院がふじのくにねっとに参加し、

川根本町内の他の診療所の接続も予定されていることか

ら、今後はいやしの里診療所が地域の連携の中心的な役

割を担っていくことが期待されます。清水所長は、

「HOPE/EGMAIN-RX の導入によって、ふじのくにねっ

ととの連携がよりスムーズになり、電子カルテの情報の

公開も簡単にできるようになりました。N 対 N の連携に

よって、ひとりの患者さんについて、いやしの里診療所

や県総病院などの基幹病院の受診歴や検査データをトー

タルで把握できますので、地域全体で患者さんを診るこ

とが可能になります。こういった環境をベースに、遠隔

診療支援システムなどを組み合わせることで、経験の少

ない若い医師でも安心して診療所で働けるようになるで

しょう。それにより、医療過疎のへき地でも医療が継続

できると考えています」と述べています。

　川根本町では、町独自で管理している番号を基本とし

た 10 桁の“患者 ID”を発行しており、地域 1 IDから一歩

進んだ“医療用マイナンバー”となっています。健診デー

タも同じ ID で管理され、予防から治療までを一元的な

データとして把握することも可能な状態です。ふじのく

にねっとを活用した地域医療連携の取り組みが、ますま

す成長していくことが期待されます。■

県総病院のビデオ会議システム

静岡県立総合病院

島田氏：当初は、診察する医師も患者さんも違和感がありましたが、ビデオカメラの解像度が高いことや、
県総病院側から診療所のカメラを指示することにより遠隔操作が可能で、心電図をカメラの前に広げてオー
バーリードを行ったり、見たい部分をズームアップすることにより鮮明な画像を得ることができ、思ってい
たよりもしっかりと診察することができています。患者さんも診察を重ねるうちに次第に遠隔診療に慣れて
きたようです。また、診察の際の看護師の細やかなサポートは、遠隔診療の質を上げる上で必要不可欠です。
整形外科の遠隔診療支援開始時に時には、診療所の看護師に県総病院にきていただき、基本的な問診の
取り方をについてレクチャーを行いました。
　遠隔診療を行ってみて感じるのは、バイタルサインや血液検査などを行うためのデバイスの重要性です。循環
器の診察では聴診が重要ですが、現在のシステムではできませんので、今後、遠隔医療をサポートするようなデバ
イスが出てくることに期待しています。いやしの里診療所との遠隔診療支援では、診察の際にNT-proBNP濃
度やワーファリンの効果を短時間で判定できるPOCT（point	of	care	testing）装置を常備して、気になる所見
があればその場で検査できる体制をとっています。実際に、遠隔診療支援でPOCTを行い、急性冠症候群によ
り発症した心不全患者を的確に診断し、島田市民病院に救急搬送し救命し得た症例も経験しています。遠隔
診療支援は、移動が困難な高齢の患者さんにとって、利便性が高いだけでなく、自治体病院としても、地域の
医療の質の向上に寄与し、へき地の医師不足を補うことのできる重要なシステムとして定着すると考えています。
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　近年、医薬品、医療機器等の開発費が高騰し、疾患登

録システム（患者レジストリ）を用いた臨床研究の手法

に注目が集まっています。国立長寿医療研究センター 

（愛知県大府市）では、国立精神・神経医療研究センター

などとともに全国規模の認知症レジストリを構築する

「オレンジ（ORANGE：Organized Registration for the 

Assessment of dementia on Nation-wide General 

consortium toward Effective treatment in Japan）レジス

トリ」の構築を進めています。その事業の一つとして、

軽度認知障害（MCI：Mild Cognitive Impairment）を対

象に多施設と連携した患者登録システムを、富士通の

HumanBridge シリーズをベースに構築し、2016 年から

稼働を開始しました。「Clinical Investigation, Trial, and 

Registry data Upload System（C
シ ト ラ ス

ITRUS）」と名付けられ

たシステムの概要とレジストリ運用の方向性をうかがい

ました。

認知症の治験や臨床研究への 
広範な応用を期待

─プロジェクトの目的をお聞かせください。
鈴木氏：海外では、疾患登録システム（患者レジストリ）

を臨床研究や治験などに利用する動きが進んでいます。

日本でもそういった動きに対応するべく、国立研究開発

法人日本医療研究開発機構（AMED）の事業としてスター

トしたのが、認知症関連の情報登録・連携を行うオレン

ジレジストリプロジェクトです。オレンジレジストリで

は、前臨床期から MCI、軽度・中等度・進行期と進行す

る認知症の各段階での情報を収集し、治療方法やケア手

法の開発に役立てることが目的です。その中で、厚生労

働省の“NC における治験・臨床研究推進事業”の一環

として構築したのが CITRUS で、MCI を対象に多施設

が参加した患者登録が始まっています。

渡辺氏：CITRUS は、多施設間でセキュアな基盤によっ

てデータセンターに患者情報を登録するレジストリシス

テムです。データ登録のために電子カルテとの連携や外

部施設との接続などが必要になることから、当院の電子

カルテのベンダーで、地域医療ネットワークの構築でも

実績のある富士通の HumanBridge のソリューションを

ベースに構築しました。治験に関連する臨床研究支援シ

ステム HOPE eACReSS など、すでにある製品やソリュー

ションを組み合わせて短期間で構築したことも特長です。

鈴木氏：CITRUS は、認知症に限らずさまざまな疾患の

レジストリ構築が可能であり、汎用性を持ったシステム

です。その中で、電子カルテからのデータ取り込みが可

能なことから、認知症の中でも MCI の症例登録としま

した。全国から効率的にデータを集積することで、認知

症の治療法の確立に資する治験や臨床研究に寄与できる

ものと考えています。

電子カルテから SS-MIX2 ストレージを 
介して容易にデータ入力が可能

─ MCI症例登録研究の現況をおうかがいします。
鈴木氏：2016 年 3 月から症例登録をスタートしており、

参加施設は全国 32 施設 36 診療科です。目標症例数は 

5 年間で 1500 例ですが、できるだけ多くの症例数を集め

たいと考えています。登録は、参加施設に条件を満たす

患者さんがいれば、個別同意を得てデータ入力してもら

います。基本的に1年に1回、データがあれば半年に1回、

継続的にフォローして入力していきます。

佐治氏：入力項目は、認知機能検査である MMSE（mini 

mental state examination）など 600 項目、必須項目でも

100 項目になります。研究としては項目が多いほうが良

いのですが、継続的な入力のためには無理はしないで、

日常診療の範囲で入力をお願いしています。

渡辺氏：今回、CITRUS では参加施設を増やすことと、

データの入力をサポートするという目標がありました。

そこで施設の実情に応じて、ソフトウエア VPN で入力

用の端末を用意する“基本パターン”と、電子カルテと

Feature
〜地域医療ネットワークから
　　　　　　データ活用までHumanBridgeの活用

広がり発展する

HumanBridgeで多施設参加の
患者登録システムを構築し
認知症研究の新たな基盤作りを推進

国立研究開発法人 国立長寿医療研究センター

鈴木啓介　治験・臨床研究推進センター 治験・臨床研究推進部長

佐治直樹　もの忘れセンター 副センター長　渡辺　浩　治験・臨床研究推進センター 医療情報室長

左から、渡辺浩医療情報室長、鈴木啓介治験・
臨床研究推進部長、佐治直樹副センター長
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るようになっています。

認知症以外のレジストリにも 
CITRUS を活用

─今後の展望をお聞かせください。
鈴木氏：CITRUSの仕組みを活用して、MCIのほかにフ

レイル・サルコペニアに関するレジストリの稼働も予定

しています。MCIと同様に登録項目が多い分野なので、

拡張パターンで入力の手間の軽減の効果があると考えて

います。

佐治氏：現在、心房細動で抗凝固薬を処方された患者さ

んを登録し、追跡調査して認知症との関連を調べる研究

（ストロベリー研究）を進めています。このデータ登録

には、CITRUSではなくWebベースの症例登録システ

ムを採用しました。臨床研究のシステムには、CITRUS

やWeb 登録、REDCap などさまざまなフォーマットが

あって、入力側からすると二度手間になりますので統一

されると便利になると、いちユーザーとしては考えてい

ます。

─最後に、読者へのメッセージをお願いします。
鈴木氏：CITRUSはセキュリティや個人情報保護に十分

配慮しており、また 2つの接続方法を用意しているので、

参加しやすいシステムになっています。レジストリ研究

の大きな目標は、質の高い実臨床のデータを、効率よく

集める点にあります。大学病院やナショナルセンター（国

立高度専門医療研究センター）が行う、研究指向の高い

特殊な取り組みのように思われがちですが、重要なのは

臨床の現場のデータです。CITRUSは、研究を行う施設

と、臨床を行う一般病院との距離を縮めてくれるツール

だと思います。CITRUSを基盤としたオレンジレジスト

リなどが、研究における臨床データの重要性を理解して

もらう一助となればよいと願っています。■

連携してSS-MIX2での入力補助が可能な“拡張パター

ン”の 2つの方法を用意しました。

─それぞれの接続パターンの利点をお聞かせください。
渡辺氏：基本パターンでは、参加施設はソフトウエア

VPNを介してインターネット接続し、データを入力して

いきます。インターネットにつながる端末さえあれば接

続可能なので、手軽に始めることができます。ただし登

録にあたっては、データの直接入力が必要です。

　一方、拡張パターンでは、電子カルテからSS-MIX2

でデータを取り出して、データセンターへ送ることが可

能です。参加施設の電子カルテとの連携が必要になるの

で、導入には時間も労力もかかります。しかしいったん

導入してしまえば、その後の入力作業は簡略化されます。

佐治氏：CSVデータの一括入力機能も用意しているので、

エクセルやファイルメーカーなどで蓄積、加工したデー

タをインポートすることもできます。われわれのもの忘

れセンターでは、高齢者総合機能評価という概念に基づ

き、高齢者の身体機能、認知機能をシステマチックに評

価してきました。そのデータ管理システムはファイル

メーカーでつくってあり、CSV出力や、患者名を除く匿

名化の機能も持っています。今回、オレンジレジストリ

の立ち上げにあたり、このシステムを修正した試用版を

参加施設に配布しました。このようなツールを活用すれ

ば、基本パターンを選択した施設でも、作業量を軽減さ

せることができます。

　拡張パターンのメリットとしては、手入力の必要がな

いため、打ち間違いや単位の取り違えのようなヒューマ

ンエラーがなくなり、精度の高いデータの蓄積が可能です。

患者さんの個人情報に配慮した 
マルチテナントストレージ

─そのほかCITRUSの特徴をおうかがいします。
渡辺氏：多施設による個人情報の登録をセキュアに行う

ために、特にデータの匿名性を重視しました。通常のレ

ジストリのストレージでは、各参加施設から送られてき

たデータをいったん受け取り、それを匿名化し、統合す

るプロセスを経て、解析へとデータが移ります。このと

き、途中のプロセスで、施設から送られた生のデータが

共用スペースにさらされる瞬間が発生します。これを防

ぐために、CITRUSではデータを共用ストレージではな

く、参加施設ごとに区分したマルチテナントストレージ

に格納する仕組みを採用しています。参加施設のデータ

エリア同士が独立した状態で匿名化を行い、その後に

データを統合しますので、ほかの参加施設から生のデー

タが見えてしまう心配が一切ありません。安心して参加

してもらえるシステムだと思います。また、参加施設側

でも匿名化された蓄積データを検索したり、活用もでき
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〜地域医療ネットワークからデータ活用まで広がり発展する HumanBridge の活用 Feature
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　近年、医薬品、医療機器等の開発費が高騰し、疾患登

録システム（患者レジストリ）を用いた臨床研究の手法

に注目が集まっています。国立長寿医療研究センター 

（愛知県大府市）では、国立精神・神経医療研究センター

などとともに全国規模の認知症レジストリを構築する

「オレンジ（ORANGE：Organized Registration for the 

Assessment of dementia on Nation-wide General 

consortium toward Effective treatment in Japan）レジス

トリ」の構築を進めています。その事業の一つとして、

軽度認知障害（MCI：Mild Cognitive Impairment）を対

象に多施設と連携した患者登録システムを、富士通の

HumanBridge シリーズをベースに構築し、2016 年から

稼働を開始しました。「Clinical Investigation, Trial, and 

Registry data Upload System（C
シ ト ラ ス

ITRUS）」と名付けられ

たシステムの概要とレジストリ運用の方向性をうかがい

ました。

認知症の治験や臨床研究への 
広範な応用を期待

─プロジェクトの目的をお聞かせください。
鈴木氏：海外では、疾患登録システム（患者レジストリ）

を臨床研究や治験などに利用する動きが進んでいます。

日本でもそういった動きに対応するべく、国立研究開発

法人日本医療研究開発機構（AMED）の事業としてスター

トしたのが、認知症関連の情報登録・連携を行うオレン

ジレジストリプロジェクトです。オレンジレジストリで

は、前臨床期から MCI、軽度・中等度・進行期と進行す

る認知症の各段階での情報を収集し、治療方法やケア手

法の開発に役立てることが目的です。その中で、厚生労

働省の“NC における治験・臨床研究推進事業”の一環

として構築したのが CITRUS で、MCI を対象に多施設

が参加した患者登録が始まっています。

渡辺氏：CITRUS は、多施設間でセキュアな基盤によっ

てデータセンターに患者情報を登録するレジストリシス

テムです。データ登録のために電子カルテとの連携や外

部施設との接続などが必要になることから、当院の電子

カルテのベンダーで、地域医療ネットワークの構築でも

実績のある富士通の HumanBridge のソリューションを

ベースに構築しました。治験に関連する臨床研究支援シ

ステム HOPE eACReSS など、すでにある製品やソリュー

ションを組み合わせて短期間で構築したことも特長です。

鈴木氏：CITRUS は、認知症に限らずさまざまな疾患の

レジストリ構築が可能であり、汎用性を持ったシステム

です。その中で、電子カルテからのデータ取り込みが可

能なことから、認知症の中でも MCI の症例登録としま

した。全国から効率的にデータを集積することで、認知

症の治療法の確立に資する治験や臨床研究に寄与できる

ものと考えています。

電子カルテから SS-MIX2 ストレージを 
介して容易にデータ入力が可能

─ MCI症例登録研究の現況をおうかがいします。
鈴木氏：2016 年 3 月から症例登録をスタートしており、

参加施設は全国 32 施設 36 診療科です。目標症例数は 

5 年間で 1500 例ですが、できるだけ多くの症例数を集め

たいと考えています。登録は、参加施設に条件を満たす

患者さんがいれば、個別同意を得てデータ入力してもら

います。基本的に1年に1回、データがあれば半年に1回、

継続的にフォローして入力していきます。

佐治氏：入力項目は、認知機能検査である MMSE（mini 

mental state examination）など 600 項目、必須項目でも

100 項目になります。研究としては項目が多いほうが良

いのですが、継続的な入力のためには無理はしないで、

日常診療の範囲で入力をお願いしています。

渡辺氏：今回、CITRUS では参加施設を増やすことと、

データの入力をサポートするという目標がありました。

そこで施設の実情に応じて、ソフトウエア VPN で入力

用の端末を用意する“基本パターン”と、電子カルテと

Feature
〜地域医療ネットワークから
　　　　　　データ活用までHumanBridgeの活用

広がり発展する

HumanBridgeで多施設参加の
患者登録システムを構築し
認知症研究の新たな基盤作りを推進

国立研究開発法人 国立長寿医療研究センター

鈴木啓介　治験・臨床研究推進センター 治験・臨床研究推進部長

佐治直樹　もの忘れセンター 副センター長　渡辺　浩　治験・臨床研究推進センター 医療情報室長

左から、渡辺浩医療情報室長、鈴木啓介治験・
臨床研究推進部長、佐治直樹副センター長
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るようになっています。

認知症以外のレジストリにも 
CITRUS を活用

─今後の展望をお聞かせください。
鈴木氏：CITRUSの仕組みを活用して、MCIのほかにフ

レイル・サルコペニアに関するレジストリの稼働も予定

しています。MCIと同様に登録項目が多い分野なので、

拡張パターンで入力の手間の軽減の効果があると考えて

います。

佐治氏：現在、心房細動で抗凝固薬を処方された患者さ

んを登録し、追跡調査して認知症との関連を調べる研究

（ストロベリー研究）を進めています。このデータ登録

には、CITRUSではなくWebベースの症例登録システ

ムを採用しました。臨床研究のシステムには、CITRUS

やWeb 登録、REDCap などさまざまなフォーマットが

あって、入力側からすると二度手間になりますので統一

されると便利になると、いちユーザーとしては考えてい

ます。

─最後に、読者へのメッセージをお願いします。
鈴木氏：CITRUSはセキュリティや個人情報保護に十分

配慮しており、また 2つの接続方法を用意しているので、

参加しやすいシステムになっています。レジストリ研究

の大きな目標は、質の高い実臨床のデータを、効率よく

集める点にあります。大学病院やナショナルセンター（国

立高度専門医療研究センター）が行う、研究指向の高い

特殊な取り組みのように思われがちですが、重要なのは

臨床の現場のデータです。CITRUSは、研究を行う施設

と、臨床を行う一般病院との距離を縮めてくれるツール

だと思います。CITRUSを基盤としたオレンジレジスト

リなどが、研究における臨床データの重要性を理解して

もらう一助となればよいと願っています。■

連携してSS-MIX2での入力補助が可能な“拡張パター

ン”の 2つの方法を用意しました。

─それぞれの接続パターンの利点をお聞かせください。
渡辺氏：基本パターンでは、参加施設はソフトウエア

VPNを介してインターネット接続し、データを入力して

いきます。インターネットにつながる端末さえあれば接

続可能なので、手軽に始めることができます。ただし登

録にあたっては、データの直接入力が必要です。

　一方、拡張パターンでは、電子カルテからSS-MIX2

でデータを取り出して、データセンターへ送ることが可

能です。参加施設の電子カルテとの連携が必要になるの

で、導入には時間も労力もかかります。しかしいったん

導入してしまえば、その後の入力作業は簡略化されます。

佐治氏：CSVデータの一括入力機能も用意しているので、

エクセルやファイルメーカーなどで蓄積、加工したデー

タをインポートすることもできます。われわれのもの忘

れセンターでは、高齢者総合機能評価という概念に基づ

き、高齢者の身体機能、認知機能をシステマチックに評

価してきました。そのデータ管理システムはファイル

メーカーでつくってあり、CSV出力や、患者名を除く匿

名化の機能も持っています。今回、オレンジレジストリ

の立ち上げにあたり、このシステムを修正した試用版を

参加施設に配布しました。このようなツールを活用すれ

ば、基本パターンを選択した施設でも、作業量を軽減さ

せることができます。

　拡張パターンのメリットとしては、手入力の必要がな

いため、打ち間違いや単位の取り違えのようなヒューマ

ンエラーがなくなり、精度の高いデータの蓄積が可能です。

患者さんの個人情報に配慮した 
マルチテナントストレージ

─そのほかCITRUSの特徴をおうかがいします。
渡辺氏：多施設による個人情報の登録をセキュアに行う

ために、特にデータの匿名性を重視しました。通常のレ

ジストリのストレージでは、各参加施設から送られてき

たデータをいったん受け取り、それを匿名化し、統合す

るプロセスを経て、解析へとデータが移ります。このと

き、途中のプロセスで、施設から送られた生のデータが

共用スペースにさらされる瞬間が発生します。これを防

ぐために、CITRUSではデータを共用ストレージではな

く、参加施設ごとに区分したマルチテナントストレージ

に格納する仕組みを採用しています。参加施設のデータ

エリア同士が独立した状態で匿名化を行い、その後に

データを統合しますので、ほかの参加施設から生のデー

タが見えてしまう心配が一切ありません。安心して参加

してもらえるシステムだと思います。また、参加施設側

でも匿名化された蓄積データを検索したり、活用もでき

参加医療機関（Ａパターン） データセンター

参加医療機関（Ｂパターン）

データ収集・レジストリ登録

電子カルテ SS-MIX2

業務端末 レジストリ一覧 症例登録 

インターネット端末 

インターネット端末 

laitraP
SS-MIX2 

レジストリ一覧 症例登録 

FENICS
ビジネス
VPN

ソフト
ウエア
 VPN

ソフト
ウエア
 VPN

FENICS
ビジネス
VPN

データ収集システム

マルチテナントストレージ 
A病院ストレージ

・
・
・・ 

B病院ストレージ

臨床研究支援システム
 

患者レジストリシステム

スクリーニング結果の活用

匿名化処理

SS-MIXアップローダ 

データ分析・臨床研究への活用

業務端末 データ分析 臨床研究 

データ収集・レジストリ登録

データ分析・臨床研究への活用

データ分析 臨床研究 

インター
ネット

インターネット

データセンター
へ施設ごとに
登録を行う

FENICSビジネスVPN

匿名化された情報を
各施設から検索する

国立長寿医療研究センター

CITRUS構成図

〜地域医療ネットワークからデータ活用まで広がり発展する HumanBridge の活用 Feature
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長崎県大村市を中心にスタートした“NPO 法人長崎地域医療連携ネットワークシステム協議会”（通称：あじさいネット）
は、オープンな組織構成や持続可能な運用体制を構築して地域医療連携の先駆けとなり、その後の全国の地域医療連携ネッ
トワークのモデルとなりました。HOPE Vision では Vol.14 でキーパーソンによる座談会や運用施設の取材で、その成功
要因を探っています（24 ページから再録掲載）。今回は、立ち上げメンバーの 1 人である木村博典氏と富士通・岩津聖二が、
改めてあじさいネット成功の要因と、地域医療連携ネットワークの将来像について対談しました。

“情報共有”の最初の理念に立ち戻ることが、 
組織や予算、セキュリティなどの課題を乗り越えて 
ネットワークを発展させた

そして未来への展望
Back to the Beginning

「地域医療ネットワーク普及に向けた奮闘とより良い社会の実現に向けての抱負」

対　談
木村　博典 氏　独立行政法人国立病院機構 長崎川棚医療センター 統括診療部長

岩津　聖二　富士通 エバンジェリスト （ヘルスケア担当）

オンライン・クロストーク

あじさいネットの立ち上げ〜電子化が医療 
情報の“囲い込み”から共有へ意識を変革

岩津：あじさいネットの立ち上げ当時のお話しからおう

かがいします。地域医療連携ネットワークを立ち上げる

きっかけはなんだったのですか。

木村：2003 年ごろに、当時在籍していた国立病院機構長

崎医療センターに電子カルテシステムが導入されて電子

化が進む中で、そのデータを地域のかかりつけ医の先生

方にも公開しようということで地域の医師会に提案した

のがきっかけです。ところが、医師会から“それは患者

の囲い込みにつながるのではないか”という意見が出て、 

1 病院だけではなく地域のもう一つの基幹病院である大

村市民病院も参加して、地域医師会も含めて NPO 法人

を立ち上げてスタートしたのが始まりです。まだ、地域

医療連携ネットワークがどんなものなのかほとんどの人

が知らない時代で、目的や仕組みを理解してもらうのに

も苦労しましたが、地域の大村市医師会の医師会長自ら

が積極的に参加してくださったのが大きかったですね。

岩津：地域のかかりつけ医の先生にも情報を公開するこ

とで、地域全体の医療の質の向上ができるんじゃないか

ということだったんですね。

木村：病院の電子カルテ化を経験する中で、情報を共有

するメリットを実感していたので、病院内の情報が電子

化されたのだから、地域のかかりつけ医の先生との連携

にも生かせるのではという考えがベースにありました。

診療情報提供書に書かれた情報だけではなく、病院で

行った医療行為の記録をすべて公開して、その情報をも

とに患者さんの診療を継続的にお願いした方がより良い

医療が行えるのは明らかです。

　当時いくつか立ち上がっていた地域医療連携のネット

ワークでは、病院側とかかりつけ医側の双方向での情報

交換をめざすところが多かったのですが、これもかかり

つけ医の先生からすると、情報を吸い取られるのではと

いう疑念があって拒否感がありました。そこで、あじさ

いネットではまずは一方向で、基幹病院側のデータや画

像などを公開して参照してもらう形でスタートしました。

地域医療連携ネットワーク構築における 
3 つの課題〜体制、資金（予算）、個人情報

岩津：あじさいネットは地域医療連携の成功モデルと

なって、全国から見学や相談などもたくさんあったと思

いますが、ネットワークを立ち上げる際の課題はどんな

ところにあるのでしょう。

木村：いろいろな地域の連携ネットワークの立ち上げをサ

ポートしたり、たくさんの見学や相談を受けたりしました

出席者

国立大分病院内科医長、 国立長崎医
療センター情報管理運営部長、 内分
泌 ・ 代謝内科医長を歴任。 2013 年
から長崎川棚医療センターの内科系診
療部長、 2017 年より統括診療部長。

木村　博典 氏

1993 年富士通入社。ヘルスケア部門
で電子カルテ、地域連携システム、
健康情報などの企画販促を担当。
2019 年からエバンジェリスト。

岩津　聖二



33HOPE Vision  Vol.35

う理念が共有できたことが良かったと思います。迷った

時には、最初の理念に立ち戻って考えることで、ぶれる

ことなく進めることができました。今や情報共有は当た

り前の考え方になっていますが、それはやはり電子カル

テなどヘルスケア領域のデジタル化がもたらした大きな

変化だと思いますね。

地域医療連携によるメリットやアウトカムを
示すことがさらなる発展につながる

岩津：あじさいネットを嚆矢として全国に広がった地域

医療連携ネットワークですが、現在の課題としてどんな

ことを感じていますか。

木村：電子化が医療界に意識の変化をもたらしたと言い

ましたが、それは残念ながらまだ少数派で、多くは連携

の意義や効果に対して懐疑的で、様子見をしているのが

現状です。地域医療連携ネットワークは、「イノベーター

理論」でいう 2 割ぐらいの“アーリーアダプター”層が

活用していて成果も出ているのですが、そこから次の

“アーリーマジョリティ”層に広がらない状態がここ数

年続いていると感じています。その壁を越えられない理

由は運用資金の問題などいくつかありますが、結局は連

携のメリットが目に見える形で示されていないことで

しょう。二の足を踏んでいる人たちを説得できるような、

連携によるメリットや医療の質の向上につながるという

アウトカムをしっかりと出していくことが必要です。そ

のためには、新しいことに取り組むというより、現在の

連携をしっかりと固めていって成果を出すことが求めら

れていると思いますね。

岩津：地域医療連携を構築しようという時の最初のハー

ドルを越えるために、お話しのあった体制や運用などの

3 つの課題について、標準的なモデルをわれわれがシス

テムにパッケージして提供できるよう準備することも必

要ですね。

医療のネットワークとしての深化と拡大が 
価値のあるデータをつくる

岩津：今後さらに地域医療連携を進展していくためには、

何が必要だとお考えですか。

木村：深めることも必要ですが、広げることも重要です

よね。利用者の数を増やすことです。極論を言えば、地

域医療連携ネットワークは地域の医療機関や住民全部が

参加しないと本当のメリットは得られないと思います。

電子カルテシステムの時がそうでしたが、一部の診療科

が、そこに共通した課題として、体制、予算、個人情報の

3 つが挙げられます。運営の体制は、医師会中心、大学主

導、自治体が率先して動くなど、地域や組織の構成によっ

てさまざまです。その中でどういう体制がベストかという

のはよく相談を受けました。あじさいネットでは、最初に

言ったように地域の複数の基幹病院が最初から参画した

ことと、地区医師会を含めた第三者機関として“協議会”

を設立してオープンな形で参加して議論できる場を構築

できたことが発展につながったと思います。

　もう一つは運営資金（予算）の問題です。当時は地域

医療再生基金など補助金がついていたこともあって、最

初は補助金で運営できるのですが、継続性を考えた時に

ランニングコストを誰が負担するのかが問題になりまし

た。あじさいネットでは、補助金がなくても継続する仕

組みをめざして会費で運営する仕組みとしましたが、会

費を取ると参加施設が減るのでは、無料だと運営コスト

はどうするのかなど悩まれている地域が多かったです

ね。あとは個人情報保護の問題です。同意をどうやって

取るのか、ネットワークの安全性をいかに担保するのか

も大きな悩みでした。この 3 つの課題は現在まで変わっ

ていないのではないでしょうか。

岩津：資金の問題は、地域医療連携を構築するに当たっ

てコストとベネフィットをどう考えるかにつながるの

で、われわれにとっても重要な課題でした。会費制では

情報を出す側からは不公平感があり、反対に見る側が出

せばいいとなるとだんだん縮小してしまうジレンマがあ

りました。結局は、地域医療連携による情報共有や効率

化といったメリットをアピールし、それによる医療の質

の向上という実際の成果を見てもらうしかなく、あじさ

いネットという成功事例があったことは助かりました。

木村：医療界には昔から“囲い込み”という考え方が根

強くあって、情報が分断されているのが当たり前でした。

院内でいえば 1 患者 1 カルテではなく診療科ごとのカル

テ管理だったり、地域では情報を占有することで患者を

囲い込むというようなことがありました。それが、電子

カルテによってデジタル化が進むことで、診療科を超え

た情報共有の必要性や、職種や部門の壁を越えた連携の

重要性を実感して意識が変わったことが大きかった。あ

じさいネットの構築では、地域の関係者と協議を進めな

がら、この先高齢化が進んでいく中で囲い込みでは地域

の医療が立ちゆかなくなる、連携して地域全体で患者さ

んを診ることが必要だという認識を持って、そのための

方法として地域医療連携ネットワークを構築しようとい

木村「電子カルテが医療の情報に対する考え方を変えたのが、
地域医療連携の発展につながりました」

オンライン・クロストークそして未来への展望Back to the Beginning
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する）ものだと思っています。今の HumanBridge は医療

が中心ですが、「HumanBridge 介護」や「HumanBridge パー

ソナル」のような、いろいろな領域で HumanBridge のク

ラスタができて、それを統合する形になればいいと思っ

ています。その中で、領域ごとに成熟したネットワーク

をつないで必要な情報を連携できるようなハブとなるよ

うなプラットフォームを一つ構築するのが理想的です。

ネットワークの運用コストの課題についても、領域を広

げて医療のネットワーク化やデジタルデータの活用を期

待する他業種の企業などのプレーヤーが参画すること

で、医療への投資を促進したり運用をサポートしたりす

るような、新たな事業を展開できる仕組みづくりができ

ればと考えています。

“アフターコロナ”のヘルスケアを支える 
新たな連携ネットワークとして期待

岩津：新型コロナウイルス感染症は医療現場にも大きな

影響を及ぼしています。その中で地域医療連携ネット

ワークの役割は変わっていくのでしょうか。

木村：これまでも遠隔診療やオンライン診療などネット

ワークを使った診療支援は行われてきましたが、コロナ

禍で患者さんが病院に来られない、あるいは医師がほか

の病院に支援に行けないという状況の中で、ネットワー

クによって患者さんの情報が参照できる、あるいは患者

さんの状況を見ながら診療ができることは大きな武器に

なりました。それが認められてオンライン診療の範囲拡

大への動きにつながりましたが、オンラインかオフライ

ンかどちらかではなく、両方をうまく使い分けていくこ

とが重要なんだと思います。そのためには、地域で、あ

るいはもっと広い範囲でも患者さんの情報を共有できる

ネットワークをきっちり作り上げていくことが重要な意

味を持ってくるでしょう。

岩津：そのデータがどこにあるとか、何のデータなのか

を意識せずに使えるようなシステムを、情報の信頼性や

セキュリティを担保した上で、安心してお使いいただけ

るようなネットワークを提供していきたいですね。

木村：欲しい情報が必要な時にさっと出てくるようなシ

ステムが一番ですし、その先にはバーチャルリアリティ

（VR）の技術で、遠隔でありながらあたかも患者さんが

目の前にいるように診療することも可能になってくると

思いますので、今後はそういった展開にも期待したいで

すね。■

だけでは電子化による本当の恩恵は受けられません。施

設内の全診療科が参加して、データに抜けがない状態に

なって初めて電子化のメリットを感じることができまし

た。それと同じで、地域の中でも、住民も含めて医療関

係者が全員参加することで初めて連携のメリットが実感

されるのだと思います。

岩津：情報に抜けがある、穴のあるデータは、利用側か

らみると信頼できないし、それゆえ利用されなくなりま

す。この問題をクリアするためには、国が主導していく

ことも必要ですよね。オーストラリアなど諸外国では、

デジタル化してオンラインで国民のヘルスケア情報を運

用する体制が当たり前のようにできています。

木村：今回のコロナ禍で、私たちは日本の国家としての

デジタル化が非常に遅れているということを、身に染み

て理解したと思います。地域医療連携の場においても統

合的な ID の活用まで踏み込んで進めていかないと、せっ

かく集まったデータも使えなくなってしまいます。政府

もデジタル庁などでデジタル化を進める方向性が見えて

いるのでこれからに期待したいところです。

医療だけでなく介護や公共などのネットワーク
をつなぐプラットフォームの構築が必要

岩津：地域医療連携は、医療・介護・公共などのそれぞ

れのクラスタがあって、それがぶどうの房のように連

なって一つのヘルスケア・プラットフォームを構成する

のが理想だと考えています。木村先生は、これからの地

域医療連携の姿をどのようにお考えですか。

木村：病院と病院、病院と診療所の間を結ぶネットワー

クとして始まった地域医療連携ですが、時代とともに在

宅医療や地域包括ケアシステムなど看護や介護などへと

カバーする領域が広がってきています。そのために従来

の医師や看護師といった医療関係者だけでなく、介護や

行政など参加するプレーヤーも増え、扱う情報も医療の

データだけでなく、さまざまな領域のデータを共有する

ことが求められてきています。今まではそれを地域医療

連携ネットワークを広げることでカバーしてきました

が、医療側では医療以外の領域はやはり専門外でわから

ない部分も多く、参加する側も使いにくいものになりが

ちでした。領域を超えて本当に使いやすくて、有効な情

報の連携を進めるには、それぞれの領域で専門性を持っ

た人たちがネットワークを構築して、それを深化させて

いき、その上で連携することが重要だと思います。

岩津：HumanBridge は、人（Human）と人をつなぐ（Bridge

岩津「ヘルスケア・プラットフォームの下に、医療や介護のクラスタが
ぶどうの房のように連なる形が理想です」

オンライン・クロストークそして未来への展望Back to the Beginning
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「クラウド型電子カルテの導入で設置スペースや導入コストを抑え·
安定稼働を実現」
葛飾赤十字産院··························································································································································36
情報を管理するサーバを院内からクラウドへ。クラウドは、管理の効率化やコストだけでなく災害時の診療継続性（BCP）を 
含めた変化を生み出しました。

「診察待ち時間を自由に過ごせることで外来患者のストレスを軽減」
順天堂大学医学部附属練馬病院································································································································38
スマートフォンを利用した患者向けサービスである「HOPE LifeMark-コンシェルジュ」を導入した事例です。

「『カルテは患者のものである』の理念の下、患者個人が診療情報を管理する
PHRシステムを構築」
中村明央 氏（昭和大学総合情報管理センター 教授）······························································································40
スマートフォンとクラウドを活用したPersonal Health Record（PHR）の運用をめざした昭和大学の事例です。

Back to the Beginning　そして未来への展望

座談会「富士通社員が語るヘルスケアDXのこれから」·····················································42
電子カルテシステムの導入が広がった2000年以降に入社し、医療のICT化を開発や営業、導入支援などの最前線で進め、 
富士通の次世代を担う社員が、これからのヘルスケアDXの方向性を語り合いました。

NEW

ヘルスケアのデジタルトランス
フォーメーションの未来

Ⅳ

ヘルスケア領域のデジタルトランスフォーメーション（DX）は、デジタル技術の進展に合わせて
さらに進化、発展を続けています。富士通では、クラウドコンピューティング、モバイルデバイス、
パーソナル・ヘルス・レコードなど最新の技術やアーキテクチャを活用したさまざまなヘルスケ
アサービスを提供しています。電子カルテシステムは単に紙カルテを電子化しただけでなく、患
者情報の共有、病院の業務の標準化、医療の質の向上などさまざまな成果を生み出しました。DX
は、今後、社会全体の仕組みを変化させる可能性を秘めています。
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クラウド型電子カルテシステム「HOPE Cloud Chart」

日赤初のクラウド型 
電子カルテ導入事例
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電子カルテシステムの中でも、クラ

ウド型の HOPE Cloud Chart を導入

しました。

機種選定と導入までの経緯

約4か月の短期間導入
で安定稼働を実現

スタッフ同士が運用を確認
することでクリア

Q：電子カルテの導入に不安はあり
ませんでしたか。

林氏：以前勤務した病院で富士通の

電子カルテシステム（HOPE EGMAIN- 

GX）と産婦人科専用システムの構

築を経験していましたので、電子カ

ルテ化には不安はありませんでし

た。スタッフにも、他施設で富士通

製電子カルテの経験者が多かったの

の、電子カルテは未

導入でした。院内の

情報共有の必要性

と、また、当院の新

築移転計画が持ち上

がったこともあり、

2013 年ごろに電子

カルテ化の検討を

行いましたが、現在の病院施設には

サーバ室などを設ける余地がなかっ

たためいったんは断念しました。

　その後、サーバを外部のデータセ

ンターに置くクラウド型の電子カル

テシステムが登場したことから、各

社のデモなどを見て再検討したとこ

ろ、これは「何とかなりそうだ」と

いう実感を得て、クラウド型による

電子カルテシステムの導入に踏み切

りました。

　また、赤十字病院として災害発生

時の BCP 対策は大きな課題であり、

診療データがクラウドにあれば、た

とえ病院が被害を受けてもネット

ワークが確保されれば診療が可能で

す。さらに、病院の移転時にもサー

バ移動が必要なく、手間やコストが

軽減できることも期待して、日赤グ

ループでの導入実績が多い富士通の

電子カルテ導入の動機

クラウド型の採用で
設置スペースの 
問題をクリア

都区東北部の地域周産期医
療センターの役割果たす

Q：貴院の特徴をお聞かせください。
林氏：当院は、産婦人科、小児科を

標榜し、許可病床数 113 床のうち

NICU（新生児集中治療室）12 床と

GCU（継続回復室）18 床を設け、高

度な周産期医療を提供しているのが

特徴です。母体搬送が年間約 150 件、

分娩数は約 2000 件と全国でも有数

の件数があり、東京都区東北部ブ

ロックの地域周産期母子医療セン

ターの役割を果たしています。

星氏：全国に 92 施設ある日本赤十

字社の医療機関の中でも周産期医療

に特化した施設は当院だけで、その

意味でも特徴のある施設です。

Q：電子カルテ導入の動機をお聞か
せください。

星氏：当院では、医事会計システムと

してHOPE SX-R が稼働していたもの

葛飾赤十字産院

葛飾赤十字産院は、日本赤十字社が運営する唯一の産院であり、東京都の区東北部ブロッ
ク（荒川、足立、葛飾）の地域周産期母子医療センターの役割を果たしています。同院では、
2016 年 8 月にクラウド型電子カルテシステムの FUJITSU ヘルスケアソリューション
HOPE Cloud Chart を導入しました。日本赤十字社の医療機関でも初のクラウド型の採用
となった同院では、クラウドによって院内のサーバ設置スペースや BCP 対策といった課題
をクリアすると同時に、将来的な病院移転時の負担軽減も見据えた導入となっています。

クラウド型電子カルテの導入で設置スペース
や導入コストを抑え安定稼働を実現
高度周産期医療に対応し将来的な病院移転時の 
負担軽減まで見据えたシステム構築

林　　瑞成 第一産科部長　一木　邦彦 小児科副部長

星　　敏博 事務部医事課課長

星　敏博
医事課課長

一木邦彦
小児科副部長

林　瑞成
第一産科部長

〒 124-0012
東京都葛飾区立石 5-11-12
TEL：03-3693-5211
URL：http://katsushika.jrc.or.jp/
診療科目：3科目
病床数：113床
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参照できるようになりました。そし

て、院内のローカルルールや運用全

体の見直しができたことも貴重な経

験でした。

星氏：医事課としては、カルテの記

載内容がどこからでもすぐに把握で

きること、オーダを誰が出したかが

記録され、責任の所在が明確になる

ことはメリットとして実感していま

す。

クラウドによって病院移転時
の負担軽減にも期待

Q：病院の移転計画についておうか
がいします。

星氏：2021 年中に葛飾区新宿三丁目

に新築移転することで葛飾区と基本

協定を締結しました。病床は 104 床、

診療科は現在と変わりませんが、周

産期医療の中核病院としての機能の

強化、災害時対応などを図ることが

計画されています。今回、クラウド

型の電子カルテを導入したことで、

移転時の作業負荷やコストの軽減、

災害時の BCP の点でも効果を期待

しています。

Q：今後の展望をお聞かせください。
一木氏：現状では、一般撮影や超音

波などの画像診断装置の画像がリン

クしていないので、そこが電子カル

テと接続して参照できるようになる

とより診療に役立つと思います。

Q：電子カルテ導入を実現するポイ
ントをおうかがいします。

林氏：院内のスタッフが密にコミュ

ニケーションを取って、共通認識を

持つことが重要です。現場で意見を

ぶつけあって課題を共有し、後は強

いリーダーシップの下で連携しなが

ら運用を決めることがコツです。運

用が決まればあとはスムーズです。

■

〔葛飾赤十字産院のHOPE	Cloud	Chart の
導入については、富士通エフ・アイ・ピー	
株式会社（http://www.fujitsu.com/jp/	
group/fip/）にご協力をいただきました〕

で問題はありませんでした。

一木氏：小児科の医師代表として、

システムの導入に携わりましたが、

それまで周産期医療に特化した診療

とワークフローを、紙カルテをベー

スにしたローカルルールで運用して

きた部分がありましたので、院内に

は電子カルテに対する抵抗感が少な

からずありました。ただ、稼動して

まもなくすると、病棟もスムーズに

なり作った運用がうまく回っている

と感じました。

Q：  実際の導入作業はいかがでした
か。

林氏：2016 年 5 月に導入プロジェク

トがキックオフ、2 回の全体リハー

サルを経て 8 月 22 日に本稼働という

約 4 か月の超短期間の導入でしたが、

問題なく立ち上げることができまし

た。実は稼働 1 か月前に行った最初

のリハーサルでは運用が十分詰めら

れておらず、うまくいきませんでし

た。そこで、改めて各自が危機感を

持ち、部門間の運用の取り決めを現

場で直接話し合うことで一つ一つ進

めてクリアしました。

星氏：短期間で導入できたのは、一

つには日赤グループの中で同じような

システムを運用している施設のマスタ

を参考にできたことが大きかったと思

います。また、医事会計システムにつ

いても、HOPE SX-R のデータもクラ

ウドにスムーズに移行できました。

Q：電子カルテの操作についてはい
かがですか。

一木氏：医師は大学病院やほかの赤

十字病院で富士通の電子カルテの使

用経験があり、とまどうことはあり

ませんでした。そのほか、病院のス

タッフに対しては富士通エフ・アイ・

ピーが運用面のアドバイスや操作の

研修などを行ってくれたので、その

点でも助かりました。

導入後の評価と今後の展望

将来的な病院移転時
の負担軽減も期待

院内の設置スペースや管理
コストをかけずに安定稼働

Q：稼働後の状況はいかがでしたか。
星氏：以前、別の施設で携わった電

子カルテ導入では、稼働 1 週間以内

に負荷の集中からトラブルがあり心

配していたのですが、今回はまった

く問題はありませんでした。

Q：クラウド型のメリットを教えて
ください。

星氏：オンプレミス型では、100 床ク

ラスでもサーバラック数本と空調や

電源などの設備が必要ですが、クラ

ウドでは中継サーバがあるだけで特

別な設備投資は必要ありません。障

害時はコールセンターに連絡してリ

モートでの対応になりますので、院

内には常駐のスタッフなどはおらず、

メンテナンスのコストや手間という

面でも負荷は少なくなっています。

Q：電子カルテ導入による効果は。
一木氏：さまざまな記録を残すとい

う作業が効率化されたこと、また、

その記録された情報をいつでもどこ

からでも参照し、共有できることです。

紙カルテで

は、新生児

のお母さん

の情報を把

握するには

手 間 が か

かったので

すが、電子

カルテでは

産科のカル

テをすぐに葛飾赤十字産院電子カルテシステム構成図

病院 

データセンターデータセンター

連携・資源管理サーバ 部門システム 

部門端末 電子カルテ端末 

・電子カルテサーバ
・医事会計サーバ

・センター監視
・サポートセンター 

Vol.26
2017 年 3 月刊

※掲載当時の担当者であり、現在は人事異動により担当者が変更になっています。

葛飾赤十字産院
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参照できるようになりました。そし

て、院内のローカルルールや運用全

体の見直しができたことも貴重な経

験でした。

星氏：医事課としては、カルテの記

載内容がどこからでもすぐに把握で

きること、オーダを誰が出したかが

記録され、責任の所在が明確になる

ことはメリットとして実感していま

す。

クラウドによって病院移転時
の負担軽減にも期待

Q：病院の移転計画についておうか
がいします。

星氏：2021 年中に葛飾区新宿三丁目

に新築移転することで葛飾区と基本

協定を締結しました。病床は 104 床、

診療科は現在と変わりませんが、周

産期医療の中核病院としての機能の

強化、災害時対応などを図ることが

計画されています。今回、クラウド

型の電子カルテを導入したことで、

移転時の作業負荷やコストの軽減、

災害時の BCP の点でも効果を期待

しています。

Q：今後の展望をお聞かせください。
一木氏：現状では、一般撮影や超音

波などの画像診断装置の画像がリン

クしていないので、そこが電子カル

テと接続して参照できるようになる

とより診療に役立つと思います。

Q：電子カルテ導入を実現するポイ
ントをおうかがいします。

林氏：院内のスタッフが密にコミュ

ニケーションを取って、共通認識を

持つことが重要です。現場で意見を

ぶつけあって課題を共有し、後は強

いリーダーシップの下で連携しなが

ら運用を決めることがコツです。運

用が決まればあとはスムーズです。

■

〔葛飾赤十字産院のHOPE	Cloud	Chart の
導入については、富士通エフ・アイ・ピー	
株式会社（http://www.fujitsu.com/jp/	
group/fip/）にご協力をいただきました〕

で問題はありませんでした。

一木氏：小児科の医師代表として、

システムの導入に携わりましたが、

それまで周産期医療に特化した診療

とワークフローを、紙カルテをベー

スにしたローカルルールで運用して

きた部分がありましたので、院内に

は電子カルテに対する抵抗感が少な

からずありました。ただ、稼動して

まもなくすると、病棟もスムーズに

なり作った運用がうまく回っている

と感じました。

Q：  実際の導入作業はいかがでした
か。

林氏：2016 年 5 月に導入プロジェク

トがキックオフ、2 回の全体リハー

サルを経て 8 月 22 日に本稼働という

約 4 か月の超短期間の導入でしたが、

問題なく立ち上げることができまし

た。実は稼働 1 か月前に行った最初

のリハーサルでは運用が十分詰めら

れておらず、うまくいきませんでし

た。そこで、改めて各自が危機感を

持ち、部門間の運用の取り決めを現

場で直接話し合うことで一つ一つ進

めてクリアしました。

星氏：短期間で導入できたのは、一

つには日赤グループの中で同じような

システムを運用している施設のマスタ

を参考にできたことが大きかったと思

います。また、医事会計システムにつ

いても、HOPE SX-R のデータもクラ

ウドにスムーズに移行できました。

Q：電子カルテの操作についてはい
かがですか。

一木氏：医師は大学病院やほかの赤

十字病院で富士通の電子カルテの使

用経験があり、とまどうことはあり

ませんでした。そのほか、病院のス

タッフに対しては富士通エフ・アイ・

ピーが運用面のアドバイスや操作の

研修などを行ってくれたので、その

点でも助かりました。

導入後の評価と今後の展望

将来的な病院移転時
の負担軽減も期待

院内の設置スペースや管理
コストをかけずに安定稼働

Q：稼働後の状況はいかがでしたか。
星氏：以前、別の施設で携わった電

子カルテ導入では、稼働 1 週間以内

に負荷の集中からトラブルがあり心

配していたのですが、今回はまった

く問題はありませんでした。

Q：クラウド型のメリットを教えて
ください。

星氏：オンプレミス型では、100 床ク

ラスでもサーバラック数本と空調や

電源などの設備が必要ですが、クラ

ウドでは中継サーバがあるだけで特

別な設備投資は必要ありません。障

害時はコールセンターに連絡してリ

モートでの対応になりますので、院

内には常駐のスタッフなどはおらず、

メンテナンスのコストや手間という

面でも負荷は少なくなっています。

Q：電子カルテ導入による効果は。
一木氏：さまざまな記録を残すとい

う作業が効率化されたこと、また、

その記録された情報をいつでもどこ

からでも参照し、共有できることです。

紙カルテで

は、新生児

のお母さん

の情報を把

握するには

手 間 が か

かったので

すが、電子

カルテでは
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〒 177-8521
東京都練馬区高野台 3-1-10
TEL：03-5923-3111
URL：		http://www.juntendo.ac.jp/hospital_

nerima/
診療科目：26科
病床数：400床

患者向けサービス
ソリューション導入事例

患者向けサービス「HOPE LifeMark-コンシェルジュ」

8 HOPE Vision  Vol.28

た。ビーコン検知など手探り状態な

ものも多く、試行錯誤を繰り返しな

がら運用を含めて検討しました。

　患者さんが利用するには、アプリ

のインストール、利用者登録、病院

登録とステップがあるため、段階的

にアナウンスして登録を進めました。

導入後の評価

再来受付の運用変更で
快適な受診環境を実現

専用カウンターに情報を
集約しシステム改善に反映

Q：外来での患者さんの流れについ
てご説明ください。

小澤氏：通常では再診患者さんの流
れは、再来受付機に診察券を通して

受付票を受領後、各外来ブロックで

診療科受付を行い、患者基本スケ

ジュールを受け取ります。

　一方、LifeMark-コンシェルジュ

に登録した患者さんが来院される

と、病院入口付近に設置したビーコ

ンをスマートフォンが検知します。

画面上で「OK」ボタンをタップす

るだけで再来受付が完了し、受付票

ずっと模索していました。2016 年

の富士通フォーラムで、患者さんの

スマートフォン（iOS/Android）を

活用する LifeMark-コンシェルジュ

の参考出展を見てから、製品化を待

ち望んでいました。

職員が実地で検証を重ね
運用を検討し課題を解消

Q：導入作業についてお聞かせくだ
さい。

小澤氏：LifeMark-コンシェルジュ
は、電子カルテと連携することで、

病院到着時にスマートフォンがビー

コンを検知して自動再来受付をする

ことができます。患者さんのスマー

トフォンにアプリをインストールして

もらうのですが、使われる機種はさま

ざまなので、機種によりどのように

動作するかの検証が必要でした。

　医事課を中心とした職員 15人ほど

のスマートフォンで実際に検証しまし

た。これには、窓口に立つ職員たち

にシステムを理解してもらう目的も

あります。できるだけ多くの機種を

選びましたが、やはり機種によりさ

まざまな現象が生じたため、課題を

洗い出し、ひとつひとつ解消しまし

システム導入の背景と経緯

診察を待つ外来患者の
ストレス軽減に向けて

待ち時間を有効活用できる
“コンシェルジュ”を導入

Q：LifeMark-コンシェルジュ導入の
背景をお聞かせください。

小澤氏：当院は病床数 400 床ですが、
外来患者数が平均 1300 名を超えて

おり、2005 年の開院当初から長い

時には数時間に及ぶ待ち時間が課題

となっています。この診察待ち時間

は、もはやシステム導入や体制の変

更では解消できないので、患者さん

のストレスを軽減するために、待ち

時間を有効活用してもらう方法を、

順天堂大学医学部附属練馬病院

“断らない医療”を実践している順天堂大学医学部附属練馬病院では、診察待ち時間の長
さが課題となっていました。そこで、待ち時間を有効活用してもらうため、2017年6月
に患者さんのスマートフォンを利用した患者向けサービスHOPE LifeMark- コンシェル
ジュを導入しました。これにより、受付後に好きな場所で自由に過ごせるようになった患
者さんからは、期待と評価の声が寄せられています。同院では、将来的な機能拡張も視野
に入れ、蓄積されたデータの活用方法の検討も始めています。

診察待ち時間を自由に過ごせることで
外来患者のストレスを軽減
スマートフォンによる自動再来受付や診察状況通知で
外来患者の負担を軽減し、患者サービスの質も向上

直居　　豊 放射線科教授 / 医療情報管理室室長

小澤　淳子 医療情報管理室課長補佐

小澤淳子
医療情報管理室 

課長補佐

直居　豊
放射線科教授 / 

医療情報管理室室長

順天堂大学医学部附属練馬病院
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直居氏：まずはこのシステムが、患

者さんに浸透することが必要です。

スマートフォン利用者に限定されま

すが、その中でどれほどの患者さん

に使ってもらえるかが、今後の活用

のカギだと思っています。

小澤氏：LifeMark-コンシェルジュ

には、電子カルテの診察や検査の予

約情報と連携し、自宅などからス

マートフォンで次回以降の予約を確

認できる機能もあります。しかし、

実際には予約を忘れてしまう患者さ

んもいますので、アラートリマイン

ド機能を導入する予定です。特に検

査予約では、食事制限や前処置など

の事前準備を忘れると、当日の検査

が滞ってしまうため、この機能によ

り検査業務がスムーズになると期待

してます。

　また、病気に関する情報や患者さん

自身が自己管理できるようなコンテン

ツの配信を考えています。そこからさ

らに一歩進めて、院内各所で患者さ

んが能動的に情報を取得するような

仕掛けができれば、医療に対して受

け身な患者さんの意識が変わるきっ

かけになると思いますし、患者さん

の興味関心を知ることもできます。

　導入前から、蓄積したデータを解析

し、今後の医療にどう生かしていける

かを重視していたので、LifeMark- 

コンシェルジュの将来的な機能拡張

に期待しています。アプリには複数

の病院を登録できるため、ほかの病

院にも広がって発展していけば、患

者さんの情報基盤となり、医療の安

全や質の向上に寄与できると考えて

います。■

が立ち上がります。そのままコン

シェルジュ専用カウンターに進み、

アプリに表示される QR コードを

リーダーにかざすだけで診療科受付

ができます。専用カウンターの職員

から、当日のスケジュールを受け取

れば、診察前の手続きはすべて完了

します。

　診察の順番まであと2人になると、

スマートフォンに通知メールが送ら

れるため、それまでの間、患者さん

は院内に留まる必要はなく、どこで

も好きなところで過ごすことができ

ます。

Q：専用カウンターを設けた理由を
お聞かせください。

小澤氏：患者さんのスマートフォン

は機種も設定も異なるので、起こる

問題もさまざまです。ブロック受付

にすると各所で生じた問題を集約し

にくくなるため、専用カウンターに

一元化することにしました。人員の

配置換えを伴う大きな変更でしたが、

この運用にして良かったと感じてい

ます。

特に子ども連れでの
診察待ちで高評価の声

Q：LifeMark-コンシェルジュの利用
状況を教えてください。

小澤氏：2017 年 6 月にサービスを開

始してから 3 か月で、登録数は約

400 人になりました。現在も毎日 

5 〜 20 人の新規登録があります。

　導入前に外来患者さんにアンケー

トを行いました。回答いただいた方

の約半数が LifeMark-コン

シェルジュを「使ってみた

い」と回答し、導入の後押

しとなりました。導入後も

興味を持った患者さんから、

専用カウンターに多くの問

い合わせが寄せられていま

す。

Q： 実際に利用している患者
さんの反応はいかがで
しょうか。

小澤氏：小児科に来院され

るお母さんの評判がいいと小児科の

医師から聞いています。お子さんを

連れての受付や、混み合った待合で

の待機は大変ですが、受付が簡便で

あり、待機場所も限定されないこと

が好評価につながっているのではな

いかと思います。また、車で来院さ

れる方には駐車場に入った途端、受

付が完了できるので早くて便利と好

評です。

現在の課題と今後の展望

患者さんの能動的な
医療参画にも活用

医療の支えとなるような
改善や機能拡張に期待

Q：現時点での課題はありますか。
直居氏：登録患者さんの数は増えて

いるのですが、実際にその患者さん

がうまく使えているのかどうか、

データを出してきちんと評価する必

要があると思います。

小澤氏：登録患者さんの ID を抽出

できるツールができたので、データ

ベースを作成しつつ、利用率などの

情報を出す予定です。また、電子カ

ルテ上で利用者がわかれば使い勝手

が良くなると思います。

　システムは導入後に、どう活用・

改善すれば医療の支えになるかを考

えることが大事です。富士通は一緒

に考えてくれるのでありがたいと感

じています。

Q：今後の展望をお聞かせください。

HOPE LifeMark-コンシェルジュの表示画面イメージ

自動再来受付 診察状況

312

総合受付に設置されたHOPE LifeMark-コン
シェルジュの専用カウンター
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〒 177-8521
東京都練馬区高野台 3-1-10
TEL：03-5923-3111
URL：		http://www.juntendo.ac.jp/hospital_

nerima/
診療科目：26科
病床数：400床

患者向けサービス
ソリューション導入事例

患者向けサービス「HOPE LifeMark-コンシェルジュ」
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た。ビーコン検知など手探り状態な

ものも多く、試行錯誤を繰り返しな

がら運用を含めて検討しました。

　患者さんが利用するには、アプリ

のインストール、利用者登録、病院

登録とステップがあるため、段階的

にアナウンスして登録を進めました。

導入後の評価

再来受付の運用変更で
快適な受診環境を実現

専用カウンターに情報を
集約しシステム改善に反映

Q：外来での患者さんの流れについ
てご説明ください。

小澤氏：通常では再診患者さんの流
れは、再来受付機に診察券を通して

受付票を受領後、各外来ブロックで

診療科受付を行い、患者基本スケ

ジュールを受け取ります。

　一方、LifeMark-コンシェルジュ

に登録した患者さんが来院される

と、病院入口付近に設置したビーコ

ンをスマートフォンが検知します。

画面上で「OK」ボタンをタップす

るだけで再来受付が完了し、受付票

ずっと模索していました。2016 年

の富士通フォーラムで、患者さんの

スマートフォン（iOS/Android）を

活用する LifeMark-コンシェルジュ

の参考出展を見てから、製品化を待

ち望んでいました。

職員が実地で検証を重ね
運用を検討し課題を解消

Q：導入作業についてお聞かせくだ
さい。

小澤氏：LifeMark-コンシェルジュ
は、電子カルテと連携することで、

病院到着時にスマートフォンがビー

コンを検知して自動再来受付をする

ことができます。患者さんのスマー

トフォンにアプリをインストールして

もらうのですが、使われる機種はさま

ざまなので、機種によりどのように

動作するかの検証が必要でした。

　医事課を中心とした職員 15人ほど

のスマートフォンで実際に検証しまし

た。これには、窓口に立つ職員たち

にシステムを理解してもらう目的も

あります。できるだけ多くの機種を

選びましたが、やはり機種によりさ

まざまな現象が生じたため、課題を

洗い出し、ひとつひとつ解消しまし

システム導入の背景と経緯

診察を待つ外来患者の
ストレス軽減に向けて

待ち時間を有効活用できる
“コンシェルジュ”を導入

Q：LifeMark-コンシェルジュ導入の
背景をお聞かせください。

小澤氏：当院は病床数 400 床ですが、
外来患者数が平均 1300 名を超えて

おり、2005 年の開院当初から長い

時には数時間に及ぶ待ち時間が課題

となっています。この診察待ち時間

は、もはやシステム導入や体制の変

更では解消できないので、患者さん

のストレスを軽減するために、待ち

時間を有効活用してもらう方法を、

順天堂大学医学部附属練馬病院

“断らない医療”を実践している順天堂大学医学部附属練馬病院では、診察待ち時間の長
さが課題となっていました。そこで、待ち時間を有効活用してもらうため、2017年6月
に患者さんのスマートフォンを利用した患者向けサービスHOPE LifeMark- コンシェル
ジュを導入しました。これにより、受付後に好きな場所で自由に過ごせるようになった患
者さんからは、期待と評価の声が寄せられています。同院では、将来的な機能拡張も視野
に入れ、蓄積されたデータの活用方法の検討も始めています。

診察待ち時間を自由に過ごせることで
外来患者のストレスを軽減
スマートフォンによる自動再来受付や診察状況通知で
外来患者の負担を軽減し、患者サービスの質も向上

直居　　豊 放射線科教授 / 医療情報管理室室長

小澤　淳子 医療情報管理室課長補佐

小澤淳子
医療情報管理室 

課長補佐

直居　豊
放射線科教授 / 

医療情報管理室室長

順天堂大学医学部附属練馬病院
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直居氏：まずはこのシステムが、患

者さんに浸透することが必要です。

スマートフォン利用者に限定されま

すが、その中でどれほどの患者さん

に使ってもらえるかが、今後の活用

のカギだと思っています。

小澤氏：LifeMark-コンシェルジュ

には、電子カルテの診察や検査の予

約情報と連携し、自宅などからス

マートフォンで次回以降の予約を確

認できる機能もあります。しかし、

実際には予約を忘れてしまう患者さ

んもいますので、アラートリマイン

ド機能を導入する予定です。特に検

査予約では、食事制限や前処置など

の事前準備を忘れると、当日の検査

が滞ってしまうため、この機能によ

り検査業務がスムーズになると期待

してます。

　また、病気に関する情報や患者さん

自身が自己管理できるようなコンテン

ツの配信を考えています。そこからさ

らに一歩進めて、院内各所で患者さ

んが能動的に情報を取得するような

仕掛けができれば、医療に対して受

け身な患者さんの意識が変わるきっ

かけになると思いますし、患者さん

の興味関心を知ることもできます。

　導入前から、蓄積したデータを解析

し、今後の医療にどう生かしていける

かを重視していたので、LifeMark- 

コンシェルジュの将来的な機能拡張

に期待しています。アプリには複数

の病院を登録できるため、ほかの病

院にも広がって発展していけば、患

者さんの情報基盤となり、医療の安

全や質の向上に寄与できると考えて

います。■

が立ち上がります。そのままコン

シェルジュ専用カウンターに進み、

アプリに表示される QR コードを

リーダーにかざすだけで診療科受付

ができます。専用カウンターの職員

から、当日のスケジュールを受け取

れば、診察前の手続きはすべて完了

します。

　診察の順番まであと2人になると、

スマートフォンに通知メールが送ら

れるため、それまでの間、患者さん

は院内に留まる必要はなく、どこで

も好きなところで過ごすことができ

ます。

Q：専用カウンターを設けた理由を
お聞かせください。

小澤氏：患者さんのスマートフォン

は機種も設定も異なるので、起こる

問題もさまざまです。ブロック受付

にすると各所で生じた問題を集約し

にくくなるため、専用カウンターに

一元化することにしました。人員の

配置換えを伴う大きな変更でしたが、

この運用にして良かったと感じてい

ます。

特に子ども連れでの
診察待ちで高評価の声

Q：LifeMark-コンシェルジュの利用
状況を教えてください。

小澤氏：2017 年 6 月にサービスを開

始してから 3 か月で、登録数は約

400 人になりました。現在も毎日 

5 〜 20 人の新規登録があります。

　導入前に外来患者さんにアンケー

トを行いました。回答いただいた方

の約半数が LifeMark-コン

シェルジュを「使ってみた

い」と回答し、導入の後押

しとなりました。導入後も

興味を持った患者さんから、

専用カウンターに多くの問

い合わせが寄せられていま

す。

Q： 実際に利用している患者
さんの反応はいかがで
しょうか。

小澤氏：小児科に来院され

るお母さんの評判がいいと小児科の

医師から聞いています。お子さんを

連れての受付や、混み合った待合で

の待機は大変ですが、受付が簡便で

あり、待機場所も限定されないこと

が好評価につながっているのではな

いかと思います。また、車で来院さ

れる方には駐車場に入った途端、受

付が完了できるので早くて便利と好

評です。

現在の課題と今後の展望

患者さんの能動的な
医療参画にも活用

医療の支えとなるような
改善や機能拡張に期待

Q：現時点での課題はありますか。
直居氏：登録患者さんの数は増えて

いるのですが、実際にその患者さん

がうまく使えているのかどうか、

データを出してきちんと評価する必

要があると思います。

小澤氏：登録患者さんの ID を抽出

できるツールができたので、データ

ベースを作成しつつ、利用率などの

情報を出す予定です。また、電子カ

ルテ上で利用者がわかれば使い勝手

が良くなると思います。

　システムは導入後に、どう活用・

改善すれば医療の支えになるかを考

えることが大事です。富士通は一緒

に考えてくれるのでありがたいと感

じています。

Q：今後の展望をお聞かせください。

HOPE LifeMark-コンシェルジュの表示画面イメージ

自動再来受付 診察状況

312

総合受付に設置されたHOPE LifeMark-コン
シェルジュの専用カウンター
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Feature1
デジタルトランスフォーメーションが変えるヘルスケアの未来

昭和大学では、2014年から附属病院の電子カルテシステムと部門システムの共通化を進めています。同時に、横浜地
区の3病院では、“One server One system”による電子カルテシステムの統合プロジェクトが進められており、ICカー
ド（FeliCa）による統一診察券とスマートフォンを使ったPHR（Personal Health Record）の仕組みがスタート 
します。“カルテは患者のものである”という理念に基づいて、新しいスタイルの地域連携、ヘルスケア情報の活用を 
めざす昭和大学の取り組みについて、システム構築を統括する総合情報管理センターの中村明央教授にうかがいました。

スマートフォンとクラウドを活用した
“平等”な医療連携システムの試み

個人による情報管理

中村　明央�氏　昭和大学�総合情報管理センター�教授

「カルテは患者のものである」の
理念の下、患者個人が診療情報を 
管理するPHRシステムを構築

「カルテは患者のものである」の
理念の下、患者個人が診療情報を 
管理するPHRシステムを構築

「カルテは患者のものである」の
理念の下、患者個人が診療情報を 
管理するPHRシステムを構築

「カルテは患者のものである」の
理念の下、患者個人が診療情報を 
管理するPHRシステムを構築
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な個人情報であり、その扱いには最

大の注意が必要です。まして当大学

のように各病院が 1 つのネットワー

クにつながっていればなおさらで

す。その中でオンラインで医療連携

や情報共有を行うには、最大級のセ

キュリティ対策が必要で膨大なコス

トがかかります。そこで直接電子カ

ルテシステムにはつながず、IC カー

ドによる個人認証と、Bluetooth や

NFC によるデータ転送の組み合わせ

を採用しました（2 要素患者認証）。

これによって、電子カルテシステム

は外部接続することなく堅牢性が保

たれ、患者は自分の診療情報を自分

の意志で管理することができます」。

スマートフォンに電子カルテの
データをダウンロード
　昭和大学の PHR システムでは、

患者は自分のスマートフォンに専用

アプリをダウンロードし、事前に利

用者登録を行います。受診する病院

で QR コードをスキャンして病院を

登録します。これによって電子カル

テと患者のスマートフォンが、患者

ID を介して紐づけられます。ダウン

ロードできる電子カルテのデータ

は、アレルギー情報などの患者プロ

ファイル、検査結果、処方内容、レポー

ト、予約情報で、将来的には退院サ

マリ、手術所見、診療情報提供書な

子カルテシステムが稼働しており、

20 年近くの診療データが蓄積されて

います。ID 統合によってデータ利活

用の可能性が大きく広がることが期

待できます」とねらいを説明します。

統一診察券をキーにした 
PHR システム構築
　3 病院統合カルテでは、患者 ID の

統合とともに診察券の 1 枚化（統一診

察券）も進められました。統一診察券

には IC カード（FeliCa）を採用し、

複数施設の患者 ID を登録できるほ

か、将来的にはマイナンバーや医療等

ID などにも対応可能です。そして、

この IC カードを利用して、「カルテは

患者のものである」との理念を実現す

る新しい PHR システムを構築しまし

た。PHR システムでは、患者は統一

診察券の FeliCa で認証して、患者の

スマートフォンに電子カルテの診療

データをダウンロードできます。ダウ

ンロードした診療情報を患者の意志で

クラウドサービスに転送することによ

り、ほかの医療機関との情報共有や薬

局と相互に薬剤情報を連携したり、予

約通知などのアラート機能などが利用

できるようになります。中村教授は、

IC カードとスマートフォンを利用し

た PHR システムの構築について次の

ように説明します。

　「電子カルテのデータは、最も機微

3 病院で“One server One 
system”のシステム構築
　昭和大学の電子カルテシステムの

共通化は、トータルコストの削減と

システムの安定化などを目的として

2014 年から進められてきたもので、

2020 年 1 月の横浜市北部病院（北部）

の電子カルテシステムの更新によっ

て、6 病院〔大学病院、東病院（旗の

台）、江東豊洲病院（豊洲）、藤が丘病

院（藤が丘）、藤が丘リハビリテーショ

ン病院（藤が丘リハ）、北部〕のシス

テムが共通化されます。また、同時

に進められている横浜地区 3 病院（藤

が丘、藤が丘リハ、北部）の電子カ

ルテシステム統合プロジェクトで

は、北部病院にサーバを設置し、患

者 ID の統合、マスタ統一、データ統

合も行います。データ管理には VNA

（Vendor Neutral Archive）を採用し、

更新コストやメンテナンスコストの

さらなる削減、データ利活用や病院

間の情報連携の効率化を図ります。

中村教授は、「6 病院のシステムの共

通化は、電子カルテをはじめ部門シ

ステムをすべて同じベンダーに統一

しました。その上で病院間は高速専

用回線でネットワークしています。

一方で、横浜地区の 3 病院について

は、さらに一歩進めて患者 ID を統合

して 1 つのサーバで運用します。北

部病院は、2001 年の開院当初から電
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を一元管理でき、医療機関間の情報

共有がスムーズになります。さらに、

この“スマートフォン診察券”から、

“スマートフォンカルテ”になれば

スマートフォンを電子カルテの端末

代わりに使うことも不可能ではあり

ません。さらにその先にはクラウド

と連携して、医療機関と通信で診察

する“インターネット診療”も可能

になります。また、さまざまな分野

でクラウドデータが利活用されるこ

とが期待されます」。

　中村教授は、PHR を核としたシス

テムについて、「セキュリティ面での

安全性が高く、安価に導入でき、医

療者にとっても、患者にとっても、

便利で利用の幅の広い、そして何よ

り平等なシステムです。これが広く

受け入れられるように行政など関係

方面と調整を進めると同時に、街ぐ

るみでの健康増進に発展できるよう

に可能性を探っていきたいと思いま

す。最終的には、“カルテは患者のも

のである”という考え方がどこまで

受け入れられるかが普及への鍵にな

ると思います」と述べ、PHR システ

ムの広がりに期待を寄せました。■

と同時に、都市型の

医療連携システムの

一つの解決方法にな

ると思います」。

　また、中村教授は

今回の PHR システ

ムの重要なポイント

は“平等”であるこ

とだと次のように語

ります。

　「ネットワークや運

営団体に参加してい

る か ど う か に よ っ

て、医療連携や情報

共有ができないのは

医療施設にも患者に

と っ て も 不 公 平 で

す。われわれの構築

した PHR を軸とす

る 都 市 型 地 域 連 携

は、患者が主体となっ

て自分の診療情報を活用できるよう

になるとともに、すべての医療施設、

すべての患者にとって平等です。設

備投資や保守のコストも安価にすみ

ます。通信は患者のスマートフォン

で行うので、医療施設側の負担はゼ

ロです。患者の持つ診療情報をどの

クリニックとでも、共有する環境を、

簡単に整えられます。医療連携ネッ

トワークに入りたいのに入れないと

いった、医療施設にとっての不平等

も起こりませんし、それは患者にとっ

ても平等な医療連携です」。

ICT を活用して“平等”な 
医療連携を可能にする
　3 病院の IC カード診察券への切り

替えは、2020 年の 1 月から、スマー

トフォンを利用した PHR は、同年 

4 月から開始の予定です。中村教授

は、PHR システムの将来像としてス

マートフォンに診察券の機能が搭載

されることを構想しています。

　「スマートフォンに複数の医療機関

の診察券が入れられれば、患者さん

の利便性も格段に向上します。さら

に、スマートフォンだけで診療情報

ども利用できる予定です。中村教授

は、以前から“カルテは患者のもの

である”の理念の下、診療ではカル

テの検査データやレポートを患者用

とかかりつけ医用に 2 部印刷し、患

者に提供してきました。「われわれの

PHR システムでは、それを患者が自

分で管理できます。スマートフォン

を活用することで、簡単に、いつで

も、どこでもデータ活用できること

がポイントです」（中村教授）。

　患者はダウンロードした自分の診

療情報を、スマートフォンからクラウ

ドに転送することができます。クラウ

ドサービスを利用して、病院や診療

所、救急外来での診療情報の共有、

保存された診療データを基にしたア

ラート機能（診察の予約通知、検査

の前処置の注意喚起、服薬指導な

ど）、薬局連携などのサービスが利用

できます。さらに、クラウドに保存さ

れたデータを利用して、遠隔地にい

る家族がクラウド上の診療情報など

にアクセスして状態を確認すると

いった活用方法なども考えられます。

PHR による都市型の 
医療連携システムを指向
　この PHR システムは、従来の地

域連携ネットワークに代わる新しい

医療連携の仕組みとして期待されま

す。中村教授は、都市部には基幹病

院を中心とした 1 対多の地域連携

ネットワークが構築しにくい医療環

境があると次のように説明します。

　「地方都市などでは、基幹病院と診

療所、あるいは基幹病院同士を結ぶ

ネットワークで、ある程度地域の住

民をカバーできます。しかし、多く

の医療機関が混在する都市部では、

医療圏を 1 つのネットワークでカ

バーするのは不可能で、できたとし

ても運用には大きなコストがかかり

ます。都市部の医療機関と患者をつ

なぐためには、患者個々が自分のデー

タを管理して必要な時に医療機関に

提供できる仕組みが最も合理的で

す。PHR は個人のデータ管理である

図 1　新しい都市型地域連携システム

２要素患者認証 
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昭和大学では、2014年から附属病院の電子カルテシステムと部門システムの共通化を進めています。同時に、横浜地
区の3病院では、“One server One system”による電子カルテシステムの統合プロジェクトが進められており、ICカー
ド（FeliCa）による統一診察券とスマートフォンを使ったPHR（Personal Health Record）の仕組みがスタート 
します。“カルテは患者のものである”という理念に基づいて、新しいスタイルの地域連携、ヘルスケア情報の活用を 
めざす昭和大学の取り組みについて、システム構築を統括する総合情報管理センターの中村明央教授にうかがいました。

スマートフォンとクラウドを活用した
“平等”な医療連携システムの試み

個人による情報管理

中村　明央�氏　昭和大学�総合情報管理センター�教授

「カルテは患者のものである」の
理念の下、患者個人が診療情報を 
管理するPHRシステムを構築

「カルテは患者のものである」の
理念の下、患者個人が診療情報を 
管理するPHRシステムを構築

「カルテは患者のものである」の
理念の下、患者個人が診療情報を 
管理するPHRシステムを構築

「カルテは患者のものである」の
理念の下、患者個人が診療情報を 
管理するPHRシステムを構築
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な個人情報であり、その扱いには最

大の注意が必要です。まして当大学

のように各病院が 1 つのネットワー

クにつながっていればなおさらで

す。その中でオンラインで医療連携

や情報共有を行うには、最大級のセ

キュリティ対策が必要で膨大なコス

トがかかります。そこで直接電子カ

ルテシステムにはつながず、IC カー

ドによる個人認証と、Bluetooth や

NFC によるデータ転送の組み合わせ

を採用しました（2 要素患者認証）。

これによって、電子カルテシステム

は外部接続することなく堅牢性が保

たれ、患者は自分の診療情報を自分

の意志で管理することができます」。

スマートフォンに電子カルテの
データをダウンロード
　昭和大学の PHR システムでは、

患者は自分のスマートフォンに専用

アプリをダウンロードし、事前に利

用者登録を行います。受診する病院

で QR コードをスキャンして病院を

登録します。これによって電子カル

テと患者のスマートフォンが、患者

ID を介して紐づけられます。ダウン

ロードできる電子カルテのデータ

は、アレルギー情報などの患者プロ

ファイル、検査結果、処方内容、レポー

ト、予約情報で、将来的には退院サ

マリ、手術所見、診療情報提供書な

子カルテシステムが稼働しており、

20 年近くの診療データが蓄積されて

います。ID 統合によってデータ利活

用の可能性が大きく広がることが期

待できます」とねらいを説明します。

統一診察券をキーにした 
PHR システム構築
　3 病院統合カルテでは、患者 ID の

統合とともに診察券の 1 枚化（統一診

察券）も進められました。統一診察券

には IC カード（FeliCa）を採用し、

複数施設の患者 ID を登録できるほ

か、将来的にはマイナンバーや医療等

ID などにも対応可能です。そして、

この IC カードを利用して、「カルテは

患者のものである」との理念を実現す

る新しい PHR システムを構築しまし

た。PHR システムでは、患者は統一

診察券の FeliCa で認証して、患者の

スマートフォンに電子カルテの診療

データをダウンロードできます。ダウ

ンロードした診療情報を患者の意志で

クラウドサービスに転送することによ

り、ほかの医療機関との情報共有や薬

局と相互に薬剤情報を連携したり、予

約通知などのアラート機能などが利用

できるようになります。中村教授は、

IC カードとスマートフォンを利用し

た PHR システムの構築について次の

ように説明します。

　「電子カルテのデータは、最も機微

3 病院で“One server One 
system”のシステム構築
　昭和大学の電子カルテシステムの

共通化は、トータルコストの削減と

システムの安定化などを目的として

2014 年から進められてきたもので、

2020 年 1 月の横浜市北部病院（北部）

の電子カルテシステムの更新によっ

て、6 病院〔大学病院、東病院（旗の

台）、江東豊洲病院（豊洲）、藤が丘病

院（藤が丘）、藤が丘リハビリテーショ

ン病院（藤が丘リハ）、北部〕のシス

テムが共通化されます。また、同時

に進められている横浜地区 3 病院（藤

が丘、藤が丘リハ、北部）の電子カ

ルテシステム統合プロジェクトで

は、北部病院にサーバを設置し、患

者 ID の統合、マスタ統一、データ統

合も行います。データ管理には VNA

（Vendor Neutral Archive）を採用し、

更新コストやメンテナンスコストの

さらなる削減、データ利活用や病院

間の情報連携の効率化を図ります。

中村教授は、「6 病院のシステムの共

通化は、電子カルテをはじめ部門シ

ステムをすべて同じベンダーに統一

しました。その上で病院間は高速専

用回線でネットワークしています。

一方で、横浜地区の 3 病院について

は、さらに一歩進めて患者 ID を統合

して 1 つのサーバで運用します。北

部病院は、2001 年の開院当初から電
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を一元管理でき、医療機関間の情報

共有がスムーズになります。さらに、

この“スマートフォン診察券”から、

“スマートフォンカルテ”になれば

スマートフォンを電子カルテの端末

代わりに使うことも不可能ではあり

ません。さらにその先にはクラウド

と連携して、医療機関と通信で診察

する“インターネット診療”も可能

になります。また、さまざまな分野

でクラウドデータが利活用されるこ

とが期待されます」。

　中村教授は、PHR を核としたシス

テムについて、「セキュリティ面での

安全性が高く、安価に導入でき、医

療者にとっても、患者にとっても、

便利で利用の幅の広い、そして何よ

り平等なシステムです。これが広く

受け入れられるように行政など関係

方面と調整を進めると同時に、街ぐ

るみでの健康増進に発展できるよう

に可能性を探っていきたいと思いま

す。最終的には、“カルテは患者のも

のである”という考え方がどこまで

受け入れられるかが普及への鍵にな

ると思います」と述べ、PHR システ

ムの広がりに期待を寄せました。■

と同時に、都市型の

医療連携システムの

一つの解決方法にな

ると思います」。

　また、中村教授は

今回の PHR システ

ムの重要なポイント

は“平等”であるこ

とだと次のように語

ります。

　「ネットワークや運

営団体に参加してい

る か ど う か に よ っ

て、医療連携や情報

共有ができないのは

医療施設にも患者に

と っ て も 不 公 平 で

す。われわれの構築

した PHR を軸とす

る 都 市 型 地 域 連 携

は、患者が主体となっ

て自分の診療情報を活用できるよう

になるとともに、すべての医療施設、

すべての患者にとって平等です。設

備投資や保守のコストも安価にすみ

ます。通信は患者のスマートフォン

で行うので、医療施設側の負担はゼ

ロです。患者の持つ診療情報をどの

クリニックとでも、共有する環境を、

簡単に整えられます。医療連携ネッ

トワークに入りたいのに入れないと

いった、医療施設にとっての不平等

も起こりませんし、それは患者にとっ

ても平等な医療連携です」。

ICT を活用して“平等”な 
医療連携を可能にする
　3 病院の IC カード診察券への切り

替えは、2020 年の 1 月から、スマー

トフォンを利用した PHR は、同年 

4 月から開始の予定です。中村教授

は、PHR システムの将来像としてス

マートフォンに診察券の機能が搭載

されることを構想しています。

　「スマートフォンに複数の医療機関

の診察券が入れられれば、患者さん

の利便性も格段に向上します。さら

に、スマートフォンだけで診療情報

ども利用できる予定です。中村教授

は、以前から“カルテは患者のもの

である”の理念の下、診療ではカル

テの検査データやレポートを患者用

とかかりつけ医用に 2 部印刷し、患

者に提供してきました。「われわれの

PHR システムでは、それを患者が自

分で管理できます。スマートフォン

を活用することで、簡単に、いつで

も、どこでもデータ活用できること

がポイントです」（中村教授）。

　患者はダウンロードした自分の診

療情報を、スマートフォンからクラウ

ドに転送することができます。クラウ

ドサービスを利用して、病院や診療

所、救急外来での診療情報の共有、

保存された診療データを基にしたア

ラート機能（診察の予約通知、検査

の前処置の注意喚起、服薬指導な

ど）、薬局連携などのサービスが利用

できます。さらに、クラウドに保存さ

れたデータを利用して、遠隔地にい

る家族がクラウド上の診療情報など

にアクセスして状態を確認すると

いった活用方法なども考えられます。

PHR による都市型の 
医療連携システムを指向
　この PHR システムは、従来の地

域連携ネットワークに代わる新しい

医療連携の仕組みとして期待されま

す。中村教授は、都市部には基幹病

院を中心とした 1 対多の地域連携

ネットワークが構築しにくい医療環

境があると次のように説明します。

　「地方都市などでは、基幹病院と診

療所、あるいは基幹病院同士を結ぶ

ネットワークで、ある程度地域の住

民をカバーできます。しかし、多く

の医療機関が混在する都市部では、

医療圏を 1 つのネットワークでカ

バーするのは不可能で、できたとし

ても運用には大きなコストがかかり

ます。都市部の医療機関と患者をつ

なぐためには、患者個々が自分のデー

タを管理して必要な時に医療機関に

提供できる仕組みが最も合理的で

す。PHR は個人のデータ管理である

図 1　新しい都市型地域連携システム

２要素患者認証 

病院から安全に診療情報をスマートフォンに転送 

暗号化 

患者所有によるさまざまなデータ活用

NFC
電子カルテシステム

1．血液検査
2．処方内容
3．レポート
4．予約情報
5．患者プロファイル
etc

図 2　 個人が主体となりデータを管理し、活用していく新しい 
スタイル

2．病院からのデータ提供1．患者の事前登録準備 3．クラウドデータの活用

　患者認証

　データ転送

2 要素患者認証

Cloud

病院・診療所・救急外来情報共有

アラート機能
（予約通知等）
健康データの共有

薬局連携

① 専用アプリの利用
② 病院の登録 

スマートフォンにデータ提供

個人の意志で
Cloudに

データ転送

個人

薬局
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そして未来への展望
Back to the Beginning

和田「電子カルテ化という変化の過程を
現場でお客様と一緒に経験できたことは
大きな財産になりました」

平田：まず、簡単な自己紹介と業務経歴の中で印象に残っ
ている出来事を教えてください。
金川：2002 年入社で、主に電子カルテシステム開発を担

当してきました。その中で、印象深いのは富士通の電子

カルテユーザー会である“利用の達人”です。初期には

システムに課題も多く、年 1 回の総会の場でたくさんの

宿題をいただきました。それを多くの方々と一緒に大き

な“熱量”で開発してきたことが忘れられません。

井上：2003 年入社で、私も電子カルテに関連する開発に

携わってきました。システムを開発して実際に稼働させ

たことも印象深いのですが、やはり自分の未熟さから失

敗してトラブルを起こしたり、新パッケージが動かずに

連日徹夜したり、お客様に迷惑をかけてしまったことの

方が強く印象に残っていますね。

辻元：私も 2003 年入社で、電子カルテや地域医療ネッ

トワークの開発を担当してきました。印象に残っている

のは、「HOPE EGMAIN-GX」のリリースです。それま

では新規リリースの稼働初日に問題点が 200 件というこ

ともあったのが、EGMAIN-GX では稼働初日で数件程度

で済んだと聞いて、いろいろな方の協力で品質の高いも

のを提供できたと実感したことです。

和田：私は関西でシステム導入のプロジェクトリーダー

を務めたあと、電子カルテのパッケージ開発に異動しま

した。印象深いのは病院の現場で、紙カルテから電子カ

ルテ化にお客様と共に取り組んだことです。それまでの

当たり前を変えるには大変なパワーが必要で、実現に向

けて苦労して考えて実践する過程を一緒に経験できたこ

とは今でも財産になっています。

田中：2000 年入社で関西地区の営業担当から本社に移っ

てビジネス推進担当として製品企画やプロモーション活

動を行ってきました。担当は地域医療ネットワーク

（HumanBridge）です。営業する中で、お客様から「地域

医療ネットワークの最適解は富士通 1 社で固めることで

はなく、その地域に一番良い答えを見つけることではな

いか」と諭されたことが忘れられません。営業としては

自社製品を使ってもらうことが大前提ですが、お客様の

問題を解決するためには他社や他業種の人たちと協働す

ることも大事だと思うきっかけになりました。

鶴田：私は 2003 年から九州地区の営業として、電子カ

ルテや地域医療ネットワークなど、さまざまなパート

ナー様とも連携させていただきながら、幅広いシステム

の提案に携ってまいりました。特に印象に残っているの

は、お客様からの「あなたは自分が販売したシステムで、

自分の親や子どもの情報を管理したいですか」という問

いかけでした。改めてシステムの信頼性と診療情報を扱

う重みを認識すると同時に、圧倒的ナンバーワンをめざ

す会社として、もっとお客様の期待に応えていかなけれ

ばならないと思いました。

金川「濃密で価値の高い電子カルテの 
データを社会に循環させる仕組みづくり
が必要」

平田：電子カルテの普及が医療現場にもたらした成果と
残っている課題はなんでしょうか。

※現在は、ソーシャルデザイン事業本部デジタルラボ事業部 Well-Being PF 推進室に所属

電子カルテシステムの普及が本格的に進んだ2000年代から、多くの社員が医療のデジタル化に取り組んできました。今、
医療のデジタルトランスフォーメーション（DX）の最前線で日々業務に取り組む各部門のリーダーに、これまでの足
跡を振り返りながら、富士通のヘルスケアシステムが果たしてきた役割と、新型コロナウイルス感染症の流行という不
測の事態の中で、DX を中心とするこれからのチャレンジを語り合いました。

電子カルテ、地域医療連携から介護、行政システムまで、 
幅広いリソースを持つ富士通が新しいヘルスケアの
DX を推進していく

「富士通社員が語るヘルスケアDX のこれから」

出席者 辻元　洋典　�ヘルスケアソリューション事業本部 
クラウドサービス事業部 マネージャー

金川　賢一　同 HX ソリューション事業部 シニアマネージャー

井上　貴宏　同 第一ソリューション事業部シニアマネージャー

和田　叔子　同 第一ソリューション事業部シニアマネージャー

田中　宏明　�ヘルスケアビジネス推進統括部第ニヘルスケアビジネス
推進部シニアマネージャー※

鶴田　　啓　九州支社ヘルスケア第一ビジネス部 シニアマネージャー

司　会 平田　裕美　パートナー ・ プロモーション戦略推進統括部プロモーション推進部 マネージャー

オンライン・セッション
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オンライン・セッションそして未来への展望Back to the Beginning

テを採用して

いる医療機関

の約半数には

HumanBridge

を導入いただ

いています。その一方で、コストに見合わないと導入さ

れていない施設がまだ半分あるわけで、電子カルテに蓄

積された質の高いデータをさらに活用していただくため

にも、インフラの部分の利用価値を高めて、もっと広げ

ていくことが必要だと感じています。

辻元「コロナ禍で厳しい状況にある医療
機関を富士通のトータルソリューション
でサポートしたい」

平田：DXシフトの波と同時に、COVID-19 への対応と
いう新たな課題が加わり、大きな変化が求められていま
す。その課題をどう解決していけばよいでしょうか。
田中：コロナ禍では、大きな病院に患者さんが集中して

は困るため、地域医療連携がより重要になりますから、

地域医療連携ネットワークの価値は高まりますし、一つ

のきっかけになると思います。

井上：その意味では、スマートフォンを使った患者向け

サービスの「HOPE LifeMark-コンシェルジュ」に可能

性を感じています。院内での“3 密”防止や通院したく

ない患者さんをつなぎとめるツールとして、医療機関か

らの引き合いも増えています。DX をさらに進めること

で、医療安全や働き方改革など、医療機関の課題を支援

できることはあると思うので、もう一歩先、もう一歩上

へ行けるように仕掛けていく必要があるでしょうね。

辻元：厳しい経営が続く中小規模の病院にとっては、コ

ロナ禍はさらに追い打ちになっています。電子化にもシ

ビアな費用対効果が求められ、電子カルテの導入率も高

まっていません。その中で、LifeMark-コンシェルジュ

のような患者向けサービスやオンライン診療などの非接

辻元：紙カルテからの転換を含めて、病院業務を電子化

（デジタリゼーション）したという意味では、医療現場

のデジタルトランスフォーメーション（DX）をいち早

く実現させ、一定の評価を得ていると思います。一方で、

医療機関に何をもたらしたのか、デジタル化の最終的な

ゴールは何かと考えると、情報共有が容易になった、紙

がなくなって業務が効率化したという段階にとどまって

いて、本当の DX の成果にたどりついていません。まだ

まだデジタル化が足りないと感じています。

鶴田：電子カルテは、確実に情報を記録、見える化する

ことで、医療機関における課題を解決し、新たな価値を

生み出したことは間違いありません。一方で、医療機関

を取り巻く課題は、この 20 年の間に変化し、DX で取り

組むべき領域が広がっているのが現在の状況と認識して

います。今、医療機関には医療経営、医療安全、働き方

改革、高齢者の救急医療、予防医療などの課題に加えて、

新たに新型コロナウイルス感染症（COVID-19）も加わ

りました。これらの課題に対する共通的な解決策の一つ

が情報伝達だと考えています。現在は、病院や診療所、

薬局だけでなく、公共（自治体）、介護など、それぞれ

の業種、職種ごとにはしっかりしたデータが蓄積されて

いるのに、相互に連携し共有する仕組みが不十分です。

富士通側も含めて業種、職種を超えて連携することでい

ろいろな課題が解決できると考えています。

金川：電子カルテには、濃密で価値の高いデータが蓄積

されているにもかかわらず、現在は病院内だけの利用に

とどまっており、これをもっと流通させて社会に情報を

循環させる仕組みをつくることが、次の課題ではないか

と感じています。

田中：地域医療ネットワークには、医療機関同士の患者

紹介や予約などの業務を支援するシステムの側面と、情

報共有のインフラとしての側面があります。これまで、

業務システムとして評価をいただいて富士通の電子カル

モットーは “過信せずに邁進
する”。 働き方が変わってく
るとこれまでに当たり前だと
思ってきたことが変わってき
ました。 仕事や生活に良い変
化を生み出せるようにしてい
きたいと考えています。

金川　賢一

幅広い業種システム構築ノウ
ハウを持つ富士通だからこ
そ、 これからもお客様と一緒
に信頼と情報をつなぐこと
で、 お客様や富士通社員、
そして何より自分自身が一つ
でも多く感動できる未来に挑
戦していきたいと思います。

鶴田　　啓

仕事をする上でのモットーは、
どんな状況でも何とかなるさと
前向きにチャレンジすることで
す。好きなことは美味しいもの
を食べたりお酒を飲んだりする
こと。最近の休日は、子どもの
野球の練習に付き合って楽し
んでいます。

井上　貴宏

ヘルスケアビジネス推進統括
部からデジタルラボ事業部と
いう部署へ異動になりまし
た。 記事の中でも触れていま
すが、 ヘルスケア分野に他業
種を巻き込む活動をすること
になりますので、 引き続きよ
ろしくお願いします。

田中　宏明

高校時代より始めたコントラバ
スをきっかけに、ベース演奏や
クラッシック/ジャズ音楽鑑賞
が趣味。 最近は、さまざまな
業界で展開されているサブスク
リプション型サービスの研究に
没頭。 世の中にある魅力的な
サブスクサービスを発掘中！

辻元　洋典

“為せば成る” をモットー
に、 何事も前向きに考えるよ
う心掛けています。 大切にし
たいことは 「縁」。 嫌なこ
とは寝ると忘れる、 得な体
質。 関西出身ですが GIANTS
ファンで、 野球観戦が趣味の
ひとつです。

和田　叔子

出席者

司　会 平田　裕美
公共業種のプロモーション
担当。 コロナ禍による影
響 ・ 起きている変化にどう
対応していけばいいか、
マーケティング視点で日々
勉強中です！
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鶴田：ヘルスケアのお客様が抱える課題を解決するため

にも、患者さん、あるいは地域の住民一人ひとりが健康

でいられるような、“Well being”な社会の構築に取り組

んでいきたいですね。地域の中ですでにある情報がうま

く連携していくだけで、病気や要介護を防ぐことにもつ

ながります。そこに富士通のソリューションが貢献でき

れば大変幸せですね。

金川：Well beingを実現させるためにも、データを管理して、

いつでも提供できるようなしっかりとした電子カルテシス

テムをつくっていかなければなりません。ここまで、電子

カルテシステムが動くのが当たり前の世界をつくってきま

したので、さらに良いものにするために次の当たり前をわ

れわれの世代で早めにつくっていきたいですね。

田中：医療機関を取り巻く経済状況が厳しさを増す中で、

医療機関以外のプレーヤーの参加を活性化させる取り組

みが必要だと考えています。おかげさまで富士通はヘル

スケアでは大きなシェアがあります。そのアドバンテー

ジを生かして他業種の企業や社内の他セクションを巻き

込んで、医療業界を盛り上げられるように新しいビジネ

スの立ち上げにチャレンジしたいと思っています。

井上「患者さんが自分の情報を活用して 
自身の生活や健康に活用できる枠組みを
提供したい」

辻元：私たちが電子カルテや地域医療ネットワークで築

いてきた成果は、地域医療構想、SDGs、Society 5.0 な

どにつながります。キーワードはデータであり、他産業

での成果を医療業界に還元できるエコシステムをつくっ

ていきたいと考えています。そのためには、データの標

準化が必要ですし、規模にかかわらず全国の医療機関を

つないでいけるようなデジタリゼーションを真っ先に進

めていきたいですね。

井上：私は、いま担当している LifeMark-コンシェルジュ

を使って、患者さんの生活情報を予防に生かしたり、か

かりつけ医とも共有できるようにして、患者さん自身の

健康につなげられるようにしたいと思っています。自ら

のカルテ情報や生活情報を自分で自由に使えるような枠

組みを、私たちの方から積極的に誘導することで加速で

きるのではないでしょうか。また、医療従事者や医療施

設を支援するために、AI も活用し、これまでにない形で

業務の自動化や効率化を進めることにもチャレンジした

いと考えています。

和田：自分たちが安心して暮らせる地域社会をつくりた

いですし、医療から介護や福祉までつながっていくのが

理想です。コロナ禍で、医療従事者が疲弊すると医療崩

壊が起こりますから、病院スタッフの方々が働きやすい

環境づくりを私たちがサポートし、医療に注力できるよ

うに支援していきたいと思います。■

触サービスの必要性が高まることは、電子化を訴求する

良いタイミングでもあり、富士通としてはサポートの機

会が広がったと考えています。

田中：地域医療ネットワークをインフラとして考えると、

経営状況が厳しい医療機関にとって投資は難しくなるの

ではという危機感があります。そこで、地域連携や医療

データの活用に価値を認めてくれる企業にコストを負担

してもらって、導入を進められないかと考えて、製薬関

連などさまざまな企業との連携に動いています。医療の

課題を当事者だけで解決したり、負担したりするのでは

なく、今あるリソースを生かしてそれを必要とするプ

レーヤーが参加しやすくすることで、コロナ禍でさらに

厳しい状況にある医療機関や医療従事者の方をサポート

できるように、富士通として解決方法を示せればいいな

と思っています。

鶴田「業種を超えたシステム構築に強み
を持つ富士通だからこそヘルスケア領域
の課題解決に貢献できる」

平田：ニューノーマルの世界で富士通ができることには
どんなことがありますか。
鶴田：時田隆仁社長は、富士通のヘルスケアソリューショ

ンをリファレンスモデルだと評価した一方で、それが地

域全体でみた COVID-19 対策にどこまで役に立ったかは

反省すべき課題とも発言されています。私も九州地区で

日々変化する感染状況の把握に非常に苦労されている先

生方の状況を見て、富士通としてヘルスケアという社会

システムに貢献できる仕組みをさらに提供できないかと

忸怩たる思いがありました。それを実現するために、当

社の“eXChart”などの機能を活用すれば行政も含めた

有益な情報共有が可能であり、実際にそういった提案に

もお客様と一緒に取り組んでいます。

金川：われわれは、すぐに大きなソリューションとして

考え過ぎてしまいますが、ある意味で緊急事態の時に最

適な手段を素早く提供することも重要ですよね。そして、

そのためにも普段から情報を共有できる形を意識する必

要があると強く感じています。

鶴田：病院だけでなく、保健所や自治体、介護など領域

を超えて情報が連携できる仕組みをつくれるのは、幅広

い業種のシステム構築のノウハウを持つ富士通の強みで

すので、日本の真の ICT 化に向けて何が最も重要で何が

必要なのかを、電子カルテシステムの最前線を走ってき

たメンバーと一緒に考えたいと思います。

田中「ヘルスケアを支援してくれる医療
以外のプレーヤーの参加を活性化したい」

平田：今後のチャレンジしたいことについてどんなこと
を思っていらっしゃいますか。

オンライン・セッションそして未来への展望Back to the Beginning





感
謝

医療情報誌「HOPE Vision」を愛読くださりありがとうございます。

2021年2月18日刊行のVOL.35をもって紙媒体でのお届けを休止することにいたしました。

2004年の創刊来、「HOPE Vision」は、医療・介護施設の経営層や現場の方々に、

施設経営やICT化の方針検討のヒントを提供することを目的として、16年間にわたり情報提供してまいりました。

永く愛読される情報誌をめざし、

これまで多くのお客様に可愛がっていただき、多くのお客様に取材協力をいただきました。

本当にありがとうございました。

今後は、デジタルネットワーク社会に相応しい情報提供のあり方を見据え、

時代の変化に対応しながら、これからも良質なヘルスケア情報を提供してまいります。

新しいHOPE Visionに期待していただくための最終号となりました。

皆様に感謝申し上げます。

FM0090-35-2021 年 2 月




